
ケーブル破損などに
よる休業損失、賠償

金が高額化していま
す。

「業務終了・引き渡し後
の事故による賠償」オプ

ションで、より万全な補
償。

一般社団法人 全国地質調査業協会連合会

現場作業中の事故による
「賠償リスク」対策に不可欠です

（2021年度）

ケーブル破損による
休業損失など、賠償

金が高額化していま
す。

施設リスクもまとめ
て補償！　経営安定

の強固なサポート！

全地連
第三者賠償補償制度

汚染地盤修復工事賠償補償制度

・ オプションとして「業務終了・引き渡し後の事故による賠償」　
「他人所有の工事用機械等の賠償」もご用意しています

・汚染地盤修復工事賠償補償制度もあわせてご案内いたします
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はじめに

平素、連合会業務につきましては、ご理解とご協力を賜り、誠
にありがとうございます。
　当連合会では、地質調査および関連業務の遂行に起因し、第
三者に損害を与えた際に被る損害賠償責任を補償する「第三者
賠償補償制度」を過去 30 年余りにわたり運営してまいりました。
　なお、今年度より「データ損壊復旧費用補償特約」と「人格
権侵害補償特約」を基本補償に追加いたしました。
　ぜひ、ご検討の上、ご採用いただけますようご案内申し上げ
ます。

　また、当連合会独自の「汚染地盤修復工事に関わる賠償リスク」
を補償する「汚染地盤修復工事賠償補償制度」も同時にご案内
いたします。
　「第三者賠償補償制度」とあわせてご検討いただきますよう、
ご案内申し上げます。

2020 年 10 月

一般社団法人　全国地質調査業協会連合会

表 2
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概
要

（1）「第三者賠償補償制度」の特長

ー選べる２つの補償制度ー

（２）「汚染地盤修復工事賠償補償制度」の特長

「第三者賠償補償制度」には次のような特徴があります。

1 �全地連加盟の地質調査業者のために設計された、充実した第三者
賠償補償制度です。

2５つの補償タイプ、２つのオプションから選択できます。
3下請負人の事故もカバーします。（業務遂行中の事故のみ）
4 �年間包括方式のため工事ごとの通知は不要で、付保漏れの心配が
ありません。

5 �保険料は全額損金処理できます。（2020年１０月現在）

1 �工事終了後、行った汚染地盤修復工事に起因して発生した突発的
事故による賠償を補償します。（「仕事の結果リスク」を補償します）

2 �取り残した汚染物質が徐々に拡散した場合の賠償も補償
する、画期的な補償制度です。

　（全地連制度オリジナルの補償です）
3 �保険料は全額損金処理ができます。（2020年１０月現在）

「第三者賠償補償制度」とあわせ「汚染地盤修復工事賠償補償制度」をご案内いたします。

各補償制度は、一般社団法人全国地質調査業協会連合会を保険契約者とし、その加入会員企業を被保険者
（保険契約により補償を受けられる方）とする団体保険です。
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■「第三者賠償補償制度」の概要

■「汚染地盤修復工事賠償補償制度」の概要

詳細は５ページ以降をご覧ください。

詳細は23ページ以降を
ご覧ください。

汚染地盤修復工事特有の賠償リスク
汚染地盤修復工事の結果に起因して、他人にケガをさせ、また他人の財物を損壊さ
せたことによる損害賠償金等を補償します。

補償される事故例
汚染地盤修復工事後、取り残した汚染物質が徐々に拡散し、再度、取り除くために、
既に構築された工作物の取り壊し費用、再構築のための費用、再修復工事期間中の
休業損害の賠償を請求された。� など

【基本プランの補償】

業務遂行による賠償リスク

地質調査・測量・ボーリング
関連業務・点検業務遂行中
の偶然な事故や、現場作業
のための施設の欠陥・管理
の不備により、他人にケガ
をさせ、また他人の財物（地
下埋設物を含みます）を損
傷させたことによる損害賠償
金等を補償します。

ボーリングによる地質調査中に、
誤って地下に埋設されていた水道管
を切断し、その所有者よりその復旧
費用の賠償を請求された。

地質調査に起因して、突発的に地
下水が噴出し、他人の財物を汚濁
し、賠償を請求された。

社屋の看板が老朽化により落下し、
通行人がケガをし、賠償を請求さ
れた。

貴社が所有、使用または管理する
エレベータの誤作動により来客が
扉にはさまれケガをし、賠償を請
求された。

貴社が所有、使用または管理
する社屋・倉庫等の施設の
欠陥・管理の不備、または従
業員等の業務活動中の過失
による偶然な事故により、他
人にケガをさせ、また他人の
財物を損傷させたことによる
損害賠償金等を補償します。

施設の管理不備・施設での
業務活動による賠償リスク

補償される事故例①

補償される事故例①

補償される事故例②

補償される事故例②
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概
要

他人所有の工事用機器 支給資材の賠償の補償

業務終了 引き渡し後の事故による賠償の補償
業務のため自転車で銀行に
行く途中、運転を誤り子供に
衝突してケガをさせてしまっ
た。�

ドローンによる測量業務に
おいて、個人宅内を撮影し
てしまい、加工処理をしな
いまま、発注者に提出して
しまったことで、プライバ
シーの侵害として賠償を請
求された。

現場に設置したフェンスが、
管理の不備により風によって
飛ばされ、近隣の住民がケ
ガをし、賠償を請求された。
�

地質調査中に、道路に埋設され
た電線を切断したことで、過電
流が近隣企業で生じ、保存され
ていたデータが消失してしまい、
データの復旧費用を請求され
た。（PC自体の破損の有無は問
いません）

探査機（リース・レンタル）を落とし、
所有者より賠償を請求された

業務終了後、行ったボーリングに起
因して、事故が発生して人がケガを
し、賠償を請求された。

補償される事故例③

補償される事故例③

補償される事故例

補償される事故例

補償される事故例④ 補償される事故例⑤

報告書

個人情報 顔や表札、ナンバー

他人（リース・レンタル業者等）か
ら借りたボーリングマシン等の機器
および発注者から支給された物を、
作業中または保管中に損傷させた
り、盗難にあったりしたことによる
損害賠償金等を補償します。

業務終了後に、行った仕事（地質調査・
測量・ボーリング関連工事・点検業務）
の欠陥により発生した偶然な事故に
より、他人にケガをさせたり、他人
の財物を損傷させたりしたことによ
る損害賠償金等を補償します。

など など

など

など

○「第三者賠償補償制度」のみ、「汚染地盤修復工事賠償
補償制度」のみ、あるいは両方ともご加入することが
できます。

○「第三者賠償補償制度」は【基本プラン】に加え、【オ
プション（１）】および【オプション（２）】にご加入す
ることができます。（オプションのみのご加入はできま
せん。）

○ この概要のご案内は、補償制度のあらましです。
詳細は、次ページ以降をご覧ください。

▶️今年度より新たに次の２つの補償が「第三者賠償補償
制度」の基本プランに追加されました。

◯データ損壊復旧費用補償特約
◯人格権侵害補償特約

オプション（1）

オプション（2）
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（支払限度額・免責金額）

＊S～Dタイプのいずれかをお選びいただきます。

①地質調査業者が、地質調査作業中および関連作業中に発生した偶然な事故または作業遂行のために所有、
使用または管理している施設の欠陥、管理の不備により発生した偶然な事故

②地質調査業者が、所有、使用または管理している社屋等の施設・設備・用具等の管理の不備、または従業
員等の業務活動中の過失により発生した偶然な事故

上記①②に起因し他人（通行人等）の生命もしくは身体を害し、または財物を滅失、破損もしくは汚損等し
た場合に、法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して保
険金をお支払いします。

〈Cタイプ、Dタイプご加入の皆様へ〉
最近、財物について高額損害の発生が増加しています。事故の際に補償額（支払限度額）の不足が
懸念されますので、高額タイプ（S・A・Bタイプ）へのご加入をご検討ください。

支払限度額とは、保険金をお支払いする限度額をいいます。お支払いの対象となる損害のうち、争訟費用、協力費
用については、原則として支払限度額の適用はありません。ただし、争訟費用については損害賠償金の額が支払限
度額を超える場合には取扱いが異なりますので、詳細は14ページ「お支払いの対象となる損害」をご覧ください。
免責金額は、保険金としてお支払いする１事故ごとの損害の額から差し引く額で、お客さまの自己負担とな
る金額をいいます。

賠償の種類

請

　負

施
設
・
昇
降
機

身体
障害

（対人）

財物
損壊

（対物）

身体障害
・

財物損壊
共通

支払限度額
1名につき

支払限度額
1事故につき
免責金額

（自己負担額）
支払限度額
1事故につき

支払限度額
1事故につき

免責金額
（自己負担額）

免責金額
（自己負担額）

2億円

4億円

2億円

Sタイプ

2億円

4億円

1億2,000万円

Aタイプ

1億5,000万円

3億円

9,000万円

な　　　　　し

5　　　万　　　円

1　　　億　　　円

5　　　万　　　円

Bタイプ

1億円

2億円

6,000万円

Cタイプ

5,000万円

1億円

3,000万円

Dタイプ

制度の主旨

補償タイプ

対象とする業務
本制度加入者が日本国内で実施する以下の①～④の業務 

①地質調査業務…地質または土質についての調査・計測・その他の地質調査（土壌・地下水汚染にかかる調
査を含みます。）の売上に該当する業務

②測量業務………路線測量・基準点測量等の一般測量業務
③ボーリング関連業務…（イ）さく井　（ロ）グラウト工事　（ハ）地すべり対策工事
　　　　　　　　　　　（ニ）汚染地盤修復工事
　道路建設、ビル建設、地下水路（上下水道）工事、トンネル工事などの「一般の建設工事・土木工事」は対
象となりません。個別の契約となりますので、㈱ジオ・ビジネスサービスにお問合わせください。
④維持管理・点検業務…①②③の売上に含まれない、維持管理・点検にかかる業務
※国土交通省へ提出された直近の現況報告書の「設計」に含まれている場合、維持管理・点検部分の売上
を抜出、加入申込票にご記入ください。

注

第三者賠償補償制度
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■本制度における主な事故例

事故の概要 保険金支払額

埋設されていた電源ケーブルを切断

約2億円の損害額に対して過失割合35%のため、責任額が
約7,000万円になり、Cタイプの支払限度額6,000万を超過

6,000万円
薬液注入工事のうち、水平ボーリング作業中に、ボーリングロッドが設計上
の進路からはずれ、埋設されていた電気ケーブルおよびNTT所有の光ケー
ブルを切断 6,796万円
事故の概要 保険金支払額 事故の概要 保険金支払額

作業現場構内でクレーンカー
作動中、ブームで光ケーブルを
切断 1,675

万円

地震計設置のためボーリング
を行った際に、誤って温泉の
源泉に掘削孔を到達させたた
め、泥の成分が温泉に混入し、
温泉を白濁させ、かつ温泉設
備を汚損

2,461
万円

大規模施設でのボーリング調
査の際、埋設管を避けたつも
りが特殊な管の側面を破損。
埋設管の地図は中心線のみの
表示あり、管の直径は数mと
巨大な管であった。

1,833
万円

地質調査のためボーリング作
業中に、地下の電話ケーブル
等を破損 1,201

万円

海底状況の測定・測量中に、リ
ースしていた測量機器を海底
にぶつけて破損させた（オプシ
ョン契約）

120
万円

試堀後のボーリング調査中、
誤って水道管を破損 467

万円

地質調査のため堀削中、光フ
ァイバーケーブルを破損 310

万円

小型のバイブロハンマーにより
打設したところ、大きく曲がり、
埋設下水道管を破損 342

万円
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■保険料

算 出 基 準

事 業 収 入 金 額

保 険 料 の 算 出

事業収入金額（売上高）をもとに年間保険料を算出します。事業収入金額1,000万円につき、下表の金額を基
準とします。なお、収入金額が多い場合、保険料はそれに伴い、てい減し割安となっています。

「地質調査収入金額」＋「測量収入金額」＋「ボーリング関連工事収入金額」＋「維持管理・点検業務収入金額」
の合計
（注）「地質調査収入金額」は、地質調査業者登録規程の現況報告書の完成調査収入（土壌・地下水汚染状況調査、汚染

処理計画業務の売上高を含みます。）ならびに設計コンサルタント登録規程の現況報告書の「土質及び基礎」部門と
「地質」部門の収入金額を基準に申告いただきます。

Sタイプ 15,940円 Aタイプ 15,040円 Bタイプ 14,220円 Cタイプ 13,100円 Dタイプ 11,390円

（保険期間1年）

事業収入金額 Sタイプ保険料例
（単位：円）

Aタイプ保険料例
（単位：円）

Bタイプ保険料例
（単位：円）

Cタイプ保険料例
（単位：円）

Dタイプ保険料例
（単位：円）

事業収入金額を 万円
としての算式

1,000万円～
2億円まで

15,940～
318,800

15,040～
300,800

14,220～
284,400

13,100～
262,000

11,390～
227,800

Sタイプ
×15.94

Aタイプ
×15.04

Bタイプ
×14.22

Cタイプ
×13.10

Dタイプ
×11.39

2億円超～
5億円まで

318,800～
677,450

300,800～
639,200

284,400～
604,350

262,000～
556,750

227,800～
484,080（0.75 × ＋ 5,000）

5億円超～
10億円まで

677,450～
1,123,770

639,200～
1,060,320

604,350～
1,002,510

556,750～
923,550

484,080～
803,000（0.56× ＋14,500）

10億円超～
30億円まで

1,123,770～
2,335,210

1,060,320～
2,203,360

1,002,510～
2,083,230

923,550～
1,919,150

803,000～
1,668,640（0.38× ＋32,500）

30億円超～
80億円まで

2,335,210～
4,327,710

2,203,360～
4,083,360

2,083,230～
3,860,730

1,919,150～
3,556,650

1,668,640～
3,092,390（0.25× ＋71,500）

80億円超～
130億円まで

4,327,710～
5,921,710

4,083,360～
5,587,360

3,860,730～
5,282,730

3,556,650～
4,866,650

3,092,390～
4,231,390（0.20 × ＋ 111,500）
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●一加入企業あたり 3万円とし、中途加入の場合も同様とします。
※オプション⑵にご加入の場合は、3万 5,000 円となります。

48,000万円

7,000 万円

11,000万円

2,000 万円

●地質調査業務―――――――――

●測量業務―――――――――――

●ボーリング関連業務――――――

●維持管理・点検業務――――――

8,000 万円

4,000 万円

●一般土木工事―――――――――

●建設コンサルタント――――――

対象とする業務

［具体的計算例］
（各業務） （収入金額）

対象となる収入金額
68,000 万円

対象外の業務

オプション（１）（９
ページ）ご加入の場合、
左記保険料×０．９７
（３％割引）になります。
（別途オプション保険料も
必要です。）

最 低 保 険 料

（一時払の場合）
Sタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 15.94 ＝ 838,130 円

Aタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 15.04 ＝ 790,800 円

Bタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 14.22 ＝ 747,690 円

Cタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 13.10 ＝ 688,800 円

Dタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 11.39 ＝ 598,890 円

（分割払の場合）
Sタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 15.94 ÷ 12＝ 69,840 円

Aタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 15.04 ÷ 12＝ 65,900 円

Bタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 14.22 ÷ 12＝ 62,310 円

Cタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 13.10 ÷ 12＝ 57,400 円

Dタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 11.39 ÷ 12＝ 49,910 円
㊟事業収入金額は千円単位四捨五入、保険料は 1 円単位を四捨五入します。
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■オプション（1） （借用・支給財物損壊補償特約）

基本プランでは補償されない他人所有の工事用機器、発注者から支給されたものの損壊に対する損害賠償
責任について特約をセットして補償する制度で、任意加入となります。
オプションのみの単独加入はできません。
事前にリース契約等を取りかわしている機器等が対象となります。

●以下の財物を損壊（滅失、破損または汚損）し、または盗取されたことにより、被保険者が
それらの財物について正当な権利を有する者に対して法律上の損害賠償責任を負担す
ることによって被る損害に対して、保険金をお支払いします。
〇借用財物 : 作業場内および加入者証記載の施設内において使用または管理する借用

財物（ボーリングマシーン等）に限ります。仕事の遂行のためにリース契約
またはレンタル契約に基づき他人から借りている財物を含みます。なお、
財物には自動車を含み、土地またはその定着物を含みません。

〇支給財物  :  被保険者に支給された資材・商品（銅板や調査杭等）の財物をいいます。
いずれも自動車の所有、使用、管理に起因する事故も補償の対象となります。

●借用財物または支給財物について正当な権利を有する者に引き渡された後に発見され
た借用財物の損壊

●借用財物に対する保守、点検、修理または部品交換等の作業により生じた借用財物の損壊
●電気的または機械的な原因により生じた借用財物の損壊
●傷などの外観上の損壊にとどまり、借用財物の機能に支障のない損壊
●借用財物の潤滑油・燃料等の運転資材、電球等の管球類、キャタピラ・タイヤ等の移動す
るための部品その他の消耗品または消耗材に単独に生じた損壊

●被保険者の使用人、代理人もしくは下請負人が所有しまたは私用に供する借用財物ま
たは支給財物の損壊

●借用財物または支給財物の自然の消耗または性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、さび、
汗ぬれ、その他これらに類似の事由またはねずみ食いもしくは虫食い

●借用財物または支給財物の目減り、原因不明の数量不足または自然発火もしくは自然爆発 　 等

●ただし、盗取に起因する損害については、1事故および期間中につき1,000万円（上
記支払限度額2,000万円の内枠）

●上記の支払限度額は、５ページ記載の基本補償の財物損壊の支払限度額に含まれます。

借用・支給財物が被害を受ける直前の状態に復旧するのに要する修理費用（時価額限度）

基本補償と同一

基本補償と同一 （2021年2月1日より2022年2月1日まで1年間）

事業収入金額をもとに収入金額1,000万円につき5,000円を基準とします。

1事故につき2,000万円　保険期間中通算2,000万円

1事故につき10万円

（保険期間1年間）

保険金をお支払い
す る 主 な 場 合

支 払 限 度 額

補 償 範 囲
対象とする業務
保 険 期 間
保険料算出基準

保険金をお支払い
しない主な場合
右記以外にも保険金をお
支払いしない場合があり
ます。詳細は普通保険約
款、特別約款および特約を
ご確認ください。また、ご不
明な点については、代理店
・扱者または引受保険会
社までお問合わせくださ
い。

免 責 金 額
（ 自 己 負 担 額 ）

オプション（1）のご案内

保険料の
算 出

他人所有の工事用機器等の賠償について

注
注

事業収入金額
1,000万円～2億円まで
2億円超～5億円まで
5億円超～10億円まで
10億円超～30億円まで
30億円超～80億円まで
80億円超～130億円まで

保険料例（単位 ： 円） 収入金額を 　　万円としての算式
5,000～100,000
100,000～212,500
212,500～352,500
352,500～732,500
732,500～1,357,500
1,357,500～1,857,500

（0.75×　　  ＋
（0.56×　　  ＋
（0.38×　　  ＋
（0.25×　　  ＋
（0.2  ×　　  ＋

×5
5,000）×5
14,500）×5
32,500）×5
71,500）×5
111,500）×5

業務終了・引き渡し後の事故による賠償について

基本プランは対象業務の作業中の事故による損害賠償責任の補償ですが、本補償は
作業を終了し引渡した後に、その仕事の欠陥により発生した事故の損害賠償責任の補償です。
☞例えば、作業終了後、仕事の欠陥により地下に空洞ができ陥没した、地下水が噴出したなど
　により、他人にケガをさせたり、他人の財物の損害・復旧費用を請求された。　　　　　等
オプションのみの単独加入はできません。（個別に保険を手配しますので、ご連絡ください。）注

保険金をお支払い
す る 主 な 場 合

●貴社が行った業務（地質調査・測量・ボーリング関連工事）が終了した後、その
仕事の欠陥により発生した偶然な事故により、他人の生命や身体を害したり、他
人の財物を滅失、破損または汚損等した場合に、貴社が法律上の損害賠償責任
を負担することにより被る損害に対して、保険金をお支払いします。

●被保険者の故意によって生じた損害賠償責任
●被保険者と第三者との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合において、
その約定によって加重された損害賠償責任
●被保険者が所有、使用または管理する財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛
失すること、または盗取されること）について、その財物につき正当な権利を有
する者に対して負担する損害賠償責任
●被保険者の使用人が被保険者の業務に従事中に被った身体の障害に起因す
る損害賠償責任
●地震・噴火・洪水・津波または高潮に起因する損害賠償責任
●液体、気体（注）または固体の排出、流出または溢（いっ）出に起因する損害賠償
責任。ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。
　（注）気体
　　　 煙、蒸気、じんあい等を含みます。
●仕事の目的物のうち、事故の原因となった作業が加えられた財物の損壊に対す
る損害賠償責任
●被保険者が仕事の行われていた場所に放置または遺棄した機械、装置もしく
は資材に起因する損害賠償責任
●汚染地盤修復工事において、工事欠陥により取り残した汚染物質が徐々に（じ
わじわと）流出・拡散したことに起因する損害賠償責任（全地連「汚染地盤修復
工事賠償補償制度」で補償されます。）　　　　　　　　　　　　　　　   等

保 険 料 の 目 安

ご 注 意

　本オプションは、㈱ジオ・ビジネスサービスにてお見積りいたします。
　お問合わせください。
　保険料の目安　事業収入金額：地質調査・測量1億円、ボーリング関連工事　
　　　　　　　5,000万円の場合・・・年間オプション保険料は、約5万円

　支払限度額を引き上げる場合や、一般の建設工事・土木工事も対象とする場合
は、本補償制度とは別に個別の保険契約をご案内します。ご連絡ください。

オプション（2）のご案内

基本補償と同一

基本補償と同一 （2021年2月1日より2022年2月1日まで1年間）

対象業務の事業収入金額をもとに算出します。

支 払 限 度 額

対象とする業務
保 険 期 間
保険料算出基準

免 責 金 額
（ 自 己 負 担 額 ）

（注）保険料の算出についての注意：全地連「汚染地盤修復工事賠償補償」にご加入の場合、補償内容が
　　一部本補償と重複するため、事業収入金額から汚染地盤修復工事の事業収入金額を差し引いて算出します。

保険金をお支払い
しない主な場合
右記以外にも保険金をお
支払いしない場合があり
ます。詳細は普通保険約
款、特別約款および特約を
ご確認ください。また、ご不
明な点については、代理店
・扱者または引受保険会
社までお問合わせくださ
い。

身体・財物共通　1事故・保険期間中通算2,000万円 

1事故につき5万円
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第
三
者
賠
償

■オプション（2） 対象業務終了後、業務の欠陥による賠償責任の補償
（生産物賠償責任保険―仕事の結果リスク）

基本プランでは補償されない他人所有の工事用機器、発注者から支給されたものの損壊に対する損害賠償
責任について特約をセットして補償する制度で、任意加入となります。
オプションのみの単独加入はできません。
事前にリース契約等を取りかわしている機器等が対象となります。

●以下の財物を損壊（滅失、破損または汚損）し、または盗取されたことにより、被保険者が
それらの財物について正当な権利を有する者に対して法律上の損害賠償責任を負担す
ることによって被る損害に対して、保険金をお支払いします。
〇借用財物 : 作業場内および加入者証記載の施設内において使用または管理する借用

財物（ボーリングマシーン等）に限ります。仕事の遂行のためにリース契約
またはレンタル契約に基づき他人から借りている財物を含みます。なお、
財物には自動車を含み、土地またはその定着物を含みません。

〇支給財物  :  被保険者に支給された資材・商品（銅板や調査杭等）の財物をいいます。
いずれも自動車の所有、使用、管理に起因する事故も補償の対象となります。

●借用財物または支給財物について正当な権利を有する者に引き渡された後に発見され
た借用財物の損壊

●借用財物に対する保守、点検、修理または部品交換等の作業により生じた借用財物の損壊
●電気的または機械的な原因により生じた借用財物の損壊
●傷などの外観上の損壊にとどまり、借用財物の機能に支障のない損壊
●借用財物の潤滑油・燃料等の運転資材、電球等の管球類、キャタピラ・タイヤ等の移動す
るための部品その他の消耗品または消耗材に単独に生じた損壊

●被保険者の使用人、代理人もしくは下請負人が所有しまたは私用に供する借用財物ま
たは支給財物の損壊

●借用財物または支給財物の自然の消耗または性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、さび、
汗ぬれ、その他これらに類似の事由またはねずみ食いもしくは虫食い

●借用財物または支給財物の目減り、原因不明の数量不足または自然発火もしくは自然爆発 　 等

●ただし、盗取に起因する損害については、1事故および期間中につき1,000万円（上
記支払限度額2,000万円の内枠）

●上記の支払限度額は、５ページ記載の基本補償の財物損壊の支払限度額に含まれます。

借用・支給財物が被害を受ける直前の状態に復旧するのに要する修理費用（時価額限度）

基本補償と同一

基本補償と同一 （2021年2月1日より2022年2月1日まで1年間）

事業収入金額をもとに収入金額1,000万円につき5,000円を基準とします。

1事故につき2,000万円　保険期間中通算2,000万円

1事故につき10万円

（保険期間1年間）

保険金をお支払い
す る 主 な 場 合

支 払 限 度 額

補 償 範 囲
対象とする業務
保 険 期 間
保険料算出基準

保険金をお支払い
しない主な場合
右記以外にも保険金をお
支払いしない場合があり
ます。詳細は普通保険約
款、特別約款および特約を
ご確認ください。また、ご不
明な点については、代理店
・扱者または引受保険会
社までお問合わせくださ
い。

免 責 金 額
（ 自 己 負 担 額 ）

オプション（1）のご案内

保険料の
算 出

他人所有の工事用機器等の賠償について

注
注

事業収入金額
1,000万円～2億円まで
2億円超～5億円まで
5億円超～10億円まで
10億円超～30億円まで
30億円超～80億円まで
80億円超～130億円まで

保険料例（単位 ： 円） 収入金額を 　　万円としての算式
5,000～100,000
100,000～212,500
212,500～352,500
352,500～732,500
732,500～1,357,500
1,357,500～1,857,500

（0.75×　　  ＋
（0.56×　　  ＋
（0.38×　　  ＋
（0.25×　　  ＋
（0.2  ×　　  ＋

×5
5,000）×5
14,500）×5
32,500）×5
71,500）×5
111,500）×5

業務終了・引き渡し後の事故による賠償について

基本プランは対象業務の作業中の事故による損害賠償責任の補償ですが、本補償は
作業を終了し引渡した後に、その仕事の欠陥により発生した事故の損害賠償責任の補償です。
☞例えば、作業終了後、仕事の欠陥により地下に空洞ができ陥没した、地下水が噴出したなど
　により、他人にケガをさせたり、他人の財物の損害・復旧費用を請求された。　　　　　等
オプションのみの単独加入はできません。（個別に保険を手配しますので、ご連絡ください。）注

保険金をお支払い
す る 主 な 場 合

●貴社が行った業務（地質調査・測量・ボーリング関連工事）が終了した後、その
仕事の欠陥により発生した偶然な事故により、他人の生命や身体を害したり、他
人の財物を滅失、破損または汚損等した場合に、貴社が法律上の損害賠償責任
を負担することにより被る損害に対して、保険金をお支払いします。

●被保険者の故意によって生じた損害賠償責任
●被保険者と第三者との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合において、
その約定によって加重された損害賠償責任
●被保険者が所有、使用または管理する財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛
失すること、または盗取されること）について、その財物につき正当な権利を有
する者に対して負担する損害賠償責任
●被保険者の使用人が被保険者の業務に従事中に被った身体の障害に起因す
る損害賠償責任
●地震・噴火・洪水・津波または高潮に起因する損害賠償責任
●液体、気体（注）または固体の排出、流出または溢（いっ）出に起因する損害賠償
責任。ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。
　（注）気体
　　　 煙、蒸気、じんあい等を含みます。
●仕事の目的物のうち、事故の原因となった作業が加えられた財物の損壊に対す
る損害賠償責任
●被保険者が仕事の行われていた場所に放置または遺棄した機械、装置もしく
は資材に起因する損害賠償責任
●汚染地盤修復工事において、工事欠陥により取り残した汚染物質が徐々に（じ
わじわと）流出・拡散したことに起因する損害賠償責任（全地連「汚染地盤修復
工事賠償補償制度」で補償されます。）　　　　　　　　　　　　　　　   等

保 険 料 の 目 安

ご 注 意

　本オプションは、㈱ジオ・ビジネスサービスにてお見積りいたします。
　お問合わせください。
　保険料の目安　事業収入金額：地質調査・測量1億円、ボーリング関連工事　
　　　　　　　5,000万円の場合・・・年間オプション保険料は、約5万円

　支払限度額を引き上げる場合や、一般の建設工事・土木工事も対象とする場合
は、本補償制度とは別に個別の保険契約をご案内します。ご連絡ください。

オプション（2）のご案内

基本補償と同一

基本補償と同一 （2021年2月1日より2022年2月1日まで1年間）

対象業務の事業収入金額をもとに算出します。

支 払 限 度 額

対象とする業務
保 険 期 間
保険料算出基準

免 責 金 額
（ 自 己 負 担 額 ）

（注）保険料の算出についての注意：全地連「汚染地盤修復工事賠償補償」にご加入の場合、補償内容が
　　一部本補償と重複するため、事業収入金額から汚染地盤修復工事の事業収入金額を差し引いて算出します。

保険金をお支払い
しない主な場合
右記以外にも保険金をお
支払いしない場合があり
ます。詳細は普通保険約
款、特別約款および特約を
ご確認ください。また、ご不
明な点については、代理店
・扱者または引受保険会
社までお問合わせくださ
い。

身体・財物共通　1事故・保険期間中通算2,000万円 

1事故につき5万円
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加入申込をしたのですが加入者証の発行はありますか。また、加入者証を紛失した場合は再発
行してもらえますか。

加入手続を済まされますと、加入者証を発行いたします。また、加入者証を紛失した場合、連絡
いただければ再発行いたします。

一般の通常建設工事・土木工事は補償の対象となりません。したがって加入申込票に記入する事
業収入金額には算入しないでください（個別の契約とすることができます。㈱ジオ・ビジネスサー
ビスにお問合わせください）。また、「建設コンサルタント業務」については現場での危険を伴わ
ないため、本制度の対象からは除かれます。

5月1日からの中途加入はできますが、保険期間の終わりはすべて2月1日となります。

加入手続について

事業収入金額は、国土交通省へ現況報告書として提出された直近の資料を参考にしてください。

保険料の算出基準となる事業収入金額は何を参考にすれば良いのですか。

本制度では、対象とする業務を合わせて加入していただくのが原則です。
一部の業務を除いて加入することはできません。

本社の他に４つの営業店があります。営業店単位で加入ができますか。

本制度は原則、本社での一括加入となっています。

Q1.

A：

Q2.

A：

地質調査業のみを保険の対象にしたい。測量業務の収入金額を除いて保険料を計算して
も良いでしょうか。

Q3.

A：

業務として地質調査の他に、一般の通常建設工事・土木工事もしています。補償の対象と
なりますか。

Q4.

A：

Q5.

A：

３月１日より毎月中途加入ができますが、保険料は保険期間に応じて月割で算出します。
※ただし最低保険料は3万円です（オプション⑵ご加入の場合は、3万5,000円です）。

中途加入の場合、保険料は安くなるのでしょうか。

５月から９月までの５か月間のみ加入したいのですが、できるでしょうか。Q6.

A：

Q7.

A：

■全地連「第三者賠償補償制度」　Q&A

一部の業務を除いて加入することはできません。 
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全地連『第三者賠償補償制度』はどのような補償ですか。

地質調査、測量、ボーリング関連工事（さく井、地すべり対策工事、汚染地盤修復工事など）、
維持管理・点検業務に起因して、誤って他人の財物に損害を与えたり、他人の身体に障害を与
えた場合に、その賠償金等を補償します。（詳細は13ページを参照ください。）

補償内容について

Q8.

A：

下請けが起こした業務中の事故や、自社が下請けとしての業務中の事故は対象となりますか。

どちらも対象となります。

自動車保険のような等級制度はありません。
ただし、著しく保険金請求の頻度が高いなど、加入者相互間の公平性を逸脱する極端な保険金
支払またはその請求があった場合には、保険期間終了後、継続加入できないことや補償内容を
変更させていただくことがあります。あらかじめご了承ください。

Q10.

A：

保険金が支払われると、翌年の保険料は引き上げられるのですか。Q11.

A：

現場業務で自社の従業員がケガをした場合は補償されるのですか。

自社の従業員、下請けの方の業務上災害は労災事故を補償する保険での補償です。
この保険の対象ではありません。（全地連『労災上積み補償制度』をご利用ください。）
この保険では、業務に起因して例えば通行人、近隣の住人、現場に来ていた発注者の方などの
第三者の生命もしくは身体を害し、損害賠償責任を負った場合が対象です。

Q12.

A：

現場に自動車で向かう途中の、対人や対物の交通事故は補償されるのですか。

自動車保険の対人賠償、対物賠償での補償です。この保険の対象ではありません。
ただし、機材等の貨物の積み込み、積み下ろしに起因する賠償事故は対象です。

Q13.

A：

現場業務中に自社のボーリングマシンを壊した場合は補償されますか。

この保険は、業務に起因して他人の財物に与えた損害の賠償責任を補償します。
自社所有（下請け所有を含む）の機械の損傷は、この保険の対象ではありません。
機械にかける保険（『動産総合保険』）がありますので、㈱ジオ・ビジネスサービスにお問合
わせください。（なお、レンタル・リースによる他人所有の機器の損傷による損害賠償責任は
オプション（1）他人所有の工事用機器等の賠償で補償されます。）

Q14.

A：

オプション（2）の業務終了後の事故による賠償の補償と基本補償の違いはなにですか。

基本補償は、業務中に発生した事故による損害賠償責任を補償しますが、業務が終了した後でも業
務に起因した事故により損害賠償責任を負うリスクがあり、オプション（2）で補償対象としております。
オプション（2）に加入され、より安心な補償とされることをおすすめいたします。

Q15.

A：

パンフレットに「法律上の賠償責任を補償」とあるが、保険金の支払いには裁判による判
決が必要なのですか。

必ずしも裁判による判決を要するものではありません。
いわゆる示談による解決であっても、客観的に見て被保険者に法律上の損害賠償責任があると
認められれば足りますが、賠償金や一部の費用の支出についてはあらかじめ引受保険会社の同
意が必要となりますのでご注意ください。

Q9.

A：
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■補償範囲

①請負業者賠償責任保険
被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が行う請負作業遂行中に発生した偶然な事故、または被
保険者が請負作業遂行のために所有、使用または管理している施設の欠陥、管理の不備により発生した偶
然な事故に起因して、他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失
すること、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによっ
て被る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。

＜管理財物損壊補償特約～請負業者特別約款に自動セット＞
被保険者の管理下にある財物（仕事を遂行するにあたり、現実かつ直接的に作業を行っている財物を含み、
目的を問いません。）の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）に
よって、その財物に対して正当な権利を有する者に対して、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担
することによって被る損害に対して、保険金をお支払いします。
～支払限度額～
財物損壊の１事故あたりの支払限度額と同額
～免責金額～
財物損壊の１事故あたりの免責金額（５万円）

＜人格権侵害補償特約～請負業者特別約款に自動セット＞
請負業者特別約款に規定される損害の原因となる事由に起因して、被保険者または被保険者以外の者
が行った次のいずれかに該当する不当行為により、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担すること
によって被る損害に対して保険金をお支払いします。

～支払限度額～
１名につき100万円 /１事故につき1,000万円
～免責金額～
身体障害の１事故あたりの免責金額（なし）

②施設所有（管理）者賠償責任保険
被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が所有、使用もしくは管理している各種の施設（※）・設備
・用具等の管理の不備、または被保険者もしくはその従業員等の業務活動中のミスにより発生した偶然な
事故に起因して、他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失する
こと、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被
る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。
※施設とは、被保険者の所有、使用または管理する事務用建物、倉庫、駐車場および資材置き場をいいま
す。工場は含まれません。

＜人格権侵害補償特約～施設所有（管理）者特別約款に自動セット＞
上記の「①請負業者特別約款」の記載をご参照ください。

③生産物賠償責任保険（オプション（2））
被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が製造もしくは販売した製品、または被保険者が行った
仕事の結果に起因して、他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛
失すること、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによ
って被る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。

④上記①～③共通
保険金をお支払いできる条件は適用される普通保険約款、特別約款および特約によって異なりますので、
詳細は普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。

保険金をお支払いする主な場合

（a）不当な身体の拘束による自由の侵害または名誉毀（き）損
（b）口頭、文書、図画、映像その他これらに類する表示行為による名誉毀（き）損またはプライバ

シーの侵害

この保険による補償の対象となる事故として次のものが考えられます。
　・ボーリング中に誤って水道管を破損させてしまった。
　・作業現場でボーリングマシンが横転し、付近で遊んでいた子供がその下敷きとなった。
　・ボーリング中泥水が噴出し、近くの建物や車を汚損させた。
　・油圧式ドリル使用時に油ミストにより、火災爆発が起こり家屋を破損させた。
　・汚染調査作業中に、汚染土から突発的に発生した有毒ガスにより、付近の住民に身体障害が発生した。
　・汚染修復工事中に偶然・突発な事故により汚染物質が流出し、第三者の身体・財物に損害を与えた。
　・資材置場の材木が崩れ、子供がケガをした。
　・作業現場内の穴に雨水がたまってできた池に幼児が落ちて溺れた。

　　　　　　　　　　　　　　 　等

①請負業者賠償責任保険
被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が行う請負作業遂行中に発生した偶然な事故、または被
保険者が請負作業遂行のために所有、使用または管理している施設の欠陥、管理の不備により発生した偶
然な事故に起因して、他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失
すること、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによっ
て被る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。

＜管理財物損壊補償特約～請負業者特別約款に自動セット＞
被保険者の管理下にある財物（仕事を遂行するにあたり、現実かつ直接的に作業を行っている財物を含み、
目的を問いません。）の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）に
よって、その財物に対して正当な権利を有する者に対して、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担
することによって被る損害に対して、保険金をお支払いします。
～支払限度額～
財物損壊の１事故あたりの支払限度額と同額
～免責金額～
財物損壊の１事故あたりの免責金額（５万円）

＜人格権侵害補償特約～請負業者特別約款に自動セット＞
請負業者特別約款に規定される損害の原因となる事由に起因して、被保険者または被保険者以外の者
が行った次のいずれかに該当する不当行為により、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担すること
によって被る損害に対して保険金をお支払いします。

～支払限度額～
１名につき100万円 /１事故につき1,000万円
～免責金額～
身体障害の１事故あたりの免責金額（なし）

②施設所有（管理）者賠償責任保険
被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が所有、使用もしくは管理している各種の施設（※）・設備
・用具等の管理の不備、または被保険者もしくはその従業員等の業務活動中のミスにより発生した偶然な
事故に起因して、他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失する
こと、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被
る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。
※施設とは、被保険者の所有、使用または管理する事務用建物、倉庫、駐車場および資材置き場をいいま
す。工場は含まれません。

＜人格権侵害補償特約～施設所有（管理）者特別約款に自動セット＞
上記の「①請負業者特別約款」の記載をご参照ください。

③生産物賠償責任保険（オプション（2））
被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が製造もしくは販売した製品、または被保険者が行った
仕事の結果に起因して、他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛
失すること、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによ
って被る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。

④上記①～③共通
保険金をお支払いできる条件は適用される普通保険約款、特別約款および特約によって異なりますので、
詳細は普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。

この保険による補償の対象となる事故として次のものが考えられます。
　・ボーリング中に誤って水道管を破損させてしまった。
　・作業現場でボーリングマシンが横転し、付近で遊んでいた子供がその下敷きとなった。
　・ボーリング中泥水が噴出し、近くの建物や車を汚損させた。
　・油圧式ドリル使用時に油ミストにより、火災爆発が起こり家屋を破損させた。
　・汚染調査作業中に、汚染土から突発的に発生した有毒ガスにより、付近の住民に身体障害が発生した。
　・汚染修復工事中に偶然・突発な事故により汚染物質が流出し、第三者の身体・財物に損害を与えた。
　・資材置場の材木が崩れ、子供がケガをした。
　・作業現場内の穴に雨水がたまってできた池に幼児が落ちて溺れた。

　　　　　　　　　　　　　　 　等

この保険では、次の表に記載された保険金をお支払いします。

法律上の損害賠償責任に基づいて損害賠償請求権者に対して支払うべき治療費や修理費等
（損害賠償請求権者に対する遅延損害金を含みます。）
事故が発生した場合の損害の発生または拡大の防止のために必要または有益であった費用
発生した事故について、他人から損害の賠償を受けることができる場合に、その権利を保
全または行使するために必要な手続に要した費用
事故が発生した場合の緊急措置（他人の生命や身体を害した場合における被害者の応急手当等）に要した費用
引受保険会社が発生した事故の解決にあたる場合、引受保険会社へ協力するために要した費用
損害賠償に関する争訟について支出した訴訟費用、弁護士報酬等の費用

損 害 の 種 類

①損害賠償金

②損害防止費用

③権利保全行使費用

④緊急措置費用
⑤協 力 費 用
⑥争 訟 費 用

内　容
＜普通保険約款でお支払いの対象となる損害＞

上記①から④までの保険金については、それぞれの規定により計算した損害の額から加入者証記載の免責金
額を差し引いた額をお支払いします。ただし、加入者証記載の支払限度額を限度とします。上記⑤および⑥
の保険金については、原則として支払限度額の適用はありません。ただし、⑥については①の損害賠償金の
額が支払限度額を超える場合には、次の金額を限度とします。

　○お支払いする争訟費用の額　＝　  　⑥争訟費用の額 ×  

なお、「②損害防止費用」および「④緊急措置費用」を除き、事前に引受保険会社の同意を要しますので、
必ず引受保険会社までお問合わせください。
適用される普通保険約款、特別約款および特約によりその他の保険金が支払われる場合がありますので、詳
細は普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。

「①損害賠償金」についてのご注意
被保険者が被害者に対して支払わなければならない損害賠償金の額は、適用される法律の規定、被害者に生
じた損害の額および被保険者の過失割合等によって決まります。被保険者が、法律上の損害賠償責任がない
にもかかわらず被害者に対して支払われた見舞金等は、以下の被害者対応費用補償特約で対象となる場合を
除き、保険金のお支払いの対象とはなりません。

支払限度額
①損害賠償金の額

お支払いの対象となる損害
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①請負業者賠償責任保険
被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が行う請負作業遂行中に発生した偶然な事故、または被
保険者が請負作業遂行のために所有、使用または管理している施設の欠陥、管理の不備により発生した偶
然な事故に起因して、他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失
すること、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによっ
て被る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。

＜管理財物損壊補償特約～請負業者特別約款に自動セット＞
被保険者の管理下にある財物（仕事を遂行するにあたり、現実かつ直接的に作業を行っている財物を含み、
目的を問いません。）の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）に
よって、その財物に対して正当な権利を有する者に対して、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担
することによって被る損害に対して、保険金をお支払いします。
～支払限度額～
財物損壊の１事故あたりの支払限度額と同額
～免責金額～
財物損壊の１事故あたりの免責金額（５万円）

＜人格権侵害補償特約～請負業者特別約款に自動セット＞
請負業者特別約款に規定される損害の原因となる事由に起因して、被保険者または被保険者以外の者
が行った次のいずれかに該当する不当行為により、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担すること
によって被る損害に対して保険金をお支払いします。

～支払限度額～
１名につき100万円 /１事故につき1,000万円
～免責金額～
身体障害の１事故あたりの免責金額（なし）

②施設所有（管理）者賠償責任保険
被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が所有、使用もしくは管理している各種の施設（※）・設備
・用具等の管理の不備、または被保険者もしくはその従業員等の業務活動中のミスにより発生した偶然な
事故に起因して、他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失する
こと、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被
る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。
※施設とは、被保険者の所有、使用または管理する事務用建物、倉庫、駐車場および資材置き場をいいま
す。工場は含まれません。

＜人格権侵害補償特約～施設所有（管理）者特別約款に自動セット＞
上記の「①請負業者特別約款」の記載をご参照ください。

③生産物賠償責任保険（オプション（2））
被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が製造もしくは販売した製品、または被保険者が行った
仕事の結果に起因して、他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛
失すること、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによ
って被る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。

④上記①～③共通
保険金をお支払いできる条件は適用される普通保険約款、特別約款および特約によって異なりますので、
詳細は普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。

この保険による補償の対象となる事故として次のものが考えられます。
　・ボーリング中に誤って水道管を破損させてしまった。
　・作業現場でボーリングマシンが横転し、付近で遊んでいた子供がその下敷きとなった。
　・ボーリング中泥水が噴出し、近くの建物や車を汚損させた。
　・油圧式ドリル使用時に油ミストにより、火災爆発が起こり家屋を破損させた。
　・汚染調査作業中に、汚染土から突発的に発生した有毒ガスにより、付近の住民に身体障害が発生した。
　・汚染修復工事中に偶然・突発な事故により汚染物質が流出し、第三者の身体・財物に損害を与えた。
　・資材置場の材木が崩れ、子供がケガをした。
　・作業現場内の穴に雨水がたまってできた池に幼児が落ちて溺れた。

　　　　　　　　　　　　　　 　等

この保険では、次の表に記載された保険金をお支払いします。

法律上の損害賠償責任に基づいて損害賠償請求権者に対して支払うべき治療費や修理費等
（損害賠償請求権者に対する遅延損害金を含みます。）
事故が発生した場合の損害の発生または拡大の防止のために必要または有益であった費用
発生した事故について、他人から損害の賠償を受けることができる場合に、その権利を保
全または行使するために必要な手続に要した費用
事故が発生した場合の緊急措置（他人の生命や身体を害した場合における被害者の応急手当等）に要した費用
引受保険会社が発生した事故の解決にあたる場合、引受保険会社へ協力するために要した費用
損害賠償に関する争訟について支出した訴訟費用、弁護士報酬等の費用

損 害 の 種 類

①損害賠償金

②損害防止費用

③権利保全行使費用

④緊急措置費用
⑤協 力 費 用
⑥争 訟 費 用

内　容
＜普通保険約款でお支払いの対象となる損害＞

上記①から④までの保険金については、それぞれの規定により計算した損害の額から加入者証記載の免責金
額を差し引いた額をお支払いします。ただし、加入者証記載の支払限度額を限度とします。上記⑤および⑥
の保険金については、原則として支払限度額の適用はありません。ただし、⑥については①の損害賠償金の
額が支払限度額を超える場合には、次の金額を限度とします。

　○お支払いする争訟費用の額　＝　  　⑥争訟費用の額 ×  

なお、「②損害防止費用」および「④緊急措置費用」を除き、事前に引受保険会社の同意を要しますので、
必ず引受保険会社までお問合わせください。
適用される普通保険約款、特別約款および特約によりその他の保険金が支払われる場合がありますので、詳
細は普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。

「①損害賠償金」についてのご注意
被保険者が被害者に対して支払わなければならない損害賠償金の額は、適用される法律の規定、被害者に生
じた損害の額および被保険者の過失割合等によって決まります。被保険者が、法律上の損害賠償責任がない
にもかかわらず被害者に対して支払われた見舞金等は、以下の被害者対応費用補償特約で対象となる場合を
除き、保険金のお支払いの対象とはなりません。

支払限度額
①損害賠償金の額

お支払いの対象となる損害
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3.  訴訟対応費用補償特約（請負業者特別約款・施設所有（管理）者特別約款に自動セット）
請負業者特別約款、施設所有（管理）者特別約款で争訟費用が保険金として支払われる場合に、日本国の裁判所
に訴訟が提起されたときに、被保険者が現実に支出した次のいずれかに該当する費用。
 （a）被保険者の使用人の超過勤務手当または臨時雇用費用
 （b）被保険者の役員または使用人の交通費または宿泊費
 （c）訴訟に関する必要文書作成にかかる費用
 （d）被保険者または外部の実験機関が事故を再現するための実験に要する費用。ただし、事故の原因や状況を調
　　　査するために要した額を限度とし、事故後の製品開発・改良等を目的とする実験費用を含みません。
 （e）意見書または鑑定書の作成にかかる費用
 （f）増設したコピー機の賃借費用
ただし、通常要する費用であって、被保険者に対する損害賠償請求訴訟の解決について必要かつ有益と引受保険
会社が認めた費用に限ります。
　～支払限度額～
　　1事故につき1,000万円限度

4.  データ損壊復旧費用補償特約（請負業者特別約款に自動セット）
対象業務の遂行に起因して、他人が所有または使用する電子情報を消失または損壊した場合において、被保険者
がデータ損壊復旧費用（被保険者以外の第三者が作業を行い、それに伴い発生した費用に限ります。）を負担す
ることによって被る損害に対して保険金を支払います。
　～支払限度額～
　　1事故につき1,000万円限度（基本補償の財物損壊の支払限度額の内枠払）
　～免責金額～
　　1事故につき５万円

2.  初期対応費用補償特約（請負業者特別約款・施設所有（管理）者特別約款に自動セット）
請負業者特別約款、施設所有（管理）者特別約款の損害の原因となる事由に起因して事故が発生した場合
に、被保険者が緊急的対応のために現実に支出した次のいずれかに該当する費用。
 （a）事故現場の保存に要する費用
 （b）事故現場の取片付けに要する費用
 （c）事故状況または原因を調査するために要した費用
 （d）被保険者の役員または使用人を事故現場に派遣するために要した交通費または宿泊費
 （e）通信費
ただし、通常要する費用であって、損害の発生もしくは拡大の防止または事故による被保険者の損害賠償責任に
関する争訟の解決について必要かつ有益と引受保険会社が認めた費用に限ります。　
　～支払限度額～
　　1事故につき1,000万円限度

　　・見舞品の購入、見舞金または弔慰金に要した費用
　～支払限度額～
　　1回の事故につき被害者1名あたり1万円限度・1事故および保険期間中通算50万円限度
（なお、社会通念上妥当な額を限度とし、被害者が損害賠償請求を行う意思を有していないにもかかわ
らず、被保険者の社会的地位、取引上の政策、個人的同情等を理由としてなされる給付（名目を問い
ません。）を除きます。）

1.  被害者対応費用補償特約（請負業者特別約款・施設所有（管理）者特別約款に自動セット）
対象業務に起因する身体障害事故により被害者が事故の日から180日以内に医師による治療が必要となった場合に、
被保険者が引受保険会社の同意を得て支出した以下の被害者対応費用に対して、保険金をお支払いいたします。

＜特約でお支払いの対象となる損害＞
このご契約には、以下１～4の特約がセットされているので以下のような費用も補償されます（ただし、お
支払いにあたっては事前に引受保険会社の承認が必要です。）。

保険金をお支払いしない主な場合
＜普通保険約款でお支払いしない主な場合＞

○保険契約者または被保険者の故意によって生じた損害賠償責任
○被保険者と第三者との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合において、その約定によって加重
された損害賠償責任
○被保険者が所有、使用または管理する財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または
盗取されること）について、その財物につき正当な権利を有する者に対して負担する損害賠償責任
　→「管理財物損壊補償特約」（自動セット）および「借用・支給財物損壊補償特約」（オプション（1））
により、一部補償の対象となります。
○被保険者と生計を共にする同居の親族に対する損害賠償責任
○被保険者の使用人が、被保険者の業務に従事中に被った身体の障害に起因する損害賠償責任
○戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変もしくは暴動、
労働争議または騒擾（じょう）に起因する損害賠償責任
○地震、噴火、洪水、津波または高潮に起因する損害賠償責任
○液体、気体（煙、蒸気、じんあい等を含みます。）または固体の排出、流出または溢（いっ）出に起
因する損害賠償責任（ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。）
○原子核反応または原子核の崩壊に起因する損害賠償責任（ただし、医学的、科学的利用もしくは一般産
業上の利用に供されるラジオ・アイソトープ《ウラン・トリウム・プルトニウムおよびこれらの化合物な
らびにこれらの含有物を含みません。》の原子核反応または原子核の崩壊による場合を除きます。）等

○被保険者またはその下請負人が行う地下工事、基礎工事または土地の掘削工事に伴い発生した土地の
沈下、隆起、移動、振動もしくは土砂崩れに起因する土地の工作物、その収容物もしくは付属物・植
物または土地の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）について法
律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（注）

○被保険者またはその下請負人が行う地下工事、基礎工事または土地の掘削工事に伴い発生した土地の軟
弱化または土砂の流出もしくは流入に起因する地上の構築物（基礎および付属物を含みます。）・その
収容物または土地の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）について
法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（注）
○被保険者またはその下請負人が行う地下工事、基礎工事または土地の掘削工事に伴い発生した地下水
の増減について法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（注）
（注）「地盤崩壊危険補償特約」をセットすることで一部を補償することが可能です。
○被保険者の下請負人またはその使用人が被保険者の業務（下請業務を含みます。）に従事中に被った
身体の障害に起因する損害賠償責任

＜請負業者特別約款でお支払いしない主な場合＞

○直接であると間接であるとを問わず、被保険者が次のいずれかに該当する損害賠償責任を負担するこ
とによって被る損害。いずれかの事由または行為が実際に生じたまたは行われたと認められた場合に
限らず、それらの事由があったとの申し立てに基づいて被保険者に対して損害賠償請求がなされた場
合を含みます。
　◇石綿等（アスベスト、石綿製品、石綿繊維、石綿粉塵（じん））の人体への摂取または吸引
　◇石綿等への曝露（ばくろ）による疾病
　◇石綿等の飛散または拡散

＜賠償責任保険追加特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞

○航空機の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
○パラグライダー、ハンググライダー、パラセーリングまたは熱気球の所有、使用または管理に起因す
る損害賠償責任
○自動車・原動機付自転車の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任。ただし、走行中を除き出
張修理・整備を目的として一時的に管理している場合や、貨物の積込みまたは積み下ろし作業に起因
する損害賠償責任を除きます。

→「借用・支給財物損壊補償特約」（オプション（１））をセットすることで一部を補償することが
できます。

○仕事の終了（仕事の目的物の引渡しを要する場合は引渡し）または放棄の後に、仕事の結果に起因す
る損害賠償責任
→「生産物特別約款」（オプション（２））をセットすることで補償することができます。
○被保険者の占有を離れ施設外にある財物に起因する損害賠償責任
○じんあいに起因する損害賠償責任。ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。
○騒音に起因する損害賠償責任
○塗料（塗料またはその他の塗装用材料）の飛散を防止するための養生等の措置を取らずに行われた塗
装（吹付けを含みます。）作業による塗料の飛散または拡散に起因する損害賠償責任。ただし、容器
などを落下または転倒させたことにより塗料が飛散または拡散した場合を除きます。
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が行
う次のいずれかに該当する行為に起因する損害
◇医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師または歯科医師以外の個人が
行うことを許されていない行為。ただし、法令により医師または歯科医師以外の個人が行うことを
許されている行為を除きます。
◇はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令により、あん摩マッサージ指圧師、
はり師、きゅう師または柔道整復師以外の個人が行うことを許されていない行為を含みます。

○被保険者が行うＬＰガス販売業務の遂行（ＬＰガス販売業務のための事業所施設の所有、使用または
管理を含みます。）に起因して生じた損害 等

＜管理財物損壊リスクの取扱い＞
　上記「普通保険約款でお支払いしない主な場合」の「被保険者が、所有、使用または管理する財物の
損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）について、その財物につき
正当な権利を有する者に対して負担する損害賠償責任」の「管理する財物」は次表のとおり分類され
ます。
　一部のリスクについては特約をセットすることにより補償の対象とすることができます。特約の詳細
はそれぞれの特約の「保険金をお支払いする主な場合」をご参照ください。

次の場合は、㈱ジオ・ビジネスサービスまで、ご連絡・ご相談ください。
・次の「保険金をお支払いしない主な場合」にある「掘削工事に伴い発生した振動や土砂崩れに起因する土
地の工作物の損壊」等は、保険金のお支払い対象ではありません。
　掘削による振動調査などで、これらを補償対象とする場合には「地盤崩壊危険補償特約」をセットする必
要があります（追加保険料が必要です。詳細はお問合わせください）。
・支給される地盤計測機器、鋼矢板などの損害を補償対象とする場合にはオプション（1）（借用・支給財物損
壊特約）にもご加入いただく必要があります。

補償範囲についてのご注意
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3.  訴訟対応費用補償特約（請負業者特別約款・施設所有（管理）者特別約款に自動セット）
請負業者特別約款、施設所有（管理）者特別約款で争訟費用が保険金として支払われる場合に、日本国の裁判所
に訴訟が提起されたときに、被保険者が現実に支出した次のいずれかに該当する費用。
 （a）被保険者の使用人の超過勤務手当または臨時雇用費用
 （b）被保険者の役員または使用人の交通費または宿泊費
 （c）訴訟に関する必要文書作成にかかる費用
 （d）被保険者または外部の実験機関が事故を再現するための実験に要する費用。ただし、事故の原因や状況を調
　　　査するために要した額を限度とし、事故後の製品開発・改良等を目的とする実験費用を含みません。
 （e）意見書または鑑定書の作成にかかる費用
 （f）増設したコピー機の賃借費用
ただし、通常要する費用であって、被保険者に対する損害賠償請求訴訟の解決について必要かつ有益と引受保険
会社が認めた費用に限ります。
　～支払限度額～
　　1事故につき1,000万円限度

4.  データ損壊復旧費用補償特約（請負業者特別約款に自動セット）
対象業務の遂行に起因して、他人が所有または使用する電子情報を消失または損壊した場合において、被保険者
がデータ損壊復旧費用（被保険者以外の第三者が作業を行い、それに伴い発生した費用に限ります。）を負担す
ることによって被る損害に対して保険金を支払います。
　～支払限度額～
　　1事故につき1,000万円限度（基本補償の財物損壊の支払限度額の内枠払）
　～免責金額～
　　1事故につき５万円

2.  初期対応費用補償特約（請負業者特別約款・施設所有（管理）者特別約款に自動セット）
請負業者特別約款、施設所有（管理）者特別約款の損害の原因となる事由に起因して事故が発生した場合
に、被保険者が緊急的対応のために現実に支出した次のいずれかに該当する費用。
 （a）事故現場の保存に要する費用
 （b）事故現場の取片付けに要する費用
 （c）事故状況または原因を調査するために要した費用
 （d）被保険者の役員または使用人を事故現場に派遣するために要した交通費または宿泊費
 （e）通信費
ただし、通常要する費用であって、損害の発生もしくは拡大の防止または事故による被保険者の損害賠償責任に
関する争訟の解決について必要かつ有益と引受保険会社が認めた費用に限ります。　
　～支払限度額～
　　1事故につき1,000万円限度

　　・見舞品の購入、見舞金または弔慰金に要した費用
　～支払限度額～
　　1回の事故につき被害者1名あたり1万円限度・1事故および保険期間中通算50万円限度
（なお、社会通念上妥当な額を限度とし、被害者が損害賠償請求を行う意思を有していないにもかかわ
らず、被保険者の社会的地位、取引上の政策、個人的同情等を理由としてなされる給付（名目を問い
ません。）を除きます。）

1.  被害者対応費用補償特約（請負業者特別約款・施設所有（管理）者特別約款に自動セット）
対象業務に起因する身体障害事故により被害者が事故の日から180日以内に医師による治療が必要となった場合に、
被保険者が引受保険会社の同意を得て支出した以下の被害者対応費用に対して、保険金をお支払いいたします。

＜特約でお支払いの対象となる損害＞
このご契約には、以下１～4の特約がセットされているので以下のような費用も補償されます（ただし、お
支払いにあたっては事前に引受保険会社の承認が必要です。）。

保険金をお支払いしない主な場合
＜普通保険約款でお支払いしない主な場合＞

○保険契約者または被保険者の故意によって生じた損害賠償責任
○被保険者と第三者との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合において、その約定によって加重
された損害賠償責任
○被保険者が所有、使用または管理する財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または
盗取されること）について、その財物につき正当な権利を有する者に対して負担する損害賠償責任
　→「管理財物損壊補償特約」（自動セット）および「借用・支給財物損壊補償特約」（オプション（1））
により、一部補償の対象となります。
○被保険者と生計を共にする同居の親族に対する損害賠償責任
○被保険者の使用人が、被保険者の業務に従事中に被った身体の障害に起因する損害賠償責任
○戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変もしくは暴動、
労働争議または騒擾（じょう）に起因する損害賠償責任
○地震、噴火、洪水、津波または高潮に起因する損害賠償責任
○液体、気体（煙、蒸気、じんあい等を含みます。）または固体の排出、流出または溢（いっ）出に起
因する損害賠償責任（ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。）
○原子核反応または原子核の崩壊に起因する損害賠償責任（ただし、医学的、科学的利用もしくは一般産
業上の利用に供されるラジオ・アイソトープ《ウラン・トリウム・プルトニウムおよびこれらの化合物な
らびにこれらの含有物を含みません。》の原子核反応または原子核の崩壊による場合を除きます。）等

○被保険者またはその下請負人が行う地下工事、基礎工事または土地の掘削工事に伴い発生した土地の
沈下、隆起、移動、振動もしくは土砂崩れに起因する土地の工作物、その収容物もしくは付属物・植
物または土地の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）について法
律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（注）
○被保険者またはその下請負人が行う地下工事、基礎工事または土地の掘削工事に伴い発生した土地の軟
弱化または土砂の流出もしくは流入に起因する地上の構築物（基礎および付属物を含みます。）・その
収容物または土地の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）について
法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（注）
○被保険者またはその下請負人が行う地下工事、基礎工事または土地の掘削工事に伴い発生した地下水
の増減について法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（注）
（注）「地盤崩壊危険補償特約」をセットすることで一部を補償することが可能です。
○被保険者の下請負人またはその使用人が被保険者の業務（下請業務を含みます。）に従事中に被った
身体の障害に起因する損害賠償責任

＜請負業者特別約款でお支払いしない主な場合＞

○直接であると間接であるとを問わず、被保険者が次のいずれかに該当する損害賠償責任を負担するこ
とによって被る損害。いずれかの事由または行為が実際に生じたまたは行われたと認められた場合に
限らず、それらの事由があったとの申し立てに基づいて被保険者に対して損害賠償請求がなされた場
合を含みます。
　◇石綿等（アスベスト、石綿製品、石綿繊維、石綿粉塵（じん））の人体への摂取または吸引
　◇石綿等への曝露（ばくろ）による疾病
　◇石綿等の飛散または拡散

＜賠償責任保険追加特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞

○航空機の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
○パラグライダー、ハンググライダー、パラセーリングまたは熱気球の所有、使用または管理に起因す
る損害賠償責任
○自動車・原動機付自転車の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任。ただし、走行中を除き出
張修理・整備を目的として一時的に管理している場合や、貨物の積込みまたは積み下ろし作業に起因
する損害賠償責任を除きます。

→「借用・支給財物損壊補償特約」（オプション（１））をセットすることで一部を補償することが
できます。

○仕事の終了（仕事の目的物の引渡しを要する場合は引渡し）または放棄の後に、仕事の結果に起因す
る損害賠償責任
→「生産物特別約款」（オプション（２））をセットすることで補償することができます。
○被保険者の占有を離れ施設外にある財物に起因する損害賠償責任
○じんあいに起因する損害賠償責任。ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。
○騒音に起因する損害賠償責任
○塗料（塗料またはその他の塗装用材料）の飛散を防止するための養生等の措置を取らずに行われた塗
装（吹付けを含みます。）作業による塗料の飛散または拡散に起因する損害賠償責任。ただし、容器
などを落下または転倒させたことにより塗料が飛散または拡散した場合を除きます。
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が行
う次のいずれかに該当する行為に起因する損害
◇医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師または歯科医師以外の個人が
行うことを許されていない行為。ただし、法令により医師または歯科医師以外の個人が行うことを
許されている行為を除きます。
◇はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令により、あん摩マッサージ指圧師、
はり師、きゅう師または柔道整復師以外の個人が行うことを許されていない行為を含みます。

○被保険者が行うＬＰガス販売業務の遂行（ＬＰガス販売業務のための事業所施設の所有、使用または
管理を含みます。）に起因して生じた損害 等

＜管理財物損壊リスクの取扱い＞
　上記「普通保険約款でお支払いしない主な場合」の「被保険者が、所有、使用または管理する財物の
損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）について、その財物につき
正当な権利を有する者に対して負担する損害賠償責任」の「管理する財物」は次表のとおり分類され
ます。
　一部のリスクについては特約をセットすることにより補償の対象とすることができます。特約の詳細
はそれぞれの特約の「保険金をお支払いする主な場合」をご参照ください。

次の場合は、㈱ジオ・ビジネスサービスまで、ご連絡・ご相談ください。
・次の「保険金をお支払いしない主な場合」にある「掘削工事に伴い発生した振動や土砂崩れに起因する土
地の工作物の損壊」等は、保険金のお支払い対象ではありません。
　掘削による振動調査などで、これらを補償対象とする場合には「地盤崩壊危険補償特約」をセットする必
要があります（追加保険料が必要です。詳細はお問合わせください）。
・支給される地盤計測機器、鋼矢板などの損害を補償対象とする場合にはオプション（1）（借用・支給財物損
壊特約）にもご加入いただく必要があります。

補償範囲についてのご注意
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＜管理財物損壊補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被保険者が第三者から借用中の財物に対する損害
→「借用・支給財物損壊補償特約」（オプション（１））をセットすることで一部を補償することが
できます。

被保険者が第三者から借用中の財物（レンタル、リース等による財物を含みま
す。）

「管理する財物」の分類 補償対象とする特約
A

被保険者に支給された資材・商品等の財物（仕事の遂行のために使用する
目的をもって購入する予定で被保険者が管理する財物を含みます。）

B

借用・支給財物損壊補償特約
※紛失は対象外
（オプション（1））

上記A、Bを除き、被保険者の所有するまたは賃借する施設において貯蔵、保
管、組立、加工、修理、点検等（動物に対する治療、美容、飼育または植物の
育成等を含みます。）を目的として、被保険者が受託している財物

C
なし

上記A～Cを除き、被保険者が運送または荷役のために受託している財物D なし
上記A～Dを除き、目的がいかなる場合でも、現実に被保険者の管理下にあ
る財物（被保険者が仕事を遂行するにあたり、現実かつ直接的に作業を行っ
ている財物を含みます。）

E 管理財物損壊補償特約
（自動セット）

○航空機の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
○パラグライダー、ハンググライダー、パラセーリングまたは熱気球の所有、使用または管理に起因す
る損害賠償責任
○自動車・原動機付自転車の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任。ただし、走行中を除き出
張修理・整備を目的として一時的に管理している場合や、貨物の積込みまたは積み下ろし作業に起因
する損害賠償責任を除きます。

→「借用・支給財物損壊補償特約」（オプション（１））をセットすることで一部を補償することが
できます。

○仕事の終了（仕事の目的物の引渡しを要する場合は引渡し）または放棄の後に、仕事の結果に起因す
る損害賠償責任
→「生産物特別約款」（オプション（２））をセットすることで補償することができます。
○被保険者の占有を離れ施設外にある財物に起因する損害賠償責任
○じんあいに起因する損害賠償責任。ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。
○騒音に起因する損害賠償責任
○塗料（塗料またはその他の塗装用材料）の飛散を防止するための養生等の措置を取らずに行われた塗
装（吹付けを含みます。）作業による塗料の飛散または拡散に起因する損害賠償責任。ただし、容器
などを落下または転倒させたことにより塗料が飛散または拡散した場合を除きます。
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が行
う次のいずれかに該当する行為に起因する損害
◇医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師または歯科医師以外の個人が
行うことを許されていない行為。ただし、法令により医師または歯科医師以外の個人が行うことを
許されている行為を除きます。
◇はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令により、あん摩マッサージ指圧師、
はり師、きゅう師または柔道整復師以外の個人が行うことを許されていない行為を含みます。

○被保険者が行うＬＰガス販売業務の遂行（ＬＰガス販売業務のための事業所施設の所有、使用または
管理を含みます。）に起因して生じた損害 等

＜管理財物損壊リスクの取扱い＞
　上記「普通保険約款でお支払いしない主な場合」の「被保険者が、所有、使用または管理する財物の
損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）について、その財物につき
正当な権利を有する者に対して負担する損害賠償責任」の「管理する財物」は次表のとおり分類され
ます。
　一部のリスクについては特約をセットすることにより補償の対象とすることができます。特約の詳細
はそれぞれの特約の「保険金をお支払いする主な場合」をご参照ください。

■工作車（ブルドーザー、パワーショベル等。ダンプカーは含みません。）に起因する賠償責任については、
工事・仕事を行っている不特定多数の人が出入りすることを制限されている作業場内および施設内での事
故に限り、保険金をお支払いします。ただし、損害の額がその自動車に締結されている（締結すべき）自
賠責保険（責任共済を含みます。）および自動車保険（自動車共済を含みます。）により支払われる保険
金と免責金額の合算額を超過する場合に、その超過額のみに対して保険金が支払われます。
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＜管理財物損壊補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被保険者が第三者から借用中の財物に対する損害
→「借用・支給財物損壊補償特約」（オプション（１））をセットすることで一部を補償することが
できます。

被保険者が第三者から借用中の財物（レンタル、リース等による財物を含みま
す。）

「管理する財物」の分類 補償対象とする特約
A

被保険者に支給された資材・商品等の財物（仕事の遂行のために使用する
目的をもって購入する予定で被保険者が管理する財物を含みます。）

B

借用・支給財物損壊補償特約
※紛失は対象外
（オプション（1））

上記A、Bを除き、被保険者の所有するまたは賃借する施設において貯蔵、保
管、組立、加工、修理、点検等（動物に対する治療、美容、飼育または植物の
育成等を含みます。）を目的として、被保険者が受託している財物

C
なし

上記A～Cを除き、被保険者が運送または荷役のために受託している財物D なし
上記A～Dを除き、目的がいかなる場合でも、現実に被保険者の管理下にあ
る財物（被保険者が仕事を遂行するにあたり、現実かつ直接的に作業を行っ
ている財物を含みます。）

E 管理財物損壊補償特約
（自動セット）

○航空機の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
○パラグライダー、ハンググライダー、パラセーリングまたは熱気球の所有、使用または管理に起因す
る損害賠償責任
○自動車・原動機付自転車の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任。ただし、走行中を除き出
張修理・整備を目的として一時的に管理している場合や、貨物の積込みまたは積み下ろし作業に起因
する損害賠償責任を除きます。

→「借用・支給財物損壊補償特約」（オプション（１））をセットすることで一部を補償することが
できます。

○仕事の終了（仕事の目的物の引渡しを要する場合は引渡し）または放棄の後に、仕事の結果に起因す
る損害賠償責任
→「生産物特別約款」（オプション（２））をセットすることで補償することができます。
○被保険者の占有を離れ施設外にある財物に起因する損害賠償責任
○じんあいに起因する損害賠償責任。ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。
○騒音に起因する損害賠償責任
○塗料（塗料またはその他の塗装用材料）の飛散を防止するための養生等の措置を取らずに行われた塗
装（吹付けを含みます。）作業による塗料の飛散または拡散に起因する損害賠償責任。ただし、容器
などを落下または転倒させたことにより塗料が飛散または拡散した場合を除きます。
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が行
う次のいずれかに該当する行為に起因する損害
◇医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師または歯科医師以外の個人が
行うことを許されていない行為。ただし、法令により医師または歯科医師以外の個人が行うことを
許されている行為を除きます。
◇はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令により、あん摩マッサージ指圧師、
はり師、きゅう師または柔道整復師以外の個人が行うことを許されていない行為を含みます。

○被保険者が行うＬＰガス販売業務の遂行（ＬＰガス販売業務のための事業所施設の所有、使用または
管理を含みます。）に起因して生じた損害 等

＜管理財物損壊リスクの取扱い＞
　上記「普通保険約款でお支払いしない主な場合」の「被保険者が、所有、使用または管理する財物の
損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）について、その財物につき
正当な権利を有する者に対して負担する損害賠償責任」の「管理する財物」は次表のとおり分類され
ます。
　一部のリスクについては特約をセットすることにより補償の対象とすることができます。特約の詳細
はそれぞれの特約の「保険金をお支払いする主な場合」をご参照ください。

■工作車（ブルドーザー、パワーショベル等。ダンプカーは含みません。）に起因する賠償責任については、
工事・仕事を行っている不特定多数の人が出入りすることを制限されている作業場内および施設内での事
故に限り、保険金をお支払いします。ただし、損害の額がその自動車に締結されている（締結すべき）自
賠責保険（責任共済を含みます。）および自動車保険（自動車共済を含みます。）により支払われる保険
金と免責金額の合算額を超過する場合に、その超過額のみに対して保険金が支払われます。

＜施設所有（管理）者特別約款でお支払いしない主な場合＞

○施設の新築、修理、改造または取壊し等の工事に起因する損害賠償責任
○航空機の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
○パラグライダー、ハンググライダー、パラセーリングまたは熱気球の所有、使用または管理に起因する損害賠
償責任

○被保険者に支給された資材・商品等の財物（仕事の遂行のために使用する目的をもって購入する予定
で被保険者が管理する財物を含みます。）に対する損害
→「借用・支給財物損壊補償特約」（オプション（１））をセットすることで一部を補償することが
できます。

○被保険者の所有するまたは賃借する施設において貯蔵、保管、組立、加工、修理、点検等（動物に対
する治療、美容、飼育または植物の育成等を含みます。）を目的として、被保険者が受託している財
物に対する損害
○被保険者が運送または荷役のために受託している財物に対する損害
○補償管理財物（管理財物損壊補償特約をセットすることにより補償される管理財物。以下同様です。）
の使用不能に起因する損害
○被保険者の代理人またはそれらの者の使用人が行いまたは加担した補償管理財物の盗取に起因する損害
○被保険者の使用人、代理人または下請負人が所有しまたは私用に供する補償管理財物の損壊（滅失、
破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）に起因する損害
○補償管理財物の自然の消耗または性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、さび、汗ぬれ、その他これら
に類似の事由またはねずみ食いもしくは虫食いに起因する損害
○補償管理財物の目減り、原因不明の数量不足または自然発火もしくは自然爆発に起因する損害
○補償管理財物が寄託者または貸主に返還された日から30日を経過した後に発見された補償管理財物の
損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）に起因する損害
○被保険者が補償管理財物に対して行う通常の作業工程上生じた修理、点検もしくは加工（動物に対する
治療、美容、飼育または植物の育成等を含みます。）の拙劣または仕上不良等に起因する損害  等

＜人格権侵害補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被保険者によって、または被保険者の了解もしくは同意に基づいて被保険者以外の者によって行われ
た犯罪行為（過失犯を除きます。）に起因する損害賠償責任
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者による採用、雇用または解雇に関して、被保険者また
は被保険者以外の者によって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○最初の不当行為が保険期間開始前になされ、その継続または反復として、被保険者または被保険者以
外の者によって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○事実と異なることを知りながら、被保険者によってまたは被保険者の指図により被保険者以外の者に
よって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○被保険者によってまたは被保険者のために被保険者以外の者によって行われた広告宣伝活動、放送活
動または出版活動に起因する損害賠償責任 等
 
＜初期対応費用補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○上記のお支払いしない主な場合の「損害賠償責任」または「賠償責任」を「初期対応費用」と読み替
えて適用します。

＜被害者対応費用補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被害者対応費用を受け取るべき者（注）の故意
○保険契約者、被保険者または被害者対応費用を受け取るべき者（注）の闘争行為、自殺行為または犯罪行為
○被害者対応費用を受け取るべき者（注）と生計を共にする同居の親族または生計を共にする別居の未婚の
子の行為
○被害者の心神喪失
○被保険者または被保険者の指図による暴行または殴打 等
（注）被害者対応費用を受け取るべき者には、被害者を含みます。

＜データ損壊復旧費用補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
普通保険約款、追加特約、特別約款の「保険金をお支払いしない主な場合」の規定中、「法律上の損害
賠償責任」、「損害賠償責任」または「賠償責任」とあるのを、「データ損壊復旧費用」と読み替えて
適用します。

○自動車または原動機付自転車の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任。ただし、販売等を目的
として展示されている場合を除きます。この場合であっても、走行している間は自動車とみなします。
○施設外における船舶または車両（自転車、身体障害者用車いす、歩行補助車および原動力がもっぱら
人力であるものを含みません。）の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
○被保険者の占有を離れた商品もしくは飲食物または被保険者の占有を離れ、施設外にあるその他の財
物に起因する損害賠償責任
○仕事の終了または放棄の後に仕事の結果に起因する損害賠償責任
　→「生産物特別約款（オプション（2））をセットすることで補償することができます。
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が行
う次のいずれかに該当する行為に起因する損害
◇医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師または歯科医師以外の個人が
行うことを許されていない行為。ただし、法令により医師または歯科医師以外の個人が行うことを
許されている行為を除きます。
◇はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令により、あん摩マッサージ指圧師、
はり師、きゅう師または柔道整復師以外の個人が行うことを許されていない行為を含みます。
◇理学療法士、作業療法士、臨床工学技士、診療放射線技師、弁護士、外国法事務弁護士、公認会計士、
建築士、設計士、司法書士、行政書士、弁理士、税理士、社会保険労務士、土地家屋調査士、技術士、
測量士、獣医師がそれらの資格に基づいて行う行為

○被保険者が行うＬＰガス販売業務の遂行（ＬＰガス販売業務のための事業所施設の所有、使用または
管理を含みます。）に起因して生じた損害
○石油物質が施設から公共水域（海、河川、湖沼、運河）へ流出したことに起因して、被保険者が次の
いずれかに該当する法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害
◇水の汚染による他人の財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されるこ
と）に起因する損害賠償責任

　◇水の汚染によって漁獲高が減少しまたは漁獲物の品質が低下したことに起因する損害賠償責任
○石油物質が施設から流出し、公共水域の水を汚染しまたはそのおそれのある場合において、その石油
物質の拡散防止、捕収回収、焼却処理、沈降処理、乳化分散処理等につき支出された費用その他の損
害の防止軽減のために要した費用（被保険者が支出したと否とを問いません。） 等

＜人格権侵害補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被保険者によって、または被保険者の了解もしくは同意に基づいて被保険者以外の者によって行わ
れた犯罪行為（過失犯を除きます。）に起因する損害賠償責任
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者による採用、雇用または解雇に関して、被保険者また
は被保険者以外の者によって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○最初の不当行為が保険期間開始前になされ、その継続または反復として、被保険者または被保険者以
外の者によって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○事実と異なることを知りながら、被保険者によってまたは被保険者の指図により被保険者以外の者に
よって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○被保険者によってまたは被保険者のために被保険者以外の者によって行われた広告宣伝活動、放送活
動または出版活動に起因する損害賠償責任 等

＜昇降機危険補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被保険者が故意または重大な過失によって法令に違反したことに起因する損害 等

＜初期対応費用補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○上記のお支払いしない主な場合の「損害賠償責任」または「賠償責任」を「初期対応費用」と読み替
えて適用します。

＜被害者対応費用補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被害者対応費用を受け取るべき者（注）の故意
○保険契約者、被保険者または被害者対応費用を受け取るべき者（注）の闘争行為、自殺行為または犯罪行為
○被害者対応費用を受け取るべき者（注）と生計を共にする同居の親族または生計を共にする別居の未婚の
子の行為
○被害者の心神喪失
○被保険者または被保険者の指図による暴行または殴打 　　等
（注）被害者対応費用を受け取るべき者には、被害者を含みます。
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○施設の新築、修理、改造または取壊し等の工事に起因する損害賠償責任
○航空機の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
○パラグライダー、ハンググライダー、パラセーリングまたは熱気球の所有、使用または管理に起因する損害賠
償責任

○自動車または原動機付自転車の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任。ただし、販売等を目的
として展示されている場合を除きます。この場合であっても、走行している間は自動車とみなします。
○施設外における船舶または車両（自転車、身体障害者用車いす、歩行補助車および原動力がもっぱら
人力であるものを含みません。）の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
○被保険者の占有を離れた商品もしくは飲食物または被保険者の占有を離れ、施設外にあるその他の財
物に起因する損害賠償責任
○仕事の終了または放棄の後に仕事の結果に起因する損害賠償責任
　→「生産物特別約款（オプション（2））をセットすることで補償することができます。
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が行
う次のいずれかに該当する行為に起因する損害
◇医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師または歯科医師以外の個人が
行うことを許されていない行為。ただし、法令により医師または歯科医師以外の個人が行うことを
許されている行為を除きます。
◇はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令により、あん摩マッサージ指圧師、
はり師、きゅう師または柔道整復師以外の個人が行うことを許されていない行為を含みます。
◇理学療法士、作業療法士、臨床工学技士、診療放射線技師、弁護士、外国法事務弁護士、公認会計士、
建築士、設計士、司法書士、行政書士、弁理士、税理士、社会保険労務士、土地家屋調査士、技術士、
測量士、獣医師がそれらの資格に基づいて行う行為

○被保険者が行うＬＰガス販売業務の遂行（ＬＰガス販売業務のための事業所施設の所有、使用または
管理を含みます。）に起因して生じた損害
○石油物質が施設から公共水域（海、河川、湖沼、運河）へ流出したことに起因して、被保険者が次の
いずれかに該当する法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害
◇水の汚染による他人の財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されるこ
と）に起因する損害賠償責任

　◇水の汚染によって漁獲高が減少しまたは漁獲物の品質が低下したことに起因する損害賠償責任
○石油物質が施設から流出し、公共水域の水を汚染しまたはそのおそれのある場合において、その石油
物質の拡散防止、捕収回収、焼却処理、沈降処理、乳化分散処理等につき支出された費用その他の損
害の防止軽減のために要した費用（被保険者が支出したと否とを問いません。） 等

＜人格権侵害補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被保険者によって、または被保険者の了解もしくは同意に基づいて被保険者以外の者によって行わ
れた犯罪行為（過失犯を除きます。）に起因する損害賠償責任
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者による採用、雇用または解雇に関して、被保険者また
は被保険者以外の者によって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○最初の不当行為が保険期間開始前になされ、その継続または反復として、被保険者または被保険者以
外の者によって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○事実と異なることを知りながら、被保険者によってまたは被保険者の指図により被保険者以外の者に
よって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○被保険者によってまたは被保険者のために被保険者以外の者によって行われた広告宣伝活動、放送活
動または出版活動に起因する損害賠償責任 等

＜昇降機危険補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被保険者が故意または重大な過失によって法令に違反したことに起因する損害 等

＜初期対応費用補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○上記のお支払いしない主な場合の「損害賠償責任」または「賠償責任」を「初期対応費用」と読み替
えて適用します。

＜被害者対応費用補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被害者対応費用を受け取るべき者（注）の故意
○保険契約者、被保険者または被害者対応費用を受け取るべき者（注）の闘争行為、自殺行為または犯罪行為
○被害者対応費用を受け取るべき者（注）と生計を共にする同居の親族または生計を共にする別居の未婚の
子の行為
○被害者の心神喪失
○被保険者または被保険者の指図による暴行または殴打 　　等
（注）被害者対応費用を受け取るべき者には、被害者を含みます。
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○施設の新築、修理、改造または取壊し等の工事に起因する損害賠償責任
○航空機の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
○パラグライダー、ハンググライダー、パラセーリングまたは熱気球の所有、使用または管理に起因する損害賠
償責任

○自動車または原動機付自転車の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任。ただし、販売等を目的
として展示されている場合を除きます。この場合であっても、走行している間は自動車とみなします。
○施設外における船舶または車両（自転車、身体障害者用車いす、歩行補助車および原動力がもっぱら
人力であるものを含みません。）の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
○被保険者の占有を離れた商品もしくは飲食物または被保険者の占有を離れ、施設外にあるその他の財
物に起因する損害賠償責任
○仕事の終了または放棄の後に仕事の結果に起因する損害賠償責任
　→「生産物特別約款（オプション（2））をセットすることで補償することができます。
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が行
う次のいずれかに該当する行為に起因する損害
◇医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師または歯科医師以外の個人が
行うことを許されていない行為。ただし、法令により医師または歯科医師以外の個人が行うことを
許されている行為を除きます。
◇はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令により、あん摩マッサージ指圧師、
はり師、きゅう師または柔道整復師以外の個人が行うことを許されていない行為を含みます。
◇理学療法士、作業療法士、臨床工学技士、診療放射線技師、弁護士、外国法事務弁護士、公認会計士、
建築士、設計士、司法書士、行政書士、弁理士、税理士、社会保険労務士、土地家屋調査士、技術士、
測量士、獣医師がそれらの資格に基づいて行う行為

○被保険者が行うＬＰガス販売業務の遂行（ＬＰガス販売業務のための事業所施設の所有、使用または
管理を含みます。）に起因して生じた損害
○石油物質が施設から公共水域（海、河川、湖沼、運河）へ流出したことに起因して、被保険者が次の
いずれかに該当する法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害
◇水の汚染による他人の財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されるこ
と）に起因する損害賠償責任

　◇水の汚染によって漁獲高が減少しまたは漁獲物の品質が低下したことに起因する損害賠償責任
○石油物質が施設から流出し、公共水域の水を汚染しまたはそのおそれのある場合において、その石油
物質の拡散防止、捕収回収、焼却処理、沈降処理、乳化分散処理等につき支出された費用その他の損
害の防止軽減のために要した費用（被保険者が支出したと否とを問いません。） 等

＜人格権侵害補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被保険者によって、または被保険者の了解もしくは同意に基づいて被保険者以外の者によって行わ
れた犯罪行為（過失犯を除きます。）に起因する損害賠償責任
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者による採用、雇用または解雇に関して、被保険者また
は被保険者以外の者によって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○最初の不当行為が保険期間開始前になされ、その継続または反復として、被保険者または被保険者以
外の者によって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○事実と異なることを知りながら、被保険者によってまたは被保険者の指図により被保険者以外の者に
よって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○被保険者によってまたは被保険者のために被保険者以外の者によって行われた広告宣伝活動、放送活
動または出版活動に起因する損害賠償責任 等

＜昇降機危険補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被保険者が故意または重大な過失によって法令に違反したことに起因する損害 等

＜初期対応費用補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○上記のお支払いしない主な場合の「損害賠償責任」または「賠償責任」を「初期対応費用」と読み替
えて適用します。

＜被害者対応費用補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被害者対応費用を受け取るべき者（注）の故意
○保険契約者、被保険者または被害者対応費用を受け取るべき者（注）の闘争行為、自殺行為または犯罪行為
○被害者対応費用を受け取るべき者（注）と生計を共にする同居の親族または生計を共にする別居の未婚の
子の行為
○被害者の心神喪失
○被保険者または被保険者の指図による暴行または殴打 　　等
（注）被害者対応費用を受け取るべき者には、被害者を含みます。

＜生産物特別約款でお支払いしない主な場合＞（オプション（2））

上記以外にも保険金をお支払いしない場合があります。詳細は普通保険約款、特別約款および特約をご確認く
ださい。また、ご不明な点については、代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。

○次の財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること。これらに起因す
る使用不能または修補を含みます。）に対する損害賠償責任。なお、これらの財物の一部の欠陥によ
るその財物の他の部分の損壊に対する損害賠償責任を含みます。
◇生産物
◇仕事の目的物のうち、事故の原因となった作業が加えられた財物（作業が加えられるべきであった
場合を含みます。）

○被保険者が故意または重大な過失により法令に違反して製造、販売もしくは提供した生産物または行
った仕事の結果に起因する損害賠償責任
○被保険者が仕事の行われた場所に放置または遺棄した機械、装置もしくは資材に起因する損害賠償責任
○保険期間開始前に既に発生していた事故と同一の原因により保険期間開始後に生じた事故に基づく損害
○次のいずれかに該当する場合
◇この保険契約が初年度契約の場合において、保険契約者、被保険者またはその代理人が、この保険
契約の開始時より前に、保険期間中に事故が発生するおそれがある、その原因または事由が生じて
いることを知っていた（注）とき
◇この保険契約が継続契約の場合において、保険契約者、被保険者またはその代理人が、初年度契約
の保険期間の開始時より前に、保険期間中に事故が発生するおそれがある、その原因または事由が
生じていることを知っていた（注）とき

（注）知っていたと合理的に判断できる理由があるときを含みます。
○事故が発生しまたは発生が予想される場合に、事故の拡大または同一の原因による他の事故の発生を
防止するために行った生産物または仕事の目的物（生産物または仕事の目的物が他の財物の一部を構
成している場合には、その財物全体を含みます。）の回収措置（回収、廃棄、検査、修理、交換また
はその他の適切な措置）に要する費用（被保険者が支出したと否とにかかわらず、また損害賠償金と
して請求されたと否とを問いません。）およびそれらの回収措置に起因する損害
○事故が発生しまたは発生が予想される場合に、事故の拡大または同一の原因による他の事故の発生を
防止するために生産物または仕事の目的物について講じるべき回収措置（回収、廃棄、検査、修理、
交換またはその他の適切な措置）を、被保険者が正当な理由なく怠ったときの、以後発生する同一の
原因に基づく損害
○生産物が成分、原材料または部品等として使用された（生産物が、特定の製品の梱包またはコーティ
ングを目的として製造または販売された場合であって、その目的のとおりに使用されたときを含みま
す。）財物（以下「完成品」といいます。）の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、また
は盗取されること）に起因する損害。
　ただし、完成品の損壊に起因して発生した、完成品以外の財物の損壊および身体の障害は除きます。
○生産物が製造機械等または製造機械等の部品である場合の次のいずれかに該当する損害
◇製造機械等により製造、生産、選別、検査、修理、包装または加工された財物（以下「製造品・加
工品」といいます。）の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）
に起因する損害
◇製造品・加工品の色、形状等が本来意図したものと違うことに起因する損害。
　ただし、製造品・加工品の損壊に起因して発生した、製造品・加工品以外の財物の損壊および身体の
障害は除きます。
○医薬品等、農薬または食品のいずれかに該当する生産物が、その意図または期待された効能または性
能を発揮しなかったことに起因する損害
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が行
う次のいずれかに該当する行為に起因する損害
◇医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師または歯科医師以外の者が行
うことを許されていない行為。ただし、法令により医師または歯科医師以外の者が行うことを許さ
れている行為を除きます。
◇はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令により、あん摩マッサージ指圧師、
はり師、きゅう師または柔道整復師以外の者が行うことが許されていない行為を含みます。

○保険の対象が医薬品等、医薬品等の製造・販売、臨床試験の場合に、特定の医薬品および特定の症状
・事由に起因する損害
○ＬＰガス販売業務の結果に起因する損害 等
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■加入申込み

申込票 い

●加入申込票の各事業収入金額の欄は、国土交通省へ提出された直近の現況報告書に基づきご記入の上、現況
報告書等の事業収入が分かる資料をご提出下さい。

●保険料の払込方法は、年払（一括払）、月払（預金口座自動振替）のいずれかをご選択いただきます。

●この保険制度に加入をご希望する場合、申込人は添付の加入申込票に必要事項を記入し下記へご送付くだ
さい。
　※加入申込票の記載内容に間違いがないかご確認ください。
　※申込人・被保険者（保険契約により補償を受けられる方）のお名前、住所、業務内容などをご確認くだ
さい。

　※この保険契約で保険金のお支払対象となる損害を補償する他の保険契約等がある場合は、その内容を必
ずご記入ください。

●告知事項について
①申込人または被保険者には、告知義務があり、代理店・扱者には告知受領権があります。告知義務とは、
ご契約時に告知事項について、事実を正確に知らせる義務のことです。
②告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告知を求めるもので、加入申込票（引受
保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する書類をいい、申込みに必要な内容を記載した付属
書類がある場合は、これらの書類を含みます。以下、同様とします。）に記載された内容のうち、「※」
印がついている項目のことです。この項目について故意または重大な過失によって、告知がなかった場
合や告知した事項が事実と異なる場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがありま
す。加入申込票の記載内容を必ずご確認ください。

●年間保険料を12回に均等分割してお支払いいただきます。（分割払による割増はありません。）
●口座振替の概要 （イ）預金口座振替日　　毎月22日（休日の場合は翌営業日）
 （ロ）振　替　名　義　　りそな決済サービス（株）
 （ハ）振 替 手 数 料　　全地連全額負担
 （二）預金口座振替払いに関する届出書（新規加入企業様のみ必要）
●払　込　方　法 （イ）ご継続の場合
  2020年12月22日（火）より2021年度の月額保険料の引落を開始いたします。
 （ロ）新規ご加入の場合
  2021年1月12日（火）までに月額保険料の2か月分を次ページ記載の指定口座  
  にお振込ください。保険料引落開始は、2021年2月22日（月）となります。

〒101－0047　東京都千代田区内神田1－5－13（内神田TKビル3F）
　　　　　　　一般社団法人全国地質調査業協会連合会
　　　　　　 「全地連第三者賠償補償制度」係

ご継続の場合には、2020年11月24日（火）
新規にご加入の場合には、2021年1月7日（木）

①年払（一括払）

②月払（預金口座振替）

●ご継続の場合・新規ご加入の場合いずれも銀行振込により、次ページ記載の指定
　口座に2021年1月12日（火）までにお振込ください。

（注）分割払（口座振替）の依頼手続の期限との関係で期日までにご継続のお申込みをお願いします。

申込〆切日

加　入　申　込　票

保険料のお支払方法

全地連事務局で加入企業からの加入申込票を確認のうえ、保険料を算出し、請求書及びお支払いに関
する必要書類を送付します。

①中途加入の際、補償の開始時期は2021年3月1日以降の毎月1日（午前0時）付とし、2022年2月
　1日（午後4時）までが保険期間となります。
②中途加入保険料は、月割により算出します。（月割保険料×保険期間月数）
③加入申込票は毎月15日までに提出のうえ、一括払は毎月25日までに払込みを完了していただき、
　翌月1日が保険責任開始となります。
④月払口座振替の場合は、毎月15日までに加入申込票を提出のうえ、翌月22日に第1回目の振替をし、
　翌々月1日（午前0時）が保険責任開始となります。ただし、申込月の翌月1日より、保険責任開始
　を希望する場合は、2か月分の保険料を直接上記口座にお振込ください。

※詳細は代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。

ご加入後、次の事実が発生した場合には、あらかじめ（事実の発生が申込人または被保険者の責任によ
らない場合は遅滞なく）ご加入の代理店・扱者または引受保険会社までご連絡ください。
ご連絡がない場合、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがありますので、十分ご注意く
ださい。
　○加入申込票の「※」印がついている項目に記載された内容に変更が生じる場合
　○ご加入時にご提出いただいた告知書、申告書等の記載内容に変更が生じる場合
また、ご加入後、次の事実が発生する場合には、ご加入内容の変更等が必要となります。ただちに代理
店・扱者または引受保険会社までご連絡ください。
　○加入者証記載の住所または電話番号を変更する場合
　○上記のほか、特約の追加・削除等、契約条件を変更する場合

●この保険契約の保険料を定めるために用いる「保険料算出基礎」は直近の会計年度における保険算出基
礎（事業収入金額）となっており、保険期間終了後の確定精算はありません。
　なお、新たに本制度の対象業務を行われることになった企業など直近の会計年度における事業収入金額
が存在しない場合には、取扱いが異なりますのでご連絡ください。

●2021年2月1日（午後4時）から2022年2月1日（午後4時）までの1年間になります。

1回目引落し
（12/22）

三菱UFJ銀行　本郷支店
（社）全国地質調査業協会連合会
普通預金　31946 2

12月

ご継続

新　規
ご加入

2回目引落し
（1/22）

1/12までに初回
2か月分を下記指
定口座にお振込

1月
3回目引落し
（2/22）

口座引落開始
3回目

（2/22）

2月

4回目引落し
（3/22）

3月

5回目～12回目

毎月22日に
引落し

4月～11月

●直接振込は下記の指定口座にお願いします。

銀　行　名

口　座　名

口 座 番 号

＜お支払いスケジュール例＞

保険会社への連絡事項について

保 険 期 間

確定精算について
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①中途加入の際、補償の開始時期は2021年3月1日以降の毎月1日（午前0時）付とし、2022年2月
　1日（午後4時）までが保険期間となります。
②中途加入保険料は、月割により算出します。（月割保険料×保険期間月数）
③加入申込票は毎月15日までに提出のうえ、一括払は毎月25日までに払込みを完了していただき、
　翌月1日が保険責任開始となります。
④月払口座振替の場合は、毎月15日までに加入申込票を提出のうえ、翌月22日に第1回目の振替をし、
　翌々月1日（午前0時）が保険責任開始となります。ただし、申込月の翌月1日より、保険責任開始
　を希望する場合は、2か月分の保険料を直接上記口座にお振込ください。

※詳細は代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。

ご加入後、次の事実が発生した場合には、あらかじめ（事実の発生が申込人または被保険者の責任によ
らない場合は遅滞なく）ご加入の代理店・扱者または引受保険会社までご連絡ください。
ご連絡がない場合、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがありますので、十分ご注意く
ださい。
　○加入申込票の「※」印がついている項目に記載された内容に変更が生じる場合
　○ご加入時にご提出いただいた告知書、申告書等の記載内容に変更が生じる場合
また、ご加入後、次の事実が発生する場合には、ご加入内容の変更等が必要となります。ただちに代理
店・扱者または引受保険会社までご連絡ください。
　○加入者証記載の住所または電話番号を変更する場合
　○上記のほか、特約の追加・削除等、契約条件を変更する場合

●この保険契約の保険料を定めるために用いる「保険料算出基礎」は直近の会計年度における保険算出基
礎（事業収入金額）となっており、保険期間終了後の確定精算はありません。
　なお、新たに本制度の対象業務を行われることになった企業など直近の会計年度における事業収入金額
が存在しない場合には、取扱いが異なりますのでご連絡ください。

●2021年2月1日（午後4時）から2022年2月1日（午後4時）までの1年間になります。

1回目引落し
（12/22）

三菱UFJ銀行　本郷支店
（社）全国地質調査業協会連合会
普通預金　31946 2

12月

ご継続

新　規
ご加入

2回目引落し
（1/22）

1/12までに初回
2か月分を下記指
定口座にお振込

1月
3回目引落し
（2/22）

口座引落開始
3回目

（2/22）

2月

4回目引落し
（3/22）

3月

5回目～12回目

毎月22日に
引落し

4月～11月

●直接振込は下記の指定口座にお願いします。

銀　行　名

口　座　名

口 座 番 号

＜お支払いスケジュール例＞

保険会社への連絡事項について

保 険 期 間

確定精算について

■中途加入手続
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1．保険金をお支払いする主な場合
　この制度は、日本国内で被保険者が行った汚染地盤修復工事（以下「修復工事」といいます。）の
結果に起因して他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失す
ること、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによっ
て被る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。
　また、修復工事の瑕疵による汚染物質の発生または拡大に起因して他人の財物を滅失・破損または
汚損（汚染物質を放置すれば今後滅失・破損または汚損のおそれがあると判断される状態を含みます。）
し、修復工事の再施工を要する場合に、修復工事区域内の工作物を取り壊し・再構築・使用不能およ
び修復工事の再施工時追加費用について被保険者が損害賠償責任を負担することによって被る損害に
対しても、保険金をお支払いします。
　概要については 27 ～ 28 ページをご参照ください。
　保険金をお支払いできる条件は適用される普通保険約款、特別約款および特約によって異なります
ので、詳細は普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。

2．対象となる業務
　会員企業が行う汚染地盤修復工事。なお、この保険は加入された会員企業が行う汚染地盤修復工事
業務を包括的に対象としますので、業務ごとに保険を手配する必要はありません。したがって、一部
の工事のみを対象とする等の契約はできません。

3．この制度により補償の対象となる汚染地盤修復工事
　汚染地盤修復工事の着手時点にかかわらず、この制度に初めて加入した時（遡及日）以降に事故が
発生し、保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求が提起された場合、その結果被保険者が被った
損害賠償責任が補償の対象となります。
　ただし、ご加入時に、被保険者またはその代理人が、保険期間中に損害賠償請求を提起されるおそ
れのある事故または原因もしくは事由が発生していることを知っていた場合（知っていたと判断でき
る合理的な理由がある場合を含みます。）は、一切の損害に対して保険金をお支払いしません。

：事故発生 ：遡及日
初年度契約

初年度契約

中抜け

第２年度契約 第３年度契約

再初年度契約

：損害賠償請求

：対象となりません。

：対象となりません。

：対象となります。

対象となります。 対象となります。

汚染地盤修復工事賠償補償制度
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4．お支払いの対象となる損害

損害の種類 内　　　容

①損害賠償金 法律上の損害賠償責任に基づいて損害賠償請求権者に対して支払うべき治療
費や修理費等（損害賠償請求権者に対する遅延損害金を含みます。）

②損害防止費用 事故が発生した場合の損害の発生または拡大の防止のために必要または有益
であった費用

③権利保全行使費用 発生した事故について、他人から損害の賠償を受けることができる場合に、
その権利を保全または行使するために必要な手続に要した費用

④緊急措置費用 事故が発生した場合の緊急措置（他人の生命や身体を害した場合における被
害者の応急手当等）に要した費用

⑤協力費用 引受保険会社が発生した事故の解決にあたる場合、引受保険会社へ協力する
ために要した費用

⑥争訟費用 損害賠償に関する争訟について支出した訴訟費用、弁護士報酬等の費用

上記①から④までの保険金については、それぞれの規定により計算した損害の額から加入者証記載の
免責金額を差し引いた額をお支払いします。ただし、加入者証記載の支払限度額を限度とします。上
記⑤および⑥の保険金については、原則として支払限度額の適用はありません。ただし、⑥について
は①の損害賠償金の額が支払限度額を超える場合には、次の金額を限度とします。

　お支払いする争訟費用の額 ＝  ⑥争訟費用の額 × 
支払限度額

①損害賠償金の額
なお、「②損害防止費用」および「④緊急措置費用」を除き、事前に引受保険会社の同意を要しますので、
必ず引受保険会社までお問合わせください。
適用される普通保険約款、特別約款および特約によりその他の保険金が支払われる場合がありますので、
詳細は普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。
「①損害賠償金」についてのご注意
被保険者が被害者に対して支払わなければならない損害賠償金の額は、適用される法律の規定、被害者に
生じた損害の額および被保険者の過失割合等によって決まります。被保険者が、法律上の損害賠償責任が
ないにもかかわらず被害者に対して支払われた見舞金等は、保険金のお支払いの対象とはなりません。

5．保険金をお支払いしない主な場合
次のいずれかに該当する事故、損害等に対しては保険金をお支払いしません。
〈普通保険約款でお支払いしない主な場合〉
○保険契約者または被保険者の故意によって生じた損害賠償責任
○被保険者と第三者との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合において、その約定によって加

重された損害賠償責任
○被保険者が所有、使用または管理する財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または

盗取されること）について、その財物につき正当な権利を有する者に対して負担する損害賠償責任
○被保険者と生計を共にする同居の親族に対する損害賠償責任
○被保険者の使用人が、被保険者の業務に従事中に被った身体の障害に起因する損害賠償責任
○戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変、暴動、労働

争議または騒擾（じょう）に起因する損害賠償責任
○地震、噴火、洪水、津波または高潮に起因する損害賠償責任
○液体、気体（煙、蒸気、じんあい等を含みます。）または固体の流出、排出または溢（いっ）出に

起因する損害賠償責任（ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。）
　→ 「汚染地盤修復工事に起因する土地工作物使用不能損害等補償特約」（自動セット）により一部

補償の対象となります。
○原子核反応または原子核の崩壊に起因する損害賠償責任（ただし、医学的、科学的利用もしくは一

般産業上の利用に供されるラジオ・アイソトープ《ウラン・トリウム・プルトニウムおよびこれら
の化合物ならびにこれらの含有物を含みません。》の原子核反応または原子核の崩壊による場合を
除きます。） 等
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〈賠償責任保険追加特約（自動セット）でお支払いしない主な場合〉
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者が次のいずれかに該当する損害賠償責任を負担することに

よって被る損害。いずれかの事由または行為が実際に生じたまたは行われたと認められた場合に限らず、そ
れらの事由があったとの申し立てに基づいて被保険者に対して損害賠償請求がなされた場合を含みます。

　◇石綿等（アスベスト、石綿製品、石綿繊維、石綿粉塵（じん））の人体への摂取または吸引
　◇石綿等への曝露（ばくろ）による疾病
　◇石綿等の飛散または拡散
〈特別約款でお支払いしない主な場合〉
○次の財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること。これらに起因する使用不能または

修補を含みます。）に対する損害賠償責任。なお、これらの財物の一部の欠陥によるその財物の他の部分の損壊
に対する損害賠償責任を含みます。

　◇生産物
　◇ 仕事の目的物のうち、事故の原因となった作業が加えられた財物（作業が加えられるべきであった場合を含みます。）
○被保険者が故意または重大な過失により法令に違反して製造、販売もしくは提供した生産物または行った仕事の

結果に起因する損害賠償責任
○被保険者が仕事の行われた場所に放置または遺棄した機械、装置もしくは資材に起因する損害賠償責任
○保険期間開始前に既に発生していた事故と同一の原因により保険期間開始後に生じた事故に基づく損害
○ 次のいずれかに該当する場合
　◇ この保険契約が初年度契約の場合において、保険契約者、被保険者またはその代理人が、この保険契約の開始

時より前に、保険期間中に事故が発生するおそれがある、その原因または事由が生じていることを知っていた（注）とき
　◇ この保険契約が継続契約の場合において、保険契約者、被保険者またはその代理人が、初年度契約の保険

期間の開始時より前に、保険期間中に事故が発生するおそれがある、その原因または事由が生じていることを
知っていた（注）とき

（注）知っていたと合理的に判断できる理由があるときを含みます。
○事故が発生しまたは発生が予想される場合に、事故の拡大または同一の原因による他の事故の発生を防止する

ために行った生産物または仕事の目的物（生産物または仕事の目的物が他の財物の一部を構成している場合に
は、その財物全体を含みます。）の回収措置（回収、廃棄、検査、修理、交換またはその他の適切な措置）に要する
費用（被保険者が支出したと否とにかかわらず、また損害賠償金として請求されたと否とを問いません。）およびそれ
らの回収措置に起因する損害

○事故が発生しまたは発生が予想される場合に、事故の拡大または同一の原因による他の事故の発生を防止する
ために生産物または仕事の目的物について講じるべき回収措置（回収、廃棄、検査、修理、交換またはその他の適
切な措置）を、被保険者が正当な理由なく怠ったときの、以後発生する同一の原因に基づく損害

○生産物が成分、原材料または部品等として使用された（生産物が、特定の製品の梱包またはコーティングを目的と
して製造または販売された場合であって、その目的のとおりに使用されたときを含みます。）財物（以下「完成品」とい
います。）の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）に起因する損害。

　ただし、完成品の損壊に起因して発生した、完成品以外の財物の損壊および身体の障害は除きます。
○生産物が製造機械等または製造機械等の部品である場合の次のいずれかに該当する損害
　◇ 製造機械等により製造、生産、選別、検査、修理、包装または加工された財物（以下「製造品・加工品」といいま

す。）の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）に起因する損害
　◇ 製造品・加工品の色、形状等が本来意図したものと違うことに起因する損害。

　　ただし、製造品・加工品の損壊に起因して発生した、製造品・加工品以外の財物の損壊および身体の障害は除きます。
○医薬品等、農薬または食品のいずれかに該当する生産物が、その意図または期待された効能または性能を発揮し

なかったことに起因する損害
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が行う次のい

ずれかに該当する行為に起因する損害
　◇ 医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師または歯科医師以外の者が行うことを許

されていない行為。ただし、法令により医師または歯科医師以外の者が行うことを許されている行為を除きます。
　◇ はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令により、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師また

は柔道整復師以外の者が行うことが許されていない行為を含みます。
○保険の対象が医薬品等、医薬品等の製造・販売、臨床試験の場合に、特定の医薬品および特定の症状・事由

に起因する損害
○ＬＰガス販売業務の結果に起因する損害　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
上記以外にも保険金をお支払いしない場合があります。詳細は普通保険約款、特別約款および特約をご確認くださ
い。また、ご不明な点については、代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。
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再修復工事をするにあた
り汚染地盤修復工事対象
区域内の土地工作物の
取り壊しが必要ですか？

①�再修復工事をする
にあたって、取り壊
しが必要です。

（Ⅲ）

②�再修復工事をする
にあたって、取り壊
しまでには至らない。

（Ⅳ）

汚染物質に起因する
事故以外の事故

（Ⅰ）
工事の瑕疵（かし）により除
去できずに残留した汚染物
質に起因する事故の場合

急速に
（不測かつ突発）

汚
染
物
質
は
ど
の
よ
う
に

拡
散
し
ま
し
た
か
？ 徐々に

（じわじわと） （Ⅲ）または（Ⅳ）の補償と
なります。

（Ⅱ）

残留した汚染物質の流出・拡散の状況は？

※他人の財物を滅失、破損または汚損した（汚染物質を放置
すれば今後滅失、破損または汚損の恐れがあると判断され
る状態を含みます）場合

土地工作物

工事対象区域

対
象
区
域
外

対
象
区
域
外

汚染物質

土地工作物
空洞

汚染物質に起因しない場合

汚
染
物
質
に
起
因
す
る
場
合

■補償する損害
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下記のⅢ～Ⅳの場合の支払要件（注）
以下のいずれかの事由により、再修復工事が求められた場合に限り、保険金支払いの対象となります。
・土壌汚染対策法、都道府県条例その他の法令に基づく行政命令を受けた場合
・確定判決、裁判上の和解またはこれらに準ずるものとして引受保険会社が認める和解が成立した場合
・公害等調整委員会または都道府県の公害審査会によるあっせん、調停、仲裁または裁定が行なわれた場合
（注）下記Ⅱ②の「再工事が必要になった場合」も同様です。

【補償する損害】
不測かつ突発的な事故によって生じた以下の損害または費用
① 第三者の身体障害、財物の滅失、破損または汚損等（Ⅰ、Ⅱの

場合）
② 再工事が必要になった場合に当初行われた汚染地盤修復工事

対象区域内の土地工作物の使用不能損害、取り壊し・再構築
費用、再修復工事にかかる追加費用（Ⅱの場合） 等

【補償する損害】
・ 不測かつ突発的な事故に因らず汚染物質が拡散した結果当初

に行われた汚染地盤修復工事対象区域内の 土地工作物 の使
用不能損害、取り壊し・再構築費用、再修復工事にかかる追加
費用 等

【補償する損害】
・ 不測かつ突発的な事故に因らず汚染物質が拡散した結果当初

に行われた汚染地盤修復工事対象区域内の 土地工作物 の使
用不能損害

〈事故例〉
・工事の不具合により地中に空洞が生じ、引き渡し後に陥没したた

め、地上の建物が傾いた場合の建物修理費用等
・工事の不具合により汚染物質が急速（不測かつ突発的）に拡大した

場合の住人の身体障害や近隣土地の修復工事費用

〈事故例〉
工事の「瑕疵（かし）」により、土地に残存した有害物質がじわじわと
周辺地域に拡大し、環境汚染が発生、再修復工事が必要となった。再
修復工事のために建物を壊さなければならなくなった場合の建物の
取り壊し・再建築費用やその建物の使用不能損害（住民の仮住まい
費用、仮駐車場代、店舗の場合の休業補償等）。

〈事故例〉
工事の「瑕疵（かし）」により、土地に残存した有害物質が拡散し、再
修復工事が必要となった。再修復工事のために一時退去する住民の
仮住まい費用や、休業を余儀なくされる店舗の休業補償等。

ご加入の内容は、保険の種類に応じた普通保険約款、特別約款および特約によって定まり
ます。詳細は普通保険約款、特別約款および特約をご確認ください。
また、ご不明な点については、代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。

基
本
支
払
限
度
額
で
補
償

Ⅰ
、Ⅱ
の
場
合
の
補
償
内
容

特
約
支
払
限
度
額
１
で
補
償

Ⅲ
の
場
合
の
補
償
内
容

特
約
支
払
限
度
額
２
で
補
償

Ⅳ
の
場
合
の
補
償
内
容

下記のⅠ～Ⅳの場合の支払要件
いずれの場合も、法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して保険金
をお支払いします。
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1．補償タイプ（支払限度額）
　基本支払限度額、特約支払限度額１・２の内容については P27 ～ 28 をご参照ください。

補償タイプ Ａ Ｂ Ｃ

基本支払限度額 １事故／保険
期間中共通 5,000万円 1億円 3億円

特約支払限度額1 １事故／保険
期間中共通 2,500万円 5,000万円 5,000万円

特約支払限度額2
１事故 100万円 100万円 100万円

保険期間中 500万円 500万円 500万円
保険期間中総支払限度額 5,000万円 1億円 3億円

　　＊支払限度額とは、保険金をお支払いする限度額をいいます。お支払いの対象となる損害のうち、
争訟費用、協力費用については、原則として支払限度額の適用はありません。ただし、争訟費
用については損害賠償金の額が支払限度額を超える場合には取扱いが異なりますので、詳細は

「４．お支払いの対象となる損害」（24 ページ）をご参照ください。
　　＊基本支払限度額は、身体障害・財物損壊共通の支払限度額となります。
　　＊免責金額は、保険金としてお支払いする１事故ごとの損害の額から差し引く額で、お客さまの

自己負担となる金額をいいます。
　　＊免責金額は、身体障害・財物損壊ともに１事故について、50 万円、100 万円、300 万円、

500 万円の４種類とします。

2．保険料
⑴　保険料の算出方法
　　汚染地盤修復工事売上高に基づいて算出した修正売上高に所定の保険料率を乗じたものを保険料

として保険期間開始前に払い込みいただきます。
　　保険料は年払（一括払）となっております。

保険料　＝　 （a）修正売上高（万円単位） 　×　 （b）保険料率

　　＊保険料は１円位を四捨五入して 10 円単位としてください。

■補償タイプと保険料
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（a）修正売上高
　　汚染地盤修復工事売上高Ａ（万円単位）に修正を加え、修正売上高を算出します。

売上高の範囲 修正売上高算出式
2億円以下 Ａ
2億円超　  5億円以下 Ａ　×　0.55　＋　  9,000万円
5億円超　10億円以下 Ａ　×　0.31　＋　21,000万円

　　※汚染地盤修復工事売上高のご申告について
　　　　保険料の算出に際しましては、直近の決算書により年間工事売上高をご申告いただきます。

ただし、汚染地盤修復工事事業に新規でご参入する会員企業等、その工事業務の売上実績が無
い場合には、今後１年間の見込み売上高をご申告いただきます。

（b）保険料率
　　年間工事高（修正売上高）１万円あたりの保険料率は下表のとおりです。

補償タイプ Ａ Ｂ Ｃ
基本支払限度額
（総支払限度額） 5,000万円 1億円 3億円

特約支払限度額1 2,500万円 5,000万円 5,000万円
特約支払限度額2 100万円/500万円 100万円/500万円 100万円/500万円

免
責
金
額

50万円 33.1 円 38.5 円 49.3 円
100万円 32.5 円 38.0 円 48.8 円
300万円 31.6 円 37.0 円 47.8 円
500万円 31.1 円 36.6 円 47.3 円

（保険料計算例）
①年間売上高 5,000 万円、基本支払限度額 5,000 万円（補償タイプＡ）、免責金額 50 万円プランに

ご加入の場合
　 （a）修正売上高　＝　5,000 万円（年間売上高と同額）
　 （b）保険料率　　＝　33.1 円

年間保険料　＝　 （a）5,000　×　 （b）33.1
　　　　　　＝　　165,500円

②年間売上高 21,500 万円、基本支払限度額１億円（補償タイプ B）、免責金額 50 万円のプランにご
加入の場合

　 （a）　修正売上高　＝　21,500 万円　×　0.55　＋　9,000 万円
　　　　　　　　　　＝　20,825 万円
　 （b）　保険料率　　＝　38.5 円

年間保険料　＝　 （a）20,825　×　 （b）38.5
　　　　　　＝　　　801,760円
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　 〈ご参考〉年間工事高ごとの保険料イメージ（免責金額 50 万円の場合）は下表のとおりになります。

補償タイプ Ａ Ｂ Ｃ
基本支払限度額

年間工事高 5,000万円 １億円 ３億円
1,000万円 33,100円 38,500円 49,300円
3,000万円 99,300円 115,500円 147,900円
5,000万円 165,500円

（保険料計算例①） 192,500円 246,500円
１億円 331,000円 385,000円 493,000円
２億円 662,000円 770,000円 986,000円
５億円 1,208,150円 1,405,250円 1,799,450円

⑵　その他ご注意事項
　　・この制度の保険料は直近の決算書に基づく工事売上高に基づいて確定の保険料でご契約いただ

く方式で、保険期間終了後に確定精算は行いません。
　　　　ご加入の際に、保険料を算出（確定）するために必要な資料（実績数値の記載がある申込人

（または被保険者）作成資料の写しおよび引受保険会社様式による「告知書」）を引受保険会社
にご提出いただきます。詳細は代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。

　　　　ただし、保険加入時の見込み売上高に基づき暫定保険料をお支払いいただいているご加入者
は保険期間終了時点の直近の決算書による工事売上高に基づいた確定保険料を算出し、保険加
入時に領収した（暫定）保険料との間で過不足を精算させていだたきます（注）。

　　　　保険料の精算の際に、保険料を算出するために必要な資料（実績数値の記載がある申込人（ま
たは被保険者）作成資料の写しおよび引受保険会社様式による「通知書」）を引受保険会社に
ご提出いただきます。実績数値に基づき算出された確定保険料（最低保険料に達しないときは
最低保険料）と暫定保険料に過不足があるときは、その差額を精算させていただきます。

　　　（注）ご加入を脱退（解約）される場合にも、保険料の精算を行う必要があります。
　　・この制度の最低保険料は１加入企業あたり 10,000 円とし、中途加入の場合も同様とします。
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申　込　締　切　日

ご継続の場合には、  2020年11月24日（火）
新規にご加入の場合には、 2021年  1月  7日（木）

………………送金締切日　2021年１月12日（火）

………………2021年２月１日から１年間
〈中途加入について〉
　中途加入の場合、補償の開始時期は毎月１日

（午前 0 時）付とし、2022 年 2 月 1 日（午後 4 時）
までが保険期間となります。詳しくは代理店・
扱者までお問合わせください。

加入申込票へのご加入・ご押印

加入申込票を申込窓口に送付

保 険 料 の ご 送 金

保 険 期 間 開 始

　「汚染地盤修復工事賠償補償制度」は、一般社団法人全国地質調査業協会連合会が保険契約者とな
る団体契約です。この保険にご加入いただけるのは、全地連の会員企業に限ります。
　ご加入日は、2021 年２月１日となります。お申込みの流れは次のとおりです。

保険料のお支払方法
　●保険料の払込方法は、年払（一括払）、のみとなります。

全地連事務局で加入企業からの加入申込票を確認のうえ、保険料を算出し、請求書（兼お見積書）を送付します。

　●銀行振込により、以下に記載の指定口座に 2021 年１月 12 日（火）までにお振込ください。

加入申込票のご送付とご記入にあたってのご注意
　加入申込票は汚染地盤修復工事の売上高が分かる資料と一緒に下記申込窓口へご送付ください。
①申込人または被保険者には、告知義務があり、代理店・扱者には告知受領権があります。告知義務とは、

ご契約時に告知事項について、事実を正確に知らせる義務のことです。
②告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告知を求めるもので、加入申込票（引

受保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する書類をいい、申込みに必要な内容を記載した
付属書類がある場合は、これらの書類を含みます。以下、同様とします。）に記載された内容のうち、

「※」印がついている項目のことです。この項目について故意または重大な過失によって、告知がなかっ
た場合や告知した事項が事実と異なる場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことが
あります。加入申込票の記載内容を必ずご確認ください。

〒 101-0047　 東京都千代田区内神田 1-5-13 内神田 TK ビル 3F 
一般社団法人　全国地質調査業協会連合会

保険料のご送金先

銀 行 名　　三菱 UFJ 銀行　本郷支店
普通口座　　口座番号 319462
口 座 名　　一般社団法人　全国地質調査業協会連合会

■お申込方法は
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示談締結（賠償金支払い）

保険金支払い

■万一事故が発生したら…　まずはご一報を!!
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共
通

賠償額につき合意が成立した段階で、相手方へ損害賠償金をお支払いください。なお、示談書の
取り交わしを行った場合には、賠償金の支払いに先立ち保険金請求をいただき、保険金を受領した
後に相手方へ支払うことも可能です。

示談金の支払い

＊実際の取付必要資料についてはSTEP3で事前に三井住友海上事故担当からご案内します。

事故が発生した場合、事故現場保存や取片付けに要する費用、事故の調査
を目的として会員企業様の使用人を事故現場に派遣する交通費、宿泊費また
は通信費等の初期対応に要する費用（1事故につき1,000万円限度）

〈事故対応のポイント〉

身体障害事故により賠償責任が生じるおそれがある場合に被害者に対する見舞
金・見舞品購入費用・弔慰金（被害者1名につき1万円、1事故・期間中50万円限度）

第三者賠償補償制度では初期段階で以下のケースで保険として対応できる可能性があります。
事案ごとにご案内します。

被害者側から受け付けた事故連絡は、相手の主張、事業者側の事実認識・当面の対応等を所定の  
「事故報告書」（最終ページに掲載）に記載し、直ちにジオ・ビジネスサービスまたは三井住
友海上へ連絡願います。三井住友海上で事故受付後ご契約内容の確認等を行い、速やかに
STEP3を実施します。
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■事故が発生した場合の手続

損壊

●示談交渉は必ず引受保険会社とご相談いただきながらおすすめください。
　この保険では、保険会社が被保険者に代わって損害賠償請求権者との示談交渉を行う「示談交渉のサービス」
を行いませんが、万一、被保険者が損害賠償責任を負う事故が発生した場合には、全地連、ジオ・ビジネス
サービスおよび引受保険会社が連携をとりながら、賠償問題が円満に解決するようご相談に応じさせていた
だきます。
　なお、あらかじめ引受保険会社の同意を得ないで損害賠償責任を認めたり、損害賠償金等を支払われた場合
には、損害賠償責任がないと認められる額等が保険金から差し引かれることがありますのでご注意ください。

事故が発生した場合は、あわてず、落ち着いて、次の処置を行ったうえで、代理店・扱者または引受保険会社にご連絡ください。

被保険者または保険金を受け取るべき方には、下表のうち引受保険会社が求める書類をご提出いただく必要があります。なお、必要に応じて下表以外
の書類のご提出をお願いする場合がありますので、ご了承ください。

（１）事故にあわれた場合の引受保険会社へのご連絡等

（２）保険金のご請求時にご提出いただく書類

■引受保険会社は、保険金請求に必要な書類（注1）をご提出いただいてからその日を含めて30日以内に、保険金をお支払いするために必要な事項（注2）の確認を終
えて保険金をお支払いします（注3）。
（注1）保険金請求に必要な書類は、上記の表をご覧ください。
（注2）保険金をお支払いする事由発生の有無、保険金をお支払いしない事由の有無、保険金の算出、保険契約の効力の有無、その他引受保険会社がお支払い

すべき保険金の額の確定のために確認が必要な事項をいいます。
（注3）必要な事項の確認を行うために、警察など公の機関の捜査結果の照会、医療機関・損害保険鑑定人など専門機関の診断・鑑定等の結果の照会、災害救助

法が適用された被災地における調査、日本国外における調査等が不可欠な場合には、普通保険約款、特別約款および特約に定める日数までに保険金を
お支払いします。この場合、引受保険会社は確認が必要な事項およびその確認を終える時期を被保険者に通知します。

■保険金請求権については時効（3年）がありますのでご注意ください。保険金請求権の発生時期等の詳細は、普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。
■損害賠償請求権者は、損害賠償金にかかわる被保険者の保険金請求権について保険法に基づく先取特権（他の債権者よりも優先して弁済を受ける権利）を有
します。また、原則としてこれらの保険金請求権の譲渡・質権設定・差押えはできません。

●この保険（第三者賠償補償制度および汚染地盤修復工事賠償補償制度をさします。以下同様です。）は一般
社団法人全国地質調査業協会連合会が保険契約者となる団体契約です。

●この保険にご加入いただけるのは、お申込人・記名被保険者が一般社団法人全国地質調査業協会連合会傘下
の各協会の会員企業である場合に限ります。

●申込人と被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が異なる場合は、この書面に記載の事項につき被
保険者の方にも必ずご説明ください。

●ご加入の内容は、保険の種類に応じた普通保険約款、特別約款および特約によって定まります。詳細は普通
保険約款、特別約款および特約をご確認ください。また、ご不明な点については、代理店・扱者または引受
保険会社までお問合わせください。

●契約取扱者が代理店または引受保険会社の社員の場合は、引受保険会社の保険契約の締結権を有し、保険契
約の締結・保険料の領収・保険料領収証の発行・ご契約の管理などの業務を行っています。したがって、代
理店または引受保険会社の社員と契約され有効に成立したご契約につきましては、引受保険会社と直接契約
されたものとなります。

●ご加入いただいた後にお届けする加入者証は、内容をご確認のうえ、大切に保管してください。

●この保険契約は「共同保険に関する特約」に基づく共同保険契約です。それぞれの引受保険会社は、引受割
合に応じて、連帯することなく単独別個に保険契約上の責任を負います。また、三井住友海上は、幹事保険
会社として他の引受保険会社の業務および事務の代理・代行を行います。引受会社は次のとおりです。

●保険会社破綻時等の取扱い
○損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的で、「損害保険契約者保護機構」があり、
引受保険会社も加入しています。

○この保険は、保険契約者が個人、小規模法人（破綻時に常時使用する従業員等の数が２０人以下の法人を
いいます。）またはマンション管理組合（以下、「個人等」といいます。）である場合に限り「損害保険
契約者保護機構」の補償対象であり、損害保険会社が破綻した場合でも、保険金、解約返れい金等は８０
％まで補償されます。ただし、破綻前に発生した事故および破綻時から３か月までに発生した事故による
保険金は１００％補償されます。

○また、保険契約者が個人等以外の保険契約であっても、被保険者が個人等であり、かつ保険料を負担して
いる場合は、その被保険者に係る部分については、上記補償の対象となります。

●この保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意のうえお申し込みください。

・三井住友海上（幹事会社）　・損害保険ジャパン株式会社　　・あいおいニッセイ同和損害保険
（なお、それぞれの会社の引受割合は決定次第ご案内します。）

この保険契約に関する個人情報は、引受保険会社がこの保険引受の審査および履行のために利用するほか、
引受保険会社および引受保険会社のグループのそれぞれの会社（海外にあるものを含む）が、この保険契約
以外の商品・サービスのご案内・ご提供や保険引受の審査および保険契約の履行のために利用したり、提携
先・委託先等の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。
ただし、保健医療等のセンシティブ情報（要配慮個人情報を含む）の利用目的は、法令等に従い、業務の適
切な運営の確保その他必要と認められる範囲に限定します。
また、この保険契約に関する個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含
む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先等（いずれも海外にあるものを含む）
に提供することがあります。
引受保険会社の個人情報の取扱いに関する詳細、商品・サービス内容、引受保険会社のグループ会社の名
称、契約等情報交換制度等については、三井住友海上ホームページ（https://www.ms-ins.com）または引受
保険会社のホームページをご覧ください。

【個人情報の取扱いについて】
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●この保険（第三者賠償補償制度および汚染地盤修復工事賠償補償制度をさします。以下同様です。）は一般
社団法人全国地質調査業協会連合会が保険契約者となる団体契約です。

●この保険にご加入いただけるのは、お申込人・記名被保険者が一般社団法人全国地質調査業協会連合会傘下
の各協会の会員企業である場合に限ります。

●申込人と被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が異なる場合は、この書面に記載の事項につき被
保険者の方にも必ずご説明ください。

●ご加入の内容は、保険の種類に応じた普通保険約款、特別約款および特約によって定まります。詳細は普通
保険約款、特別約款および特約をご確認ください。また、ご不明な点については、代理店・扱者または引受
保険会社までお問合わせください。

●契約取扱者が代理店または引受保険会社の社員の場合は、引受保険会社の保険契約の締結権を有し、保険契
約の締結・保険料の領収・保険料領収証の発行・ご契約の管理などの業務を行っています。したがって、代
理店または引受保険会社の社員と契約され有効に成立したご契約につきましては、引受保険会社と直接契約
されたものとなります。

●ご加入いただいた後にお届けする加入者証は、内容をご確認のうえ、大切に保管してください。

●この保険契約は「共同保険に関する特約」に基づく共同保険契約です。それぞれの引受保険会社は、引受割
合に応じて、連帯することなく単独別個に保険契約上の責任を負います。また、三井住友海上は、幹事保険
会社として他の引受保険会社の業務および事務の代理・代行を行います。引受会社は次のとおりです。

●保険会社破綻時等の取扱い
○損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的で、「損害保険契約者保護機構」があり、
引受保険会社も加入しています。

○この保険は、保険契約者が個人、小規模法人（破綻時に常時使用する従業員等の数が２０人以下の法人を
いいます。）またはマンション管理組合（以下、「個人等」といいます。）である場合に限り「損害保険
契約者保護機構」の補償対象であり、損害保険会社が破綻した場合でも、保険金、解約返れい金等は８０
％まで補償されます。ただし、破綻前に発生した事故および破綻時から３か月までに発生した事故による
保険金は１００％補償されます。

○また、保険契約者が個人等以外の保険契約であっても、被保険者が個人等であり、かつ保険料を負担して
いる場合は、その被保険者に係る部分については、上記補償の対象となります。

●この保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意のうえお申し込みください。

・三井住友海上（幹事会社）　・損害保険ジャパン株式会社　　・あいおいニッセイ同和損害保険
（なお、それぞれの会社の引受割合は決定次第ご案内します。）

この保険契約に関する個人情報は、引受保険会社がこの保険引受の審査および履行のために利用するほか、
引受保険会社および引受保険会社のグループのそれぞれの会社（海外にあるものを含む）が、この保険契約
以外の商品・サービスのご案内・ご提供や保険引受の審査および保険契約の履行のために利用したり、提携
先・委託先等の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。
ただし、保健医療等のセンシティブ情報（要配慮個人情報を含む）の利用目的は、法令等に従い、業務の適
切な運営の確保その他必要と認められる範囲に限定します。
また、この保険契約に関する個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含
む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先等（いずれも海外にあるものを含む）
に提供することがあります。
引受保険会社の個人情報の取扱いに関する詳細、商品・サービス内容、引受保険会社のグループ会社の名
称、契約等情報交換制度等については、三井住友海上ホームページ（https://www.ms-ins.com）または引受
保険会社のホームページをご覧ください。

【個人情報の取扱いについて】

■ご加入にあたっての注意事項 ・お手数ですが必ずお読みください。
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施設所有（管理）者賠償責任保険
請 負 業 者 賠 償 責 任 保 険
生 産 物 賠 償 責 任 保 険
をご加入いただくお客さまへ

重要事項のご説明

契約概要のご説明

この書面では施設所有（管理）者賠償責任保険・請負業者賠償責任保険・生産物賠償責任保険
に関する重要事項（「契約概要」「注意喚起情報」等）についてご説明しています。
お申込みいただく際には、ご加入の内容がお客さまのご意向に沿っていることをご確認くださ
い。
ご加入の内容は、普通保険約款およびご加入の保険種類ごとの特別約款・特約（以下「普通保
険約款・特約」といいます。）によって定まります。普通保険約款・特約が必要な場合は、代理
店・扱者または引受保険会社までお申出ください。
申込人と記名被保険者が異なる場合は、記名被保険者の方にもこの書面の内容を必ずお伝えく
ださい。
※この書面を、ご加入後にお届けする加入者証とあわせて保管してくださいますようお願いいたします。

ご加入に際して特にご確認いただきたい事項をこの「契約概要」に記載しています。ご加入前
に必ず読んでいただき、お申込みくださいますようお願いします。この書面は、ご加入に関す
るすべての内容を記載しているものではありません。詳細については、普通保険約款・特約に
記載していますのでご確認ください。また、ご不明な点につきましては、代理店・扱者または
引受保険会社までお問合わせください。

①「第三者賠償補償制度」
保険の種類 商品の仕組み

施設所有（管理）者
賠償責任保険

請 負 業 者
賠償責任保険

賠償責任保険普通保険約款
＋	 保険法の適用に関する特約

	 （自動セット）
	 賠償責任保険追加特約
	 （自動セット）
＋施設所有（管理）者特別約款
　【自動セット特約】
＋　共通支払限度額特約
＋　保険料確定特約
＋　施設限定特約
＋　昇降機危険補償特約
＋　漏水補償特約
＋　被害者対応費用補償特約
＋　初期対応費用補償特約
＋　訴訟対応費用補償特約
＋　人格権侵害補償特約

＋請負業者特別約款
　【自動セット特約】
＋ 	包括契約特約⑦（事故発生ベース・仕事通知不

要・確定保険料方式）
＋ 	交差責任補償特約Ｂ（請負用・Both-Way）
＋　管理財物損壊補償特約
＋　被害者対応費用補償特約
＋　初期対応費用補償特約
＋　訴訟対応費用補償特約
＋　データ損壊復旧費用補償特約
＋　人格権侵害補償特約

　【任意セット特約】
＋　借用・支給財物損壊補償特約
　　（オプション（１））

生 産 物 賠 償
責 任 保 険
（オプション（２））

賠償責任保険普通保険約款
　＋　保険法の適用に関する特約（自動セット）
　　　賠償責任保険追加特約（自動セット）
＋　生産物特別約款

　【自動セット特約】
＋　共通支払限度額特約
＋　保険料確定特約

（注）	任意セットの特約は必要な場合にセットします。「（２）セットできる主な特約」
をご参照ください。

②「汚染地盤修復工事賠償補償制度」
保険の種類 商品の仕組み

生 産 物 賠 償
責 任 保 険

賠償責任保険普通保険約款
＋　保険法の適用に関する特約（自動セット）

　　　賠償責任保険追加特約（自動セット）
＋生産物特別約款	
＋ 	汚染地盤修復工事に起因する土地工作物使用
不能損害等補償特約

＋　損害賠償請求ベース特約
＋　共通支払限度額特約

（１）補償内容
　①被保険者

保険の種類
被保険者（ご加入いただいた保険契
約で補償を受けられる方をいいます。）

施設所有（管理）者賠償責任保険、
請負業者賠償責任保険
生産物賠償責任保険

加入申込票（注）の「記名被保険者」
欄に記載された方のみが被保険者と
なります。

ただし、適用される普通保険約款・特約によりその他の被保険者
が設定される場合がありますので、詳細は普通保険約款・特約で
ご確認ください。
（注）引受保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する書類をいい、申込みに

必要な内容を記載した付属書類がある場合は、これらの書類を含みます。

　②保険金をお支払いする主な場合
パンフレット本文（「全地連	第三者賠償補償制度	汚染地盤修
復工事賠償補償制度」。以下「パンフレット」といいます。）の「保
険金をお支払いする主な場合」のページをご参照ください。

　③保険金をお支払いしない主な場合（主な免責事由）
パンフレットの「保険金をお支払いしない主な場合」のペー
ジをご参照ください。なお、詳細は普通保険約款・特約の「保
険金を支払わない場合」等の項目に記載されております。

　④お支払いの対象となる損害
パンフレットの「お支払いの対象となる損害」のページをご
参照ください。

（２）セットできる主な特約
　セットできる主な特約はパンフレットをご参照ください。特
約の内容の詳細は、代理店・扱者または引受保険会社までお問
合わせください。

（３）保険期間および補償の開始・終了時期
　①保険期間
保険期間は原則として１年間です。お客さまが実際にご加入い
ただく保険期間につきましては、パンフレットまたは加入申込
票の「保険期間」欄にてご確認ください。

　②補償の開始
始期日の午後４時（加入申込票またはセットされる特約にこれ
と異なる時刻が記載されている場合にはその時刻）に補償を開
始します。

　③補償の終了
満期日の午後４時に終了します。

（４）支払限度額等
パンフレットをご参照ください。

１．商品の仕組み ２．引受条件等
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注意喚起情報のご説明
ご加入に際して申込人にとって不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項をこの「注
意喚起情報」に記載しています。ご加入される前に必ずお読みいただき、ご加入くださいます
ようお願いします。
この書面は、ご加入に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細について
は、普通保険約款・特約に記載していますのでご確認ください。ご不明な点につきましては、
代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。

このご契約は、一般社団法人全国地質調査業協会連合会が保険契
約者となる団体契約であることから、クーリングオフの対象では
ありません。

２．告知義務・通知義務等

（１）�ご加入時における注意事項（告知義務－加入申込票の
記載上の注意事項）

①申込人または被保険者には、告知義務があり、代理店・扱者には
告知受領権があります。告知義務とは、ご契約時に告知事項につ
いて、事実を正確に知らせる義務のことです。

②告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告
知を求めるもので、加入申込票（注）に記載された内容のうち、「※」
印がついている項目のことです。この項目について故意または重
大な過失によって、告知がなかった場合や告知した事項が事実と
異なる場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないこ
とがあります。加入申込票（注）の記載内容を必ずご確認ください。

この保険契約と補償の範囲が重なる他の保険契約等について既に
ご加入されている場合、「補償の重複」が生じることがありますの
で、必ずその内容（保険の種類、保険金額等）を告知してください。
補償の範囲が重なるのは、この保険契約と異なる保険種類にセッ
トされた特約の補償内容が同一となっているような場合もありま
す。ご不明の場合は、現在ご加入されている保険契約の内容が確
認できる書類とともに、代理店・扱者または引受保険会社までお
問合わせください。
（注）引受保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する書類をいい、申込みに

必要な内容を記載した付属書類がある場合は、これらの書類を含みます。

（２）ご加入後における注意事項（通知義務等）

①ご加入後、次の事実が発生した場合には、あらかじめ（事実の発
生が申込人または被保険者の責任によらない場合は遅滞なく）ご加
入の代理店・扱者または引受保険会社までご連絡ください。
ご連絡がない場合、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないこ
とがありますので、十分ご注意ください。

○	加入申込票の「※」印がついている項目に記載された内容に変更
が生じる場合
○	ご加入時にご提出いただいた告知書、申告書等の記載内容に変更
が生じる場合

②ご加入後、次の事実が発生する場合は、ご加入内容の変更等が必
要となります。ただちに代理店・扱者または引受保険会社までご連
絡ください。

◇加入者証記載の住所または電話番号を変更する場合
◇上記のほか、特約の追加・削除等、契約条件を変更する場合

（１）保険期間
保険期間は原則として１年間です。お客さまが実際にご加入い
ただく保険期間につきましては、パンフレットまたは加入申込
票の「保険期間」欄にてご確認ください。

（２）補償の開始

始期日の午後４時（加入申込票またはセットされる特約にこれ
と異なる時刻が記載されている場合にはその時刻）に補償を開
始します。

（３）補償の終了

満期日の午後４時に終了します。

４．保険金をお支払いしない主な場合等

（１）保険金をお支払いしない主な場合

パンフレットをご参照ください。なお、保険金をお支払いしな
い場合の詳細は普通保険約款・特約の「保険金を支払わない場
合」等の項目に記載されておりますのでご確認ください。

（２）重大事由による解除

次のことがある場合は、ご契約を解除し、保険金をお支払いで
きないことがあります。
①	保険契約者または被保険者が、引受保険会社に保険金を支払
わせることを目的として損害を生じさせ、または生じさせよ
うとしたこと。

②	被保険者が、保険金の請求について詐欺を行い、または行お
うとしたこと。

③	保険契約者または被保険者が、暴力団関係者、その他の反社
会的勢力に該当すると認められたこと。

④	上記のほか、①～③と同程度に引受保険会社の信頼を損ない、
保険契約の存続を困難とする重大な事由を生じさせたこと。

５．保険料の払込猶予期間等の取扱い

保険料は、パンフレット記載の方法により払込みください。パンフ
レット記載の方法により保険料を払込みいただけない場合には、保
険金をお支払いできません。また、ご契約を解除する場合があります。

６．解約と解約返れい金

ご加入を中途で脱退（解約）される場合は、代理店・扱者または
引受保険会社までお申出ください。
■	ご加入の脱退（解約）に際しては、加入時の条件により、保

特にご注意ください

特にご注意ください

特にご注意ください

（１）保険料の決定の仕組み
保険料（注）は、保険料算出の基礎、支払限度額、保険期間等によっ
て決定されます。詳細は代理店・扱者または引受保険会社までお
問合わせください。
お客さまが実際にご加入いただく保険料（注）につきましては、パ
ンフレットまたは加入申込票の「保険料」欄にてご確認ください。
（注）申込人が保険契約に基づいて引受保険会社に払い込むべき金銭をいいます。

（２）保険料の払込方法
パンフレットをご参照ください。

このご契約には、満期返れい金・契約者配当金はありません。

ご加入の脱退（解約）に際しては、加入時の条件により、保険期
間のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還
しますが、始期日から解約日までの期間に応じて払込みいただく
べき保険料の払込状況により、追加の保険料をご請求する場合が
あります。注意喚起情報のご説明の「６. 解約と解約返れい金」
をご参照ください。

３．保険料の決定の仕組みと払込方法等

５．解約返れい金の有無

４．満期返れい金・契約者配当金

１．クーリングオフ（ご契約のお申込みの撤回等） ３．保険期間および補償の開始・終了時期
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険期間のうち未経過で
あった期間の保険料を
解約返れい金として返
還します。ただし、解
約返れい金は原則とし
て未経過期間（右図を
ご参照ください。）分
よりも少なくなります。
　	たとえば、保険期間１年・一時払のご契約を始期日から６か月
後に解約した場合、解約返れい金は払い込んでいただいた保険
料の半分よりも少なくなります。詳細は普通保険約款・特約で
ご確認ください。
■	始期日から解約日までの期間に応じて払込みいただくべき保険
料の払込状況により、追加の保険料をご請求する場合がありま
す。追加で請求したにもかかわらず、その払込みがない場合は、
ご契約を解除することがあります。
■	ご契約を解約する場合、払込みいただいた保険料が最低保険料
（第三者賠償責任保険制度は 3万円、（オプション (2) ご加入の
場合に3万5,000円）汚染地盤修復工事賠償補償制度は1万円）
未満のときは、その差額をご請求することがあります。

７．保険会社破綻時等の取扱い

パンフレットをご参照ください。

８．契約取扱者の権限

パンフレットをご参照ください。

９．個人情報の取扱い

パンフレットをご参照ください。

この保険商品に関するお問合わせは

下記にご連絡ください。

「三井住友海上お客さまデスク」

０１２０－６３２－２７７（無料）
【電話受付時間】� 平日� ９：００～１９：００
� 土日・祝日� ９：００～１７：００
� （年末年始は休業させていただきます）

遅滞なくご契約の代理店・扱者または下記にご連絡ください。

「24 時間 365 日事故受付サービス
三井住友海上事故受付センター」

０１２０－２
事 故 は

５８－１
い ち 早 く

８９（無料）

引受保険会社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を
受けた指定紛争解決機関である一般社団法人	日本損害保
険協会と手続実施基本契約を締結しています。引受保険
会社との間で問題を解決できない場合には、一般社団法
人	日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立
てを行うことができます。

一般社団法人�日本損害保険協会�そんぽＡＤＲセンター

０５７０- ０２２- ８０８
〔ナビダイヤル（全国共通・通話料有料）〕

・受付時間［平日 9：15 ～ 17：00（土日・祝日および年
末年始を除きます）］

・携帯電話からも利用できます。IP 電話からは 03-4332-
5241 におかけください。

・おかけ間違いにご注意ください。
・詳細は、一般社団法人�日本損害保険協会のホームペー
ジをご覧ください。
（https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html）

代理店・扱者　株式会社	ジオ・ビジネスサービス
〒101-0047
　東京都千代田区内神田1丁目 5-13内神田ＴＫビル３階

TEL：03-3518-4900　　FAX：03-3518-4901

保険会社の連絡・相談・苦情窓口

指定紛争解決機関

引受保険会社にご相談・苦情がある場合

事故が起こった場合

引受保険会社との間で問題を解決できない場合
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共
通

「用語の説明」
この普通保険約款およびこの普通保険約款に付帯される特別約款および

特約において使用される用語の説明は次のとおりとします。ただし、この
普通保険約款に付帯される特別約款および特約において別途用語の説明が
ある場合は、それによります。

（５０音順）
用語 説明

き 危険 損害の発生の可能性をいいます。
さ

財物の損壊
財産的価値を有する有体物の滅失、破損または汚
損をいい、紛失または盗取もしくは詐取されるこ
とを含みません。

し 始期日 保険期間の初日をいいます。

身体の障害 傷害および疾病をいい、これらに起因する後遺障
害および死亡を含みます。

た
他の保険契約等

この保険契約と全部または一部に対して支払責任
が同じである他の保険契約または共済契約をいい
ます。

て

訂正の申出

告知事項（注）について書面をもって訂正を当社
に申し出ることであって、第７条（告知義務）（３）
③またはこの普通保険約款に付帯される特別約款
または特約に規定する訂正の申出をいいます。

（注）告知事項とは、第７条（１）に定める告知事
項をいいます。

へ
変更日

訂正の申出の承認、通知事項の通知の受領または
契約条件変更の申出の承認によって保険契約内容
を変更すべき期間の初日をいいます。

ほ 保険期間 保険責任の始まる日から終了する日までの期間で
あって、保険証券記載の保険期間をいいます。

保険申込書
当社にこの保険契約の申込みをするために提出す
る書類をいい、申込みに必要な内容を記載した付
属書類がある場合は、これらの書類を含みます。

ま 満期日 保険期間の末日をいいます。

第１条（保険金を支払う場合）
当社は、被保険者が、保険期間中に発生した他人の身体の障害または財

物の損壊（以下「事故」といいます。）について、法律上の損害賠償責任を
負担することによって被る損害（以下「損害」といいます。）に対して、こ
の普通保険約款に従い、保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合）
当社は、直接であると間接であるとを問わず、被保険者が次のいずれか

に該当する損害賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、保
険金を支払いません。

 ① 　保険契約者または被保険者（注１）の故意によって生じた損害賠償責
任

 ② 　被保険者と第三者との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合に
おいて、その約定によって加重された損害賠償責任

 ③ 　被保険者が所有、使用または管理する財物の損壊について、その財物
につき正当な権利を有する者に対して負担する損害賠償責任

 ④ 　被保険者と生計を共にする同居の親族に対する損害賠償責任
 ⑤ 　被保険者の使用人が、被保険者の業務に従事中に被った身体の障害に

起因する損害賠償責任
 ⑥ 　戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これ

らに類似の事変、暴動（注２）、労働争議または騒擾
じょう

に起因する損害賠償
責任

 ⑦ 　地震、噴火、洪水、津波または高潮に起因する損害賠償責任
 ⑧ 　液体、気体（注３）または固体の排出、流出またはいっ出に起因する

損害賠償責任。ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。
 ⑨ 　原子核反応または原子核の崩壊に起因する損害賠償責任。ただし、医

学的、科学的利用もしくは一般産業上の利用に供されるラジオ・アイソ
トープ（注４）の原子核反応または原子核の崩壊による場合を除きます。

（注１）保険契約者または被保険者が法人である場合は、その理事、取締役または法人の業務を執行す

るその他の機関をいいます。

（注２）暴動とは、群衆または多数の者の集団の行動によって、全国または一部の地区において著しく

平穏が害され、治安維持上重大な事態と認められる状態をいいます。

（注３）気体には、煙、蒸気、じんあい等を含みます。

（注４）ラジオ・アイソトープには、ウラン・トリウム・プルトニウムおよびこれらの化合物ならびに

これらの含有物を含みません。

第３条（損害の範囲および支払保険金）
（１）当社が、保険金を支払う損害の範囲は、次のいずれかに該当するものを

被保険者が負担することによって生じる損害に限ります。

区分 説明

①　損害賠償金

被保険者が損害賠償請求権者に対して負担する法
律上の損害賠償責任の額をいい、判決により支払
を命ぜられた訴訟費用または判決日までの遅延損
害金を含みます。ただし、被保険者が損害賠償金
を支払ったことにより代位取得するものがある場
合は、その価額を差し引くものとします。

②　損害防止費用

第２３条（事故発生時の義務および義務違反の場合
の取扱い）（１）①に規定する損害の発生または拡大
の防止のために必要または有益であった費用をいい
ます。

③　権利保全行使費用
第２３条（１）③に規定する権利の保全または行
使に必要な手続をするために要した費用をいいま
す。

④　緊急措置費用

事故が発生した場合において、損害の発生または
拡大の防止のために必要または有益な手段を講じ
た後に法律上の損害賠償責任のないことが判明し
たとき、その手段を講じたことによって要した費
用のうち、応急手当、護送、診療、治療、看護そ
の他緊急措置のために要した費用、およびあらか
じめ当社の同意を得て支出した費用をいいます。

⑤　協力費用
第２４条（損害賠償の請求を受けた場合の特則）

（１）の規定により被保険者が当社に協力するため
に要した費用をいいます。

⑥　争訟費用

損害賠償に関する争訟について、被保険者が当社
の同意を得て支出した訴訟費用、弁護士報酬、仲
裁、和解もしくは調停に要した費用またはその他
権利の保全もしくは行使に必要な手続をするため
に要した費用をいいます。

（２）当社が、本条（１）①から④までについて支払うべき保険金の額は、１
回の事故について、次の算式によって算出される額とします。ただし、
保険証券記載の支払限度額（以下「支払限度額」といいます。）を限度
とします。

　　  本条（１）①から
④までの合算額

保険金の額 保険証券記載
の免責金額

（３）当社が、本条（１）⑤および⑥について支払うべき保険金の額は、１回
の事故について、その全額とします。ただし、本条（１）①の額が支
払限度額を超える場合は、本条（１）⑥について支払うべき保険金の
額は、次の算式によって算出される額とします。

　　  本条（１）
⑥の額

支払限度額
本条（１）①の額

本条（１）⑥について
支払うべき保険金の額

第４条（保険責任の始期および終期）
（１）この保険契約で補償される期間は、始期日の午後４時に始まり、満期日

の午後４時に終わります。ただし、保険証券の保険期間欄にこれと異
なる開始時刻または終了時刻が記載されている場合は、それぞれその
時刻に始まり終わるものとします。

（２）本条（１）の時刻は、日本国の標準時によるものとします。

第５条（保険料の払込方法）
（１）保険契約者は、この普通保険約款に付帯される特約の規定により定めた

保険料の払込方法に従い、この保険契約の保険料を払い込まなければ
なりません。ただし、この普通保険約款に付帯される特約の規定によ
り保険料の払込方法を定めなかった場合には、保険料は、保険契約の
締結と同時にその全額を払い込まなければなりません。

（２）保険期間が始まった後でも、保険契約者が保険料の払込みを怠った場合
は、この普通保険約款に付帯される特約で別に定める場合を除き、当
社は、始期日から保険料領収までの間に生じた事故による損害に対し
ては、保険金を支払いません。

第６条（保険責任のおよぶ地域）
当社は、日本国内（保険証券にこれと異なる国または地域が記載されて

いる場合は、日本国内またはその国もしくは地域とします。以下「証券適
用地域」といいます。）において生じた事故による損害に対してのみ保険金
を支払います。ただし、当社は、被保険者が次のいずれかに該当する損害
賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、保険金を支払いま
せん。

 ① 　証券適用地域外の法令に基づく損害賠償責任

賠償責任保険普通保険約款
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 ② 　証券適用地域外においてなされた損害賠償請求に基づく損害賠償責任

第７条（告知義務）
（１）保険契約者または被保険者になる者は、保険契約締結の際、保険申込書

の記載事項について、当社に事実を正確に告げなければなりません。
（２）当社は、保険契約締結の際、保険契約者または被保険者が、保険申込書

の記載事項について、故意または重大な過失によって事実を告げな
かった場合または事実と異なることを告げた場合は、保険契約者に対
する書面による通知をもって、この保険契約を解除することができま
す。

（３）本条（２）の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しません。
 ① 　本条（２）に規定する事実がなくなった場合
 ② 　当社が保険契約締結の際、本条（２）に規定する事実を知っていた場

合または過失によってこれを知らなかった場合（注）
 ③ 　保険契約者または被保険者が、当社が保険金を支払うべき事故が発生

する前に、保険申込書の記載事項につき、書面をもって訂正を当社に申
し出て、当社がこれを承認した場合。なお、当社が、訂正の申出を受け
た場合において、その訂正を申し出た事実が、保険契約締結の際に当社
に告げられていたとしても、当社が保険契約を締結していたと認めると
きに限り、これを承認するものとします。

 ④ 　次のいずれかに該当する場合
 　　ア． 当社が、本条（２）の規定による解除の原因があることを知った

時から１か月を経過した場合
 　　イ．保険契約締結時から５年を経過した場合

（４）本条（２）に規定する事実が、当社が保険申込書において定めた危険に
関する重要な事項に関係のないものであった場合には、本条（２）の
規定を適用しません。ただし、他の保険契約等に関する事項について
は、本条（２）の規定を適用します。

（５）本条（２）の規定による解除が事故の発生した後になされた場合であっ
ても、第１６条（保険契約の解約・解除の効力）の規定にかかわらず、
当社は、保険金を支払いません。この場合において、既に保険金を支
払っていたときは、当社は、その返還を請求することができます。

（６）本条（５）の規定は、本条（２）に規定する事実に基づかずに発生した
事故による損害については適用しません。

（注） 当社が保険契約締結の際、本条（２）に規定する事実を知っていた場合または過失によってこ

れを知らなかった場合には、当社のために保険契約の締結の代理を行う者が、事実を告げることを

妨げた場合または事実を告げないこともしくは事実と異なることを告げることを勧めた場合を含

みます。

第８条（通知義務）
（１）保険契約締結の後、保険申込書の記載事項の内容に変更を生じさせる事

実（注１）が発生した場合には、保険契約者または被保険者は、事実
の発生がその責めに帰すべき事由によるときはあらかじめ、責めに帰
すことのできない事由によるときはその発生を知った後、遅滞なく、そ
の旨を当社に申し出て、変更の承認を請求しなければなりません。た
だし、その事実がなくなった場合には、当社に申し出る必要はありま
せん。

（２）本条（１）の事実がある場合（注２）には、当社は、その事実について
変更届出書を受領したと否とを問わず、保険契約者に対する書面によ
る通知をもって、この保険契約を解除することができます。

（３）本条（２）の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しません。
 ① 　当社が、本条（２）の規定による解除の原因があることを知った時か

ら１か月を経過した場合
 ② 　本条（１）の事実が生じた時から５年を経過した場合

（４）保険契約者または被保険者が本条（１）に規定する手続を怠った場合に
は、当社は、本条（１）の事実が発生した時または保険契約者もしく
は被保険者がその発生を知った時から当社が変更届出書を受領するま
での間に発生した事故による損害に対しては、保険金を支払いません。
ただし、本条（１）に規定する事実が発生した場合において、変更後
の保険料が変更前の保険料より高くならなかったときは除きます。

（５）本条（４）の規定は、本条（１）の事実に基づかずに発生した事故によ
る損害については適用しません。

（注１）保険申込書の記載事項の内容に変更を生じさせる事実は、保険申込書の記載事項のうち、保険

契約締結の際に当社が交付する書面等においてこの条の適用がある事項として定めたものに関す

る事実に限ります。

（注２）本条（１）の事実がある場合には、本条（４）ただし書きの規定に該当する場合を含みません。

第９条（保険契約者の住所変更）

保険契約者が保険証券記載の住所または通知先を変更した場合は、保険
契約者は、遅滞なく、その旨を当社に通知しなければなりません。

第１０条（保険契約に関する調査）

当社は、いつでも保険契約に関して必要な事項について、調査すること
ができます。

第１１条（保険契約の無効）

保険契約者が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を不
法に取得させる目的をもって締結した保険契約は無効とします。

第１２条（保険契約の取消）

保険契約者または被保険者の詐欺または強迫によって当社が保険契約を
締結した場合には、当社は、保険契約者に対する書面による通知をもって、
この保険契約を取り消すことができます。

第１３条（保険契約者による保険契約の解約）

保険契約者は、当社に対する書面による通知をもって、この保険契約を
解約することができます。ただし、この場合において、当社が未払込保険
料（注）を請求したときには、保険契約者は、その保険料を払い込まなけ
ればなりません。

（注） 未払込保険料とは、解約時までの既経過期間に対して払い込まれるべき保険料のうち、払込み

がなされていない保険料をいいます。

第１４条（当社による保険契約の解除）
当社は、次のいずれかに該当する場合には、保険契約者に対する書面に

よる通知をもって、この保険契約を解除することができます。
 ① 　保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく第１０条（保険契約

に関する調査）に規定する調査を拒んだ場合。ただし、その拒否の事実
があった時から１か月を経過した場合には、解除することはできません。

 ② 　保険契約者が第１８条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義
務等の場合）①または②の追加保険料の払込みを怠った場合。ただし、当
社が、保険契約者に対し追加保険料を請求したにもかかわらず相当の期
間内にその払込みがなかった場合に限ります。

第１５条（重大事由がある場合の当社による保険契約の解除）
（１）当社は、次のいずれかに該当する事由がある場合には、保険契約者に対

する書面による通知をもって、この保険契約を解除することができま
す。

 ① 　保険契約者または被保険者が、当社にこの保険契約に基づく保険金を
支払わせることを目的として損害を生じさせ、または生じさせようとし
たこと。

 ② 　被保険者が、この保険契約に基づく保険金の請求について、詐欺を行
い、または行おうとしたこと。

 ③ 　保険契約者が、次のいずれかに該当すること。
 ア．反社会的勢力（注１）に該当すると認められること。
 イ． 反社会的勢力（注１）に対して資金等を提供し、または便宜を供

与する等の関与をしていると認められること。
 ウ． 反社会的勢力（注１）を不当に利用していると認められること。
 エ． 法人である場合において、反社会的勢力（注１）がその法人の経

営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること。

 オ． その他反社会的勢力（注１）と社会的に非難されるべき関係を有
していると認められること。

 ④  　上記①から③までに掲げるもののほか、保険契約者または被保険者が、
上記①から③までの事由がある場合と同程度に当社のこれらの者に対す
る信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする重大な事由を生じさ
せたこと。

（２）当社は、被保険者が本条（１）③ア．からオ．までのいずれかに該当す
る場合には、保険契約者に対する書面による通知をもって、この保険
契約を解除（注２）することができます。

（３）本条（１）または（２）の規定による解除が事故の発生した後になされ
た場合であっても、第１６条（保険契約の解約・解除の効力）の規定
にかかわらず、本条（１）①から④までの事由または本条（２）の解
除の原因となる事由が生じた時以後に発生した事故による損害に対し
ては、当社は、保険金を支払いません。この場合において、既に保険
金を支払っていたときは、当社は、その返還を請求することができま
す。

（４）保険契約者または被保険者が本条（１）③ア．からオ．までのいずれか
に該当することにより本条（１）または（２）の規定による解除がな
された場合には、本条（３）の規定は、次の損害については適用しま
せん。

 ① 　本条（１）③ア．からオ．までのいずれにも該当しない被保険者に生
じた損害

 ② 　本条（１）③ア．からオ．までのいずれかに該当する被保険者に生じ
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共
通

既に払い込ま
れた保険料

未経過日数
３６５

×

既に払い込ま
れた保険料

未経過日数
３６５

×

た法律上の損害賠償金の損害
（注１）反社会的勢力とは、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢

力をいいます。なお、暴力団員には、暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みま

す。

（注２） 解除する範囲は、被保険者が複数である場合は、その被保険者に係る部分とします。

第１６条（保険契約の解約・解除の効力）
保険契約の解約および解除は、将来に向かってのみその効力を生じます。

第１７条（保険料の精算）
（１）保険料が、賃金、入場者、領収金または売上高に対する割合によって定

められる場合においては、保険契約者は、保険契約終了後、遅滞なく
保険料を確定するために必要な資料を当社に提出しなければなりませ
ん。

（２）当社は、保険期間中および保険期間終了後１年間は、いつでも保険料を
算出するために必要と認める保険契約者または被保険者の書類を閲覧
することができます。

（３）当社は、本条（１）および（２）の資料に基づいて算出された保険料
（注）と既に領収した保険料との間に過不足がある場合は、その差額を
返還または請求します。

（４）この普通保険約款において、賃金、入場者、領収金および売上高の説明
は、それぞれ次のとおりとします。

用語 説明

①　賃金

保険証券記載の業務に従事する被保険者の使用人
に対して、保険期間中の労働の対価として被保険者
が支払うべき金銭の総額をいい、その名称を問いま
せん。

②　入場者

保険期間中に、有料、無料を問わず保険証券記載の
施設に入場を許された総人員をいいます。ただし、
被保険者と生計を共にする同居の親族および被保
険者の業務に従事する使用人を除きます。

③　領収金 保険期間中に、保険証券記載の業務によって被保険
者が領収すべき金額の総額をいいます。

④　売上高 保険期間中に、被保険者が販売または提供する商品
またはサービスの対価の総額をいいます。

（注） 本条（１）および（２）の資料に基づいて算出された保険料が保険証券記載の最低保険料に達

しない場合は、その最低保険料とします。

第１８条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）
当社は、次のいずれかに該当する場合において、保険料を変更する必要

があるときは、保険料の返還または追加保険料の請求について、次のとお
りとします。ただし、この保険契約の保険期間が１年を超えまたは１年に
満たない場合等において、当社が別に定める方法により保険料を返還また
は追加保険料を請求することがあります。

（注１）算出した額とは、保険契約者または被保険者の申出に基づき、第８条（通知義務）（１）の事実

が発生した時以後の期間に対して算出した額とします。

（注２）短期料率とは、別表に掲げる短期料率をいいます。

第１９条（保険料の返還－無効または失効の場合）

（１）保険契約の無効または失効の場合には、保険料の返還について、次のと
おりとします。ただし、この保険契約の保険期間が１年を超えまたは
１年に満たない場合等において、当社が別に定める方法により保険料
を返還することがあります。

（２）本条（１）の規定にかかわらず、保険料が賃金、入場者、領収金または
売上高に対する割合によって定められた保険契約が失効となる場合に
は、第１７条（保険料の精算）（３）の規定によって保険料を精算しま
す。ただし、最低保険料の定めがないものとして算出します。

第２０条（保険料の返還－取消の場合）

第１２条（保険契約の取消）の規定により、当社が保険契約を取り消し
た場合には、当社は、既に払い込まれた保険料を返還しません。

第２１条（保険料の返還－解約または解除の場合）

（１）保険契約の解約または解除の場合には、保険料の返還について、次のと
おりとします。ただし、この保険契約の保険期間が１年を超えもしく
は１年に満たない場合またはこの普通保険約款に付帯される特約の規
定により保険契約者が保険料を分割して払い込む場合等において、当
社が別に定める方法により保険料を返還することがあります。

区分 保険料の返還

①　保険契約が無効となる
場合

既に払い込まれた保険料の全額を返還します。
ただし、第１１条（保険契約の無効）の規定
により、保険契約が無効となる場合は既に払
い込まれた保険料を返還しません。

②　保険契約が失効となる
場合

次の算式により算出した額を返還します。

③　上記①および②のほか、
保険契約締結の後、保険
契約者が書面をもって契
約条件変更を当社に通知
し、承認の請求を行い、当
社がこれを承認する場合

次のア．またはイ．のとおりとします。ただ
し、保険料が賃金、入場者、領収金または売
上高に対する割合によって定められた保険
契約の場合は、変更後の保険料と変更前の保
険料との差に基づき算出した、未経過期間に
対する保険料を返還または請求します。

ア．変更後の保険料が変更前の保険料より
も高くなる場合は、次の算式により算
出した額を請求します。

イ．変更後の保険料が変更前の保険料より
も低くなる場合は、次の算式により算
出した（ア）または（イ）のいずれか
低い額を返還します。

区分 保険料の返還
①　 第 ７ 条（ 告 知 義 務 ）
（２）、第８条（通知義務）
（２）、第１４条（当社に
よる保険契約の解除）、第
１５条（重大事由がある
場合の当社による保険契
約の解除）（１）またはこ
の普通保険約款に付帯さ
れる特別約款もしくは特
約の規定により、当社が
保険契約を解除した場合

次の算式により算出した額を返還します。

変更前の保険料
と変更後の保険
料との差額

未経過日数
３６５

×

変更前の保険料
と変更後の保険
料との差額

未経過日数
３６５

×（ア）

既に払い込ま
れた保険料

保険証券記載
の最低保険料（イ） －

区分 保険料の返還、追加保険料の請求

①　第７条（告知義務）（１）
により告げられた内容が
事実と異なる場合

変更前の保険料と変更後の保険料との差額
を返還または請求します。

②　第８条（通知義務）（１）
の事実が発生した場合

次のア．またはイ．のとおりとします。ただ
し、保険料が賃金、入場者、領収金または売
上高に対する割合によって定められた保険
契約の場合は、変更後の保険料と変更前の保
険料との差に基づき算出した額（注１）を返
還または請求します。

ア．変更後の保険料が変更前の保険料より
も高くなる場合は、次の算式により算
出した額（注１）を請求します。

イ．変更後の保険料が変更前の保険料より
も低くなる場合は、次の算式により算
出した額（注１）のいずれか低い額を
返還します。

変更前の保険料
と変更後の保険
料との差額

未経過期間に
対応する短期
料率（注２）

×

変更前の
保険料と
変更後の
保険料と
の差額

既経過期間に
対応する短期
料率（注２）

1－×（ア）

既に払い込ま
れた保険料

保険証券記載
の最低保険料（イ） －
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（２）本条（１）の規定にかかわらず、保険料が賃金、入場者、領収金または
売上高に対する割合によって定められた保険契約が解約または解除と
なる場合には、第１７条（保険料の精算）（３）の規定によって保険料
を精算します。

（注）短期料率とは、別表に掲げる短期料率をいいます。

第２２条（追加保険料領収前の事故）

（１）第１８条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）①ま
たは②の規定により追加保険料を請求する場合において、第１４条（当社
による保険契約の解除）②の規定により、この保険契約を解除できるとき
は、当社は、変更日から追加保険料領収までの間に生じた事故による損害
に対しては、保険金を支払いません。この場合において、既に保険金を支
払っていたときは、当社は、その返還を請求することができます。

（２）第１８条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）③
の規定により追加保険料を請求する場合において、当社の請求に対し
て、保険契約者がその払込みを怠ったときは、当社は、変更日から追加
保険料領収までの間に生じた事故による損害に対しては、契約条件変更
の承認の請求がなかったものとして、この普通保険約款ならびにこの保
険契約に適用される特別約款および特約に従い、保険金を支払います。

第２３条（事故発生時の義務および義務違反の場合の取扱い）

（１）保険契約者または被保険者は、事故が発生したことを知った場合は、次
表「事故発生時の義務」を履行しなければなりません。これらの規定に
違反した場合は、次表「義務違反の場合の取扱い」のとおりとします。

（２）保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく本条（１）②の事項に
ついて事実と異なることを告げた場合または本条（１）⑦の書類に事
実と異なる記載をし、もしくはその書類もしくは証拠を偽造しもしく
は変造した場合には、当社は、それによって当社が被った損害の額を
差し引いて保険金を支払います。

（注１）損害賠償の請求には、共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償を含みます。

（注２）他の保険契約等の有無および内容には、既に他の保険契約等から保険金または共済金の支払を

受けた場合には、その事実を含みます。

第２４条（損害賠償の請求を受けた場合の特則）
（１）当社は、必要と認めた場合は、被保険者に代わって自己の費用で損害賠

償請求の解決に当たることができます。この場合において、被保険者
は、当社の求めに応じ、その遂行について当社に協力しなければなり
ません。

（２）被保険者が、正当な理由がなく本条（１）の協力に応じない場合は、当
社は、それによって当社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払
います。

第２５条（他の保険契約等がある場合の支払保険金）
（１）他の保険契約等がある場合において、それぞれの支払責任額（注１）の

合計額が損害の額（注２）以下のときは、当社は、この保険契約の支
払責任額（注１）を支払保険金の額とします。

（２）他の保険契約等がある場合において、それぞれの支払責任額（注１）の
合計額が損害の額（注２）を超えるときは、当社は、次に定める額を
支払保険金の額とします。

（注１）支払責任額とは、それぞれの保険契約または共済契約について、他の保険契約または共済契約

がないものとして算出した支払うべき保険金または共済金の額をいいます。

（注２）損害の額とは、それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の適用がある場合は、そのうち

最も低い免責金額を差し引いた額とします。

第２６条（保険金の請求）

（１）被保険者が保険金の支払を受けようとする場合、当社に対して保険金の
支払を請求しなければなりません。

（２）当社に対する保険金請求権は、被保険者が損害賠償請求権者に対して負
担する法律上の損害賠償責任の額について、被保険者と損害賠償請求
権者との間で、判決が確定した時、または裁判上の和解、調停もしく
は書面による合意が成立した時から発生し、これを行使することがで
きるものとします。

（３）被保険者が保険金の支払を請求する場合は、次表の書類または証拠のう
ち、当社が求めるものを当社に提出しなければなりません。

（４）当社は、事故の内容または損害の額等に応じ、保険契約者または被保険
者に対して、本条（３）に掲げるもの以外の書類もしくは証拠の提出
または当社が行う調査への協力を求めることがあります。この場合に
は、当社が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な協力をし

事故発生時の義務 義務違反の場合の取扱い

①　損害の発生および拡大の防
止に努めること。

保険契約者または被保険者が、正当な
理由がなく左記の規定に違反した場合
は、当社は、発生または拡大を防止す
ることができたと認められる損害の額
を差し引いて保険金を支払います。

②　次の事項を遅滞なく当社
に通知すること。

　ア ．事故発生の日時、場所お
よび事故の状況ならびに
被害者の住所および氏名
または名称

　イ ．事故発生の日時、場所ま
たは事故の状況について
証人となる者がある場合
は、その者の住所および氏
名または名称

　ウ ．損害賠償の請求を受けた
場合は、その内容

保険契約者または被保険者が、正当な
理由がなく左記の規定に違反した場合
は、当社は、それによって当社が被っ
た損害の額を差し引いて保険金を支払
います。

③　他人に損害賠償の請求（注
１）をすることができる場合に
は、その権利の保全および行使
に必要な手続をすること。

保険契約者または被保険者が、正当な
理由がなく左記の規定に違反した場合
は、当社は、他人に損害賠償の請求（注
１）をすることによって取得すること
ができたと認められる額を差し引いて
保険金を支払います。

④　損害賠償の請求（注１）を受
けた場合には、あらかじめ当社
の承認を得ないで、その全部ま
たは一部を承認しないこと。た
だし、被害者に対する応急手当
または護送その他緊急措置を
行うことを除きます。

保険契約者または被保険者が、正当な
理由がなく左記の規定に違反した場合
は、当社は、損害賠償責任がないと認
められる額を差し引いて保険金を支払
います。

⑤　損害賠償の請求（注１）につ
いての訴訟を提起し、または提
起された場合は、遅滞なく当社
に通知すること。

保険契約者または被保険者が、正当な
理由がなく左記の規定に違反した場合
は、当社は、それによって当社が被っ
た損害の額を差し引いて保険金を支払
います。

⑥　他の保険契約等の有無およ
び内容（注２）について遅滞な
く当社に通知すること。

⑦　上記①から⑥までのほか、当
社が特に必要とする書類また
は証拠となるものを求めた場
合には、遅滞なく、これを提出
し、また当社が行う損害の調査
に協力すること。

区分 支払保険金の額

①　他の保険契約等から保
険金または共済金が支払
われていない場合

この保険契約の支払責任額（注１）

②　他の保険契約等から保
険金または共済金が支払
われた場合

損害の額（注２）から、他の保険契約等から
支払われた保険金または共済金の合計額を差
し引いた残額。ただし、この保険契約の支払
責任額（注１）を限度とします。

保険金請求に必要な書類または証拠
①　保険金請求書
②　当社の定める事故状況報告書
③　被保険者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責

任の額を示す示談書および損害賠償金の支払または損害賠償請求権者
の承諾があったことを示す書類

④　死亡に関して支払われる損害賠償金にかかる保険金の請求に関して
は、死亡診断書、逸失利益の算定の基礎となる収入の額を示す書類およ
び戸籍謄本

⑤　後遺障害に関して支払われる損害賠償金にかかる保険金の請求に関
しては、後遺障害診断書および逸失利益の算定の基礎となる収入の額を
示す書類

⑥　傷害または疾病に関して支払われる損害賠償金にかかる保険金の請
求に関しては、診断書、治療等に要した費用の領収書および休業損害の
額を示す書類

⑦　他人の財物の損壊に関する損害賠償金にかかる保険金の請求に関し
ては、被害が生じた物の価額を確認できる書類、修理等に要する費用の
見積書（注１）および被害が生じた物の写真（注２）

⑧　その他当社が第２７条（保険金の支払）（１）に定める必要な事項の
確認を行うために欠くことのできない書類または証拠として保険契約
締結の際に当社が交付する書面等において定めたもの

②　第１３条（保険契約者
による保険契約の解約）
の規定により、保険契約
者が保険契約を解約した
場合

次の算式により算出したア．またはイ．のい
ずれか低い額を返還します。

既に払い
込まれた
保険料

既経過期間に
対応する短期
料率（注）

1－×（ア）

既に払い込ま
れた保険料

保険証券記載
の最低保険料（イ） －
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なければなりません。
（５）保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく本条（４）の規定に違

反した場合または本条（３）もしくは（４）の書類に事実と異なる記
載をし、もしくはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変造した場
合は、当社は、それによって当社が被った損害の額を差し引いて保険
金を支払います。

（６）保険金請求権は、本条（２）に定める時の翌日から起算して３年を経過
した場合は、時効によって消滅します。

（注１）修理等に要する費用の見積書について、既に支払がなされた場合はその領収書とします。

（注２）写真には、画像データを含みます。

第２７条（保険金の支払）

（１）当社は、請求完了日（注１）からその日を含めて３０日以内に、当社が
保険金を支払うために必要な次の事項の確認を終え、保険金を支払い
ます。

 ① 　保険金の支払事由発生の有無の確認に必要な事項として、事故の原因、
事故発生の状況、損害発生の有無および被保険者に該当する事実

 ② 　保険金が支払われない事由の有無の確認に必要な事項として、保険金
が支払われない事由としてこの保険契約において定める事由に該当する
事実の有無

 ③ 　保険金を算出するための確認に必要な事項として、損害の額、事故と
損害との関係ならびに治療の経過および内容

 ④ 　保険契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この保険契約にお
いて定める解約、解除、無効、失効または取消の事由に該当する事実の
有無

 ⑤ 　上記①から④までのほか、他の保険契約等の有無および内容、損害に
ついて被保険者が有する損害賠償請求権その他の債権および既に取得し
たものの有無および内容等、当社が支払うべき保険金の額を確定するた
めに確認が必要な事項

（２）本条（１）の確認をするため、次表「事由」に掲げる特別な照会または
調査が不可欠な場合には、本条（１）の規定にかかわらず、当社は、請
求完了日（注１）からその日を含めて次表「期間」に掲げる日数（注
２）を経過する日までに、保険金を支払います。この場合において、当
社は、確認が必要な事項およびその確認を終えるべき時期を被保険者
に対して通知するものとします。

（３）本条（２）①から⑥までに掲げる特別な照会または調査を開始した後、
本条（２）①から⑥までに掲げる期間中に保険金を支払う見込みがな
いことが明らかになった場合には、当社は、本条（２）①から⑥まで
に掲げる期間内に被保険者との協議による合意に基づきその期間を延
長することができます。

（４）本条（１）から（３）までに掲げる必要な事項の確認に際し、保険契約
者または被保険者が正当な理由がなくその確認を妨げ、またはこれに
応じなかった場合（注４）には、それによって確認が遅延した期間に
ついては、本条（１）から（３）までの期間に算入しないものとしま
す。

（５）本条（４）の場合のほか、被保険者の事情によって当社が保険金を支払
うことができない期間については、本条（１）から（３）までの期間
に算入しないものとします。

（６）本条（１）から（５）までの規定による保険金の支払は、保険契約者ま
たは被保険者と当社があらかじめ合意した場合を除いては、日本国内
において、日本国通貨をもって行うものとします。

（注１）請求完了日とは、被保険者が第２６条（保険金の請求）（３）の規定による手続を完了した日を

いいます。

（注２）次表「期間」に掲げる日数とは、複数の「事由」に該当する場合は、そのうち最長の日数とし

ます。

（注３）照会には、弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）に基づく照会その他法令に基づく照会を含

みます。

（注４）応じなかった場合には、必要な協力を行わなかった場合を含みます。

第２８条（代位）

（１）損害が生じたことにより被保険者が損害賠償請求権その他の債権（注）
を取得した場合において、当社がその損害に対して保険金を支払った
ときは、その債権は当社に移転します。ただし、移転するのは、次表

「限度額」を限度とします。

（２）本条（１）②の場合において、当社に移転せずに被保険者が引き続き有
する債権は、当社に移転した債権よりも優先して弁済されるものとし
ます。

（３）保険契約者および被保険者は、当社が取得する本条（１）または（２）
の債権の保全および行使ならびにそのために当社が必要とする証拠お
よび書類の入手に協力しなければなりません。この場合において、当
社に協力するために必要な費用は、当社の負担とします。

（注） 損害賠償請求権その他の債権には、共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償権

を含みます。

第２９条（先取特権）

（１）損害賠償請求権者は、被保険者の当社に対する保険金請求権（注）につ
いて先取特権を有します。

（２）当社は、次のいずれかに該当する場合に、第３条（損害の範囲および支
払保険金）（１）①について保険金の支払を行うものとします。

①　被保険者が損害賠償請求権者に対してその損害の賠償をした後に、当社
から被保険者に支払う場合。ただし、被保険者が賠償した金額を限度と
します。

②　被保険者が損害賠償請求権者に対してその損害の賠償をする前に、被保
険者の指図により、当社から直接、損害賠償請求権者に支払う場合

③　被保険者が損害賠償請求権者に対してその損害の賠償をする前に、損害
賠償請求権者が本条（１）の先取特権を行使したことにより、当社から
直接、損害賠償請求権者に支払う場合

④　被保険者が損害賠償請求権者に対してその損害の賠償をする前に、当社
が被保険者に保険金を支払うことを損害賠償請求権者が承諾したことに
より、当社から被保険者に支払う場合。ただし、損害賠償請求権者が承
諾した金額を限度とします。

（３）保険金請求権（注）は、損害賠償請求権者以外の第三者に譲渡すること
はできません。また、保険金請求権（注）を質権の目的とし、または
本条（２）③の場合を除いて差し押さえることはできません。ただし、
本条（２）①または④の規定により被保険者が当社に対して保険金の
支払を請求することができる場合を除きます。

（注） 保険金請求権は、第３条（損害の範囲および支払保険金）（１）①に対する保険金請求権に限り

ます。

第３０条（損害賠償請求権者の権利と被保険者の権利の調整）

支払限度額が、第２９条（先取特権）（２）②または③の規定により損害
賠償請求権者に対して支払われる保険金と被保険者が第３条（損害の範囲
および支払保険金）（１）②から④までの規定により当社に対して請求する
ことができる保険金の合計額に不足する場合は、当社は、被保険者に対す
る保険金の支払に先立って損害賠償請求権者に対する保険金の支払を行う
ものとします。

第３１条（保険契約者または被保険者が複数の場合の取扱い）

（１）この保険契約について、保険契約者または被保険者が２名以上である場
合は、当社は、代表者１名を定めることを求めることができます。こ
の場合において、代表者は他の保険契約者または被保険者を代理する
ものとします。

（２）本条（１）の代表者が定まらない場合またはその所在が明らかでない場
合には、保険契約者または被保険者の中の１名に対して行う当社の行
為は、他の保険契約者または被保険者に対しても効力を有するものと
します。

（３）保険契約者が２名以上である場合には、それぞれの保険契約者は連帯し
てこの普通保険約款ならびにこの保険契約に適用される特別約款およ
び特約に関する義務を負うものとします。

事由 期間
①　本条（１）①から④までの事項を確認するための、

警察、検察、消防その他の公の機関による捜査・調査
結果の照会（注３）

１８０日

②　本条（１）①から④までの事項を確認するための、
医療機関、検査機関その他の専門機関による診断、鑑
定等の結果の照会

９０日

③　本条（１）③の事項のうち、後遺障害の内容および
その程度を確認するための、医療機関による診断、後
遺障害の認定に係る専門機関による審査等の結果の
照会

１２０日

④　災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）が適用さ
れた災害の被災地域における本条（１）①から⑤まで
の事項の確認のための調査

６０日

⑤　本条（１）①から⑤までの事項の確認を日本国内に
おいて行うための代替的な手段がない場合の日本国
外における調査

１８０日

⑥　事故の原因、損害の内容もしくは事故と損害との因
果関係が過去の事例に鑑みて特殊な場合または同一
の事故もしくは原因により多数の損害賠償請求がな
された場合において、本条（１）①から④までの事項
を確認するための、専門機関による鑑定等の結果の照
会

１８０日

区分 限度額
①　当社が損害の額の全額

を保険金として支払った
場合

被保険者が取得した債権の全額

②　上記①以外の場合 被保険者が取得した債権の額から、保険金が
支払われていない損害の額を差し引いた額
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第３２条（訴訟の提起）

この保険契約に関する訴訟については、日本国内における裁判所に提起
するものとします。

第３３条（準拠法）

この普通保険約款に規定のない事項については、日本国の法令に準拠し
ます。

各特別約款に共通の特約

第１条（保険金を支払う場合）
この保険契約において、当社が保険金を支払う損害は、その損害が偶然

に生じた場合に限ります。

第２条（被保険者相互の関係）
この保険契約において、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約

款」といいます。）ならびにこの保険契約に付帯される特別約款および特約
の規定は、それぞれの被保険者に対して別個にこれを適用せず、たがいに
普通保険約款第１条（保険金を支払う場合）にいう他人とみなしません。

第３条（保険金を支払わない場合－アスベスト損害）
当社は、直接であると間接であるとを問わず、被保険者が次のいずれか

に該当する賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、保険金
を支払いません。

なお、次のいずれかの事由または行為が実際に生じたまたは行われたと
認められた場合に限らず、それらの事由があったとの申し立てに基づいて
被保険者に対して損害賠償請求がなされた場合にも、本条の規定は適用さ
れます。

 ① 　石綿（アスベスト）、石綿製品、石綿繊維または石綿粉塵（以下「石綿
等」といいます。）の人体への摂取もしくは吸引

 ②　石綿等への曝露による疾病
 ③　石綿等の飛散または拡散

第４条（短期料率表）

普通保険約款「用語の説明」に規定する保険期間が１年を超える場合は、
普通保険約款別表「短期料率表」をこの特約の別表に掲げる短期料率表に
読み替えて適用します。

第５条（保険料の精算）
（１）普通保険約款第１７条（保険料の精算）（１）の場合のほか、保険料が、

完成工事高、延参加人数、延動員人数または販売トン数に対する割合
によって定められる場合においては、保険契約者は、保険契約終了後
遅滞なく保険料を確定するために必要な資料を当社に提出しなければ
なりません。

（２）この特約において、完成工事高、延参加人数、延動員人数および販売ト
ン数の説明は、それぞれ次のとおりとします。

用語 説明

①　完成工事高 保険期間中に、被保険者が行った保険証券記載の工事・
仕事に対する対価の総額をいい、売上高を含みます。

用語 説明

②　延参加人数 保険期間中に、保険証券記載の業務・行事に参加した
参加者数の延人数をいいます。

③　延動員人数 保険期間中に、保険証券記載の業務・行事に被保険者
が動員した延人数をいいます。

④　販売トン数 保険期間中に、保険証券記載の業務により被保険者が
販売したＬＰガスの総重量をいいます。

（３）普通保険約款第１８条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務
等の場合）②および③、同第１９条（保険料の返還－無効または失効
の場合）（２）ならびに同第２１条（保険料の返還－解約または解除の
場合）（２）の規定中、「賃金、入場者、領収金または売上高」とある
のは、「賃金、入場者、領収金、売上高、完成工事高、延参加人数、延
動員人数または販売トン数」と読み替えて適用します。

第６条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、
普通保険約款ならびにこの保険契約に付帯される特別約款および他の特約
の規定を準用します。

用語の説明
この特約が適用される保険契約において使用される用語の説明は、賠償

責任保険普通保険約款およびこの保険契約の特別約款の規定による場合の
ほか、次のとおりとします。

（５０音順）
用語 説明

つ 通知事項の通知 第３条（通知義務）（１）に規定する通知をいいま
す。

て

訂正の申出

告知事項（注）について書面をもって訂正を当社に
申し出ることであって、第２条（告知義務）（３）③
またはこの保険契約に付帯される他の特約に規定
する訂正の申出をいいます。

（注）告知事項とは、第２条（告知義務）（１）に定める告知事項を
いいます。

別表
短期料率表

保険期間 年間保険料に
対する割合 保険期間 年間保険料に

対する割合
　７日まで １０％ 　６か月まで 　７０％
１５日まで １５％ 　７か月まで 　７５％
１か月まで ２５％ 　８か月まで 　８０％
２か月まで ３５％ 　９か月まで 　８５％
３か月まで ４５％ １０か月まで 　９０％
４か月まで ５５％ １１か月まで 　９５％
５か月まで ６５％ １２か月まで １００％

賠償責任保険追加特約

保険法の適用に関する特約

別表

保険
期間

7日
まで

15日
まで

1か月
まで

2か月
まで

3か月
まで

4か月
まで

5か月
まで

6か月
まで

7か月
まで

8か月
まで

9か月
まで

10か月
まで

11か月
まで

12か月
まで

年間保
険料に
対する
割合

10％ 15％ 25％ 35％ 45％ 55％ 65％ 70％ 75％ 80％ 85％ 90％ 95％ 100％

保険
期間

13か月
まで

14か月
まで

15か月
まで

16か月
まで

17か月
まで

18か月
まで

19か月
まで

20か月
まで

21か月
まで

22か月
まで

23か月
まで

24か月
まで

年間保
険料に
対する
割合

108％ 116％ 125％ 133％ 141％ 150％ 158％ 166％ 175％ 183％ 192％ 200％

保険
期間

25か月
まで

26か月
まで

27か月
まで

28か月
まで

29か月
まで

30か月
まで

31か月
まで

32か月
まで

33か月
まで

34か月
まで

35か月
まで

36か月
まで

年間保
険料に
対する
割合

208％ 216％ 225％ 233％ 241％ 250％ 258％ 266％ 275％ 283％ 292％ 300％

保険
期間

37か月
まで

38か月
まで

39か月
まで

40か月
まで

41か月
まで

42か月
まで

43か月
まで

44か月
まで

45か月
まで

46か月
まで

47か月
まで

48か月
まで

年間保
険料に
対する
割合

308％ 316％ 325％ 333％ 341％ 350％ 358％ 366％ 375％ 383％ 392％ 400％

保険
期間

49か月
まで

50か月
まで

51か月
まで

52か月
まで

53か月
まで

54か月
まで

55か月
まで

56か月
まで

57か月
まで

58か月
まで

59か月
まで

60か月
まで

年間保
険料に
対する
割合

408％ 416％ 425％ 433％ 441％ 450％ 458％ 466％ 475％ 483％ 492％ 500％
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共
通

第１条（この特約の適用範囲）
この特約は、次のいずれかの特別約款による保険契約が、保険法（平成

２０年法律第５６号）第３６条第４号に定める「事業活動に伴って生ずる
ことのある損害をてん補する損害保険契約」でない場合に、適用されます。

 ① 　施設所有（管理）者特別約款
 ② 　昇降機特別約款
 ③ 　請負業者特別約款
 ④ 　生産物特別約款
 ⑤ 　受託者特別約款
 ⑥ 　自動車管理者特別約款

第２条（告知義務）

（１）賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）第７
条（告知義務）の規定にかかわらず、保険契約者または被保険者にな
る者は、保険契約締結の際、危険に関する重要な事項（注１）のうち、
保険申込書の記載事項とすることによって当社が告知を求めたもの

（以下「告知事項」といいます。）について、当社に事実を正確に告げ
なければなりません。

（２）当社は、保険契約締結の際、保険契約者または被保険者が、告知事項に
ついて、故意または重大な過失によって事実を告げなかった場合また
は事実と異なることを告げた場合は、保険契約者に対する書面による
通知をもって、この保険契約を解除することができます。

（３）本条（２）の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しません。
　① 　本条（２）に規定する事実がなくなった場合
　② 　当社が保険契約締結の際、本条（２）に規定する事実を知っていた

場合または過失によってこれを知らなかった場合（注２）
　③ 　保険契約者または被保険者が、当社が保険金を支払うべき事故が発

生する前に、告知事項につき、書面をもって訂正を当社に申し出て、当
社がこれを承認した場合。なお、当社が、訂正の申出を受けた場合に
おいて、その訂正を申し出た事実が、保険契約締結の際に当社に告げ
られていたとしても、当社が保険契約を締結していたと認めるときに
限り、これを承認するものとします。

　④ 　次のいずれかに該当する場合
ア．当社が、本条（２）の規定による解除の原因があることを知った

時から１か月を経過した場合
イ．保険契約締結時から５年を経過した場合

（４）  本条（２）の規定による解除が事故の発生した後になされた場合であっ
ても、普通保険約款第１６条（保険契約の解約・解除の効力）の規定
にかかわらず、当社は、保険金を支払いません。この場合において、既
に保険金を支払っていたときは、当社は、その返還を請求することが
できます。

（５）本条（４）の規定は、本条（２）に規定する事実に基づかずに発生した
事故による損害については適用しません。

（注１） 危険に関する重要な事項には、他の保険契約等に関する事項を含みます。

（注２） 当社が保険契約締結の際、本条（２）に規定する事実を知っていた場合または過失によってこ

れを知らなかった場合には、当社のために保険契約の締結の代理を行う者が、事実を告げること

を妨げた場合または事実を告げないこともしくは事実と異なることを告げることを勧めた場合を

含みます。

第３条（通知義務）

（１）普通保険約款第８条（通知義務）の規定にかかわらず、保険契約締結の
後、告知事項の内容に変更を生じさせる事実（注１）が発生した場合
には、保険契約者または被保険者は、遅滞なく、その旨を当社に通知
しなければなりません。ただし、その事実がなくなった場合には、当
社への通知は必要ありません。

（２） 本条（１）の事実の発生によって危険増加（注２）が生じた場合にお
いて、保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって
遅滞なく本条（１）の規定による通知をしなかったときは、当社は、保
険契約者に対する書面による通知をもって、この保険契約を解除する
ことができます。

（３） 本条（２）の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しません。
　① 　当社が、本条（２）の規定による解除の原因があることを知った時

から１か月を経過した場合
　② 　危険増加（注２）が生じた時から５年を経過した場合

（４） 本条（２）の規定による解除が事故の発生した後になされた場合であっ
ても、普通保険約款第１６条（保険契約の解約・解除の効力）の規定
にかかわらず、解除に係る危険増加（注２）が生じた時以後に発生し
た事故による損害に対しては、当社は、保険金を支払いません。この
場合において、既に保険金を支払っていたときは、当社は、その返還
を請求することができます。

（５） 本条（４）の規定は、本条（２）の危険増加（注２）をもたらした事
実に基づかずに発生した事故による損害については適用しません。

（６） 本条（２）の規定にかかわらず、本条（１）の事実の発生によって危

険増加（注２）が生じ、この保険契約の引受範囲（注 3）を超えること
となった場合には、当社は、保険契約者に対する書面による通知をもっ
て、この保険契約を解除することができます。

（７） 本条（６）の規定による解除が事故の発生した後になされた場合であっ
ても、普通保険約款第１６条（保険契約の解約・解除の効力）の規定
にかかわらず、解除に係る危険増加（注２）が生じた時以後に発生し
た事故による損害に対しては、当社は、保険金を支払いません。この
場合において、既に保険金を支払っていたときは、当社は、その返還
を請求することができます。

（注１） 告知事項の内容に変更を生じさせる事実とは、告知事項のうち、保険契約締結の際に当社が交

付する書面等においてこの条の適用がある事項として定めたものに関する事実に限ります。

（注２） 危険増加とは、告知事項についての危険が高くなり、この保険契約で定められている保険料が

その危険を計算の基礎として算出される保険料に不足する状態になることをいいます。

（注３） 引受範囲とは、保険料を増額することにより保険契約を継続することができる範囲として保険

契約締結の際に当社が交付する書面等において定めたものをいいます。

第４条（当社による保険契約の解除の適用除外）

この特約が適用される特別約款については、普通保険約款第１４条（当
社による保険契約の解除）①の規定は、適用しません。

第５条（保険金の支払）

この特約が適用される特別約款については、普通保険約款第２７条（保
険金の支払）（２）⑥および（３）の規定は、適用しません。

第６条（普通保険約款の読み替え）

この特約が適用される特別約款については、普通保険約款の規定を次表
のとおり読み替えて適用します。
普通保険約款の規定 読替前 読替後
①　第１８条（保険料

の返還または請求
－告知義務・通知
義務等の場合）①
お よ び 第 ２ １ 条

（保険料の返還－
解約または解除の
場合）（１）①

第７条
（告知義務）

保険法の適用に関する特約第２条
（告知義務）

②　第１８条②、同条
（注１）および第２
１条（１）①

第８条
（通知義務）

保険法の適用に関する特約第３条
（通知義務）

第７条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、
普通保険約款ならびにこの保険契約に適用される特別約款および他の特約
の規定を準用します。

「用語の説明」
この特約において使用される用語の説明は、普通保険約款「用語の説明」

による場合のほか、次表のとおりとします。

保険料大口分割払特約

用語 説明
こ 口座振替 指定口座から口座振替により保険料を集金するこ

とをいいます。
し 次回追加保険料

払込期日
追加保険料払込期日の翌月の追加保険料払込期日
をいいます。

次回保険料払込
期日

保険料払込期日の翌月の保険料払込期日をいいま
す。

指定口座 保険契約者の指定する口座をいいます。
せ 請求日 当社が追加保険料を請求した日をいいます。
つ 追加保険料払込

期日

変更確認書記載の払込期日をいいます。ただし、追
加保険料の払込方法が口座振替による場合、提携金
融機関ごとに当社の定める期日とします。

て 提携金融機関 当社と保険料の口座振替の取扱いを提携している
金融機関等をいいます。

ふ 分割追加保険料 追加保険料を変更確認書記載の回数に分割した金額
であって、変更確認書記載の金額をいいます。

分割保険料 保険料を保険証券記載の回数に分割した金額で
あって、保険証券記載の金額をいいます。

ほ
保険料払込期日

保険証券記載の払込期日をいいます。ただし、保険
料の払込方法が口座振替による場合、提携金融機関
ごとに当社の定める期日とします。
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第１条（この特約の適用条件）

この特約は、次に定める条件をすべて満たしている場合で、保険証券に
この特約を適用する旨記載されているときに適用されます。

 ① 　保険契約者が保険料を分割して払い込むこと。
 ② 　この保険契約の保険料が当社が別に定める額を超えること。

第２条（保険料の払込方法）

（１）保険契約者は、保険料を保険証券記載の回数および金額に分割して、次
表のとおり払い込むことができます。

（２）第２回目以降分割保険料の払込方法が口座振替による場合において、保
険料払込期日が提携金融機関の休業日に該当し、口座振替によるその
分割保険料の払込みがその休業日の翌営業日に行われたときは、当社
は、保険料払込期日にその分割保険料の払込みがあったものとみなし
ます。

（３）第２回目以降分割保険料の払込方法が口座振替による場合で、第２回分
割保険料の保険料払込期日が始期日の属する月の翌月末日までにある
ときにおいて、保険契約者が第２回分割保険料を払い込むべき保険料
払込期日までその払込みを怠り、かつ、払込みを怠った理由が、提携
金融機関に対して口座振替請求が行われなかったことによるときは、
第２回分割保険料の保険料払込期日が属する月の翌月の応当日をその
第２回分割保険料の保険料払込期日とみなしてこの特約の規定を適用
します。ただし、口座振替請求が行われなかった理由が保険契約者の
責めに帰すべき事由による場合を除きます。

第３条（保険料領収前の事故）

（１）保険期間が始まった後でも、保険契約者が第１回分割保険料の払込みを
怠った場合は、当社は、始期日から第１回分割保険料領収までの間に
発生した事故による損害、傷害、費用または損失等に対しては、保険
金を支払いません。

（２）保険契約者が第２回目以降分割保険料について、その分割保険料を払い
込むべき保険料払込期日の属する月の翌月末日までその払込みを怠っ
た場合は、当社は、その保険料払込期日の翌日以後に発生した事故に
よる損害、傷害、費用または損失等に対しては、保険金を支払いませ
ん。

（３）（本条（２）の規定にかかわらず、第２回目以降分割保険料の払込方法
が口座振替による場合であって、保険契約者がその分割保険料の払込
みを怠ったことについて故意および重大な過失がなかったときは、当
社は、「保険料払込期日の属する月の翌月末日」を「保険料払込期日の
属する月の翌々月末日」と読み替えてこの特約の規定を適用します。こ
の場合において、当社は保険料払込期日の属する月の翌々月の保険料
払込期日に請求する分割保険料をあわせて請求できるものとします。
ただし、この保険契約の保険期間中にこの規定（注）が既に適用され
ている場合には、当社は、保険契約者に対して、保険料払込期日到来
前の分割保険料の全額を一括して請求できるものとします。

（注） 　第５条（追加保険料領収前の事故）（３）③の規定ならびにこの保険契約に適用される他の特約

に定める「保険料払込期日の属する月の翌月末日」を「保険料払込期日の属する月の翌々月末日」

と読み替える規定および「追加保険料払込期日の属する月の翌月末日」を「追加保険料払込期日

の属する月の翌々月末日」と読み替える規定を含みます。

第４条（追加保険料の払込方法）

（１） 当社が第７条（保険料の返還または追加保険料の請求）の規定による
追加保険料を請求した場合は、次表のとおりとします。

区分 追加保険料の払込み
①  告知義務の規定に基づき告知

した内容が事実と異なる場合ま
たは通知義務の規定に定める事
実が発生した場合の規定に従い、
追加保険料を請求したとき。

保険契約者は、請求日にその全額を
一括して当社に払い込まなければな
りません。

②  契約条件変更の申出を承認す
る場合で、追加保険料を請求した
とき。

（２） 本条（１）の規定にかかわらず、保険契約者は、第７条（保険料の返
還または追加保険料の請求）の規定による追加保険料を変更確認書記
載の回数および金額に分割して、次表のとおり払い込むことができま
す。

（３）第２回目以降分割追加保険料の払込方法が口座振替による場合におい
て、追加保険料払込期日が提携金融機関の休業日に該当し、口座振替
によるその分割追加保険料の払込みがその休業日の翌営業日に行われ
たときは、当社は、追加保険料払込期日にその分割追加保険料の払込
みがあったものとみなします。

第５条（追加保険料領収前の事故）

（１）第４条（追加保険料の払込方法）（１）①の追加保険料を請求する場合
において、この保険契約の普通保険約款に定める当社による保険契約
の解除に関する規定により、この保険契約を解除できるときは、当社
は、変更日から追加保険料領収までの間に発生した事故による損害、傷
害、費用または損失等に対しては、保険金を支払いません。この場合
において、既に保険金を支払っていたときは、当社は、その返還を請
求することができます。

（２）第４条（追加保険料の払込方法）（１）②の規定により追加保険料を請
求する場合において、当社の請求に対して、保険契約者がその払込み
を怠ったときは、当社は、変更日から追加保険料領収までの間に発生
した事故による損害、傷害、費用または損失等に対しては、契約条件
変更の承認の請求がなかったものとして、この保険契約の普通保険約
款およびこれに適用される他の特約に従い、保険金を支払います。

（３）追加保険料が第４条（追加保険料の払込方法）（２）の定めるところに
より、分割して払い込まれる場合には、次のとおりとします。

　① 　保険契約者が第１回分割追加保険料について、その払込みを怠った
場合は、本条（１）および（２）の規定を適用します。

　② 　保険契約者が第２回目以降分割追加保険料について、その分割追加
保険料を払い込むべき追加保険料払込期日の属する月の翌月末日まで
その払込みを怠った場合は、その追加保険料払込期日の翌日以後に発
生した事故による損害、傷害、費用または損失等に対しては、保険金
を支払いません。

　③ 　上記②の規定にかかわらず、第２回目以降分割追加保険料の払込方
法が口座振替による場合であって、保険契約者がその分割追加保険料
の払込みを怠ったことについて故意および重大な過失がなかったとき
は、当社は、「追加保険料払込期日の属する月の翌月末日」を「追加保
険料払込期日の属する月の翌々月末日」と読み替えてこの特約の規定
を適用します。この場合において、当社は追加保険料払込期日の属す
る月の翌々月の追加保険料払込期日に請求する分割追加保険料をあわ
せて請求できるものとします。ただし、この保険契約の保険期間中に
この規定（注）が既に適用されている場合には、当社は、保険契約者
に対して、追加保険料払込期日到来前の分割追加保険料の全額を一括
して請求できるものとします。

（注）  第３条（保険料領収前の事故）（３）の規定ならびにこの保険契約に適用される他の特約に定め

る「保険料払込期日の属する月の翌月末日」を「保険料払込期日の属する月の翌々月末日」と読

み替える規定および「追加保険料払込期日の属する月の翌月末日」を「追加保険料払込期日の属

する月の翌々月末日」と読み替える規定を含みます

第６条（当社による保険契約の解除）

（１）当社は、次のいずれかに該当する場合には、保険契約者に対する書面に
よる通知をもって、この保険契約を解除することができます。

　① 　保険料払込期日（注１）の属する月の翌月末日までに、その保険料
払込期日（注１）に払い込まれるべき分割保険料（注２）の払込みが
ない場合

　② 　保険料払込期日（注１）までに、その保険料払込期日（注１）に払
い込まれるべき分割保険料（注２）の払込みがなく、かつ、次回保険料
払込期日（注３）までに、次回保険料払込期日（注３）に払い込まれる
べき分割保険料（注２）の払込みがない場合

（２）本条（１）の解除は、次の時から、それぞれ将来に向かってのみその効
力を生じます。

　① 　本条（１）①による解除の場合は、その分割保険料（注２）を払い
込むべき保険料払込期日（注１）または満期日のいずれか早い日

　② 　本条（１）②による解除の場合は、次回保険料払込期日（注３）また
は満期日のいずれか早い日

（注１） 第４条（追加保険料の払込方法）（２）の規定により追加保険料が分割して払い込まれる場合は、

追加保険料払込期日を含みます。

（注２） 第４条（追加保険料の払込方法）（２）の規定により追加保険料が分割して払い込まれる場合は、

分割追加保険料を含みます。

（注３） 第４条（追加保険料の払込方法）（２）の規定により追加保険料が分割して払い込まれる場合は、

次回追加保険料払込期日を含みます。

区分 保険料の払込み

①  第１回分割保険料 保険契約の締結と同時に当社に払い込む
ものとします。

②  第２回目以降分割保険料 保険料払込期日までに当社に払い込むも
のとします。

区分 追加保険料の払込み

①  第１回分割追加保険料 請求日に当社に払い込むものとしま
す。

②  第２回目以降分割追加保険料 追加保険料払込期日までに当社に払
い込むものとします。
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第７条（保険料の返還または追加保険料の請求）

この保険契約の普通保険約款およびこれに適用される他の特約の規定に
より保険料の返還または追加保険料の請求をすべき事由が発生した場合に
は、当社は、この保険契約の普通保険約款およびこれに適用される他の特
約の保険料の返還または追加保険料の請求に関する規定にかかわらず、当
社の定めるところにより、保険料の返還または追加保険料の請求をします。

第８条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないかぎ
り、この保険契約の普通保険約款およびこれに適用される他の特約の規定
を準用します。

用語の説明
この特約において使用される用語の説明は、普通保険約款「用語の説明」

による場合のほか、次表のとおりとします。

用語 説明
ひ 引受保険会社 保険証券記載の保険会社をいいます。

第１条（この特約の適用条件）

この特約は、この保険契約が引受保険会社による共同保険契約である場
合に適用されます。

第２条（独立責任）

この保険契約は、引受保険会社による共同保険契約であって、引受保険
会社は、保険証券記載のそれぞれの保険金額または引受割合に応じて、連
帯することなく単独別個に、保険契約上の権利を有し、義務を負います。

第 3条（幹事保険会社の行う事項）

保険契約者が保険契約の締結に際しこの保険契約の幹事保険会社として
指名した保険会社は、すべての引受保険会社のために次に掲げる事項を行
います。

 ① 　保険申込書の受領ならびに保険証券等の発行および交付
 ② 　保険料の収納および受領または返還
 ③ 　保険契約の内容の変更の承認または保険契約の解除
 ④ 　保険契約上の規定に基づく告知または通知に係る書類等の受領および

その告知または通知の承認
 ⑤ 　保険金請求権等の譲渡の通知に係る書類等の受領およびその譲渡の承

認または保険金請求権等の上の質権の設定、譲渡もしくは消滅の通知に
係る書類等の受領およびその設定、譲渡もしくは消滅の承認

 ⑥ 　保険契約に係る変更確認書の発行および交付または保険証券に対する
裏書等

 ⑦ 　保険の対象その他の保険契約に係る事項の調査
 ⑧ 　事故発生もしくは損害発生の通知に係る書類等の受領または保険金請

求に関する書類等の受領
 ⑨ 　損害の調査、損害の査定、保険金等の支払および引受保険会社の権利

の保全
 ⑩ 　その他上記①から⑨までの事務または業務に付随する事項

第４条（幹事保険会社の行為の効果）

この保険契約に関し幹事保険会社が行った第３条（幹事保険会社の行う
事項）に掲げる事項は、すべての引受保険会社がこれを行ったものとみな
します。

第５条（保険契約者等の行為の効果）

この保険契約に関し保険契約者等が幹事保険会社に対して行った通知そ
の他の行為は、すべての引受保険会社に対して行われたものとみなします。

共通支払限度額特約 

当社が賠償責任保険普通保険約款第３条（損害の範囲および支払保険金）
（２）により支払うべき保険金の額は、他人の身体の障害および財物の損壊
によって生じた損害を合算して保険証券記載の支払限度額を限度とします。

請負業者特別約款

用語の説明

この特別約款において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険
約款「用語の説明」による場合のほか、次のとおりとします。

（５０音順）
用語 説明

こ

工作車

作業場内および施設内における次のいずれかに該
当するものをいいます。
①　ブルドーザー、アングルドーザー、タイヤドー

ザー、スクレーパー、モーターグレーダー、レー
キドーザー、モータースクレーパー、ロータリー
スクレーパー、ロードスクレーパー（キャリオー
ル）、ロードローラー（マカダムロードローラー、
タンデムローラー、タイヤローラー等）、除雪用ス
ノープラウを設置した自動車、その他の排土また
は整地機械として使用する工作車

②　パワーショベル、ドラグライン、クラムシェル、
ドラグショベル、ショベルカー、スクープモービ
ル、ロッカーショベル、バケットローダー、ショ
べルローダー、その他の万能掘削機械として使用
する工作車

③　トラッククレーン、クローラクレーン、ホイー
ルクレーン、クレーンカー、その他の揚重機械と
して使用する工作車

④　フォークリフト、ストラドルキャリア、その他
の積込機械として使用する工作車

⑤　ポータブルコンプレッサー、ポータブルコンベ
ヤー、発電機自動車、コンクリートポンプ、ワゴ
ンドリル

⑥　上記①から⑤までの工作車をけん引するトラ
クター、整地または農耕用トラクター

⑦　コンクリートミキサーカー、ミキサーモービ
ル、コンクリートアジテーター、生コンクリート
運搬自動車、木材防腐加工自動車、高所作業車、芝
刈り機、清掃作業車

⑧　その他上記①から⑦に類するもの。ただし、ダ
ンプカーを含みません。

さ
作業場

主たる仕事または工事を行っている場所であって、
不特定多数の人が出入することを制限されている
場所をいいます。

第 1条（保険金を支払う場合）
（１） 当社が保険金を支払う賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約

款」といいます。）第１条（保険金を支払う場合）の損害（以下「損害」
といいます。）は、保険証券記載の仕事（以下「仕事」といいます。）の
遂行に起因しまたは仕事の遂行のために被保険者が所有、使用もしく
は管理する保険証券記載の施設（以下「施設」といいます。）に起因す
る損害に限ります。

（２） 普通保険約款、この特別約款およびこの特別約款に付帯される特約（以
下「普通保険約款等」といいます。）に規定する財物の「損壊」には、普
通保険約款「用語の説明」の規定にかかわらず、財物の紛失または盗
取を含み、詐取または横領を除きます。

第２条（被保険者）
（１） この特別約款において、被保険者とは次のいずれかに該当する者をい

います。ただし、次の②から⑧までに規定する者については、記名被
保険者の業務を遂行したことにより、法律上の損害賠償責任を負う場
合に限ります。

 ① 　保険証券に記載された被保険者（以下「記名被保険者」といいます。）
 ② 　記名被保険者が法人である場合には、記名被保険者の理事、取締役ま

たはその法人の業務を執行するその他の機関
 ③ 　記名被保険者が法人以外の社団である場合には、記名被保険者の構成員
 ④ 　記名被保険者の使用人
 ⑤ 　記名被保険者が自然人である場合には、記名被保険者の同居の親族
 ⑥ 　記名被保険者のすべての下請負人（以下「下請負人」といいます。）
 ⑦ 　下請負人が法人である場合には、その理事、取締役またはその法人の

業務を執行するその他の機関
 ⑧ 　下請負人の使用人

（２） 普通保険約款等の規定は、賠償責任保険追加特約第２条（被保険者相
互の関係）にかかわらず、本条（１）の被保険者間においては別個に
これを適用し、たがいに普通保険約款第１条（保険金を支払う場合）に
いう他人とみなします。

（３） 当社が支払うべき保険金の額は、被保険者の数にかかわらず、いかな
る場合においても保険証券に記載された支払限度額をもって限度とし
ます。

共同保険に関する特約

　本契約では施設所有（管理）者特別約款、生産物特別約款のみに適用され
ます。
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第３条（管理財物の範囲）
普通保険約款第２条（保険金を支払わない場合）③に規定する被保険者

の管理する財物とは次のいずれかに該当するものをいいます。
 ① 　被保険者が第三者から借用中の財物（注１）
 ② 　被保険者に支給された資材・商品等の財物（注２）
 ③ 　上記①および②を除き、被保険者の所有するまたは賃借する施設にお

いて貯蔵、保管、組立、加工、修理、点検等（注３）を目的として、被
保険者が受託している財物

 ④ 　上記①から③までを除き、被保険者が運送または荷役のために受託し
ている財物

 ⑤ 　上記①から④までを除き、目的がいかなる場合でも、現実に被保険者
の管理下にある財物（注４）

（注１） 借用中の財物には、レンタル、リース等による財物を含みます。

（注２） 被保険者に支給された資材・商品等の財物には、仕事の遂行のために使用する目的をもって購 

入する予定で被保険者が管理する財物を含みます。

（注３）加工、修理、点検等には、動物または植物に対する治療、美容、飼育、育成等を含みます。

（注４）現実に被保険者の管理下にある財物には、被保険者が仕事を遂行するにあたり、現実かつ直接 

的に作業を行っている財物を含みます。

第４条（保険金を支払わない場合－その１）
当社は、被保険者またはその下請負人が行う地下工事、基礎工事または

土地の掘削工事に伴い発生した次のいずれかに該当する偶然な事由につい
て、法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、保
険金を支払いません。

 ① 　土地の沈下、隆起、移動、振動もしくは土砂崩れに起因する土地の工
作物、その収容物もしくは付属物、植物または土地の損壊

 ② 　土地の軟弱化または土砂の流出もしくは流入に起因する地上の構築物
（注）、その収容物または土地の損壊

 ③ 　地下水の増減
（注）　構築物には、基礎および付属物を含みます。

第５条（保険金を支払わない場合－その２）
当社は、被保険者が次のいずれかに該当する損害賠償責任を負担するこ

とによって被る損害に対しては、保険金を支払いません。
 ① 　被保険者の下請負人またはその使用人が被保険者の業務（注１）に従

事中に被った身体の障害に起因する損害賠償責任
 ② 　次のいずれかの所有、使用または管理に起因する損害賠償責任。ただ

し、自動車または原動機付自転車（以下「自動車」といいます。）の所有、
使用または管理に伴う貨物の積込みまたは積卸し作業に起因する損害賠
償責任を除きます。

　 ア．航空機
　 イ．パラグライダー、ハンググライダー、パラセーリング、熱気球
　 ウ．自動車。ただし、出張して行う自動車の修理または整備を目的とし

て一時的に管理している場合を除きます。この場合であっても、走行し
ている間は自動車とみなします。

 ③ 　仕事の終了（注 2）または放棄の後に仕事の結果に起因する損害賠償
責任

 ④ 　被保険者の占有を離れ施設外にある財物に起因する損害賠償責任
 ⑤ 　じんあいに起因する損害賠償責任。ただし、不測かつ突発的な事故に

よるものを除きます。
 ⑥ 　騒音に起因する損害賠償責任
 ⑦ 　塗料またはその他の塗装用材料（以下「塗料」といいます。）の飛散を

防止するための養生等の措置を取らずに行われた塗装（注３）作業によ
る塗料の飛散または拡散に起因する損害賠償責任。ただし、容器などを
落下または転倒させたことにより塗料が飛散または拡散した場合を除き
ます

（注１） 業務とは、下請業務を含みます。

（注２） 仕事の終了とは、仕事の目的物の引渡しを要する場合は引渡しをいいます。

（注３） 塗装には、吹付けを含みます。

第６条（保険金を支払わない場合－その３）
（１） 当社は、被保険者が行うＬＰガス販売業務の遂行（注１）に起因して

生じた損害に対しては、保険金を支払いません。
（２） 本条（１）に規定するＬＰガス販売業務とは、ＬＰガスの供給および

これに伴うＬＰガスの製造、貯蔵、充てん、移動等の業務をいい、器
具（注２）の販売、貸与およびこれらの配管、取付け、取替え、点検、
修理等の作業を含みます。

（注１） ＬＰガス販売業務の遂行には、ＬＰガス販売業務のための事業所施設の所有、使用または管理

を含みます。

（注２） 器具とは、ＬＰガス容器その他のガス器具をいいます。

第７条（保険金を支払わない場合－その４）
（１） 当社は、第２条（被保険者）（２）の規定にかかわらず、被保険者が次

のいずれかに該当する損害賠償責任を負担することによって被る損害
に対しては、保険金を支払いません。

 ① 　第２条（１）①から⑧までに規定する被保険者が、下請負人に対して
負担する損害賠償責任

 ② 　第２条（１）⑥から⑧までに規定する被保険者が、記名被保険者に対
して負担する損害賠償責任

（２）当社は、普通保険約款第２条（保険金を支払わない場合）⑤に規定する
損害賠償責任のほか、工事に従事中の被保険者の使用人の身体の障害
につき、その使用人の使用者たる被保険者以外の被保険者が法律上の
損害賠償責任を負担することによって被る損害に対しても、保険金を
支払いません。

第８条（保険金を支払わない場合－その５）
当社は、直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用

人その他被保険者の業務の補助者が行う次のいずれかに該当する行為に起
因する損害に対しては、保険金を支払いません。

 ① 　身体の障害の治療・軽減・予防・矯正、診察、診断、療養の方法の指
導、出産の立会い、検案、診断書・検案書・処方せんの作成・交付等の
医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師ま
たは歯科医師以外の個人が行うことを許されていない行為。ただし、法
令により医師または歯科医師以外の個人が行うことを許されている行為
を除きます。

 ② 　はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令によ
り、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師または柔道整復師以外
の個人が行うことを許されていない行為を含みます。

第９条（工作車の取扱い）
（１）作業場内および施設内における工作車は、第５条（保険金を支払わない

場合－その２）②にいう自動車とはみなしません。
（２）当社は、普通保険約款第２５条（他の保険契約等がある場合の支払保険

金）の規定にかかわらず、工作車の所有、使用または管理に起因して
当社が保険金を支払うべき損害が発生した場合において、その工作車
について自動車損害賠償責任保険（注１）の契約を締結すべきもしく
は締結されているときまたは自動車保険（注２）契約が締結されてい
るときは、その損害の額がその自動車損害賠償責任保険（注１）契約
および自動車保険（注２）契約により支払われるべき保険金（注３）の
額とその免責金額の合算額を超過する場合に限り、その超過額のみに
対して、保険金を支払います｡

（３）本条（２）の場合は、当社は、自動車損害賠償責任保険（注１）契約お
よび自動車保険（注２）契約により支払われるべき保険金（注３）の
額の合算額とその免責金額の合算額または保険証券に記載された免責
金額のいずれか大きい金額を免責金額として、普通保険約款第３条（損
害の範囲および支払保険金）（２）の規定を適用します。

（注１） 自動車損害賠償責任保険とは、自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）に基づく責

任保険をいい、責任共済を含みます。

（注２） 自動車保険には、自動車共済を含みます。

（注３） 保険金には、共済金を含みます。

第１０条（貨物の積込み・積卸しに関する自動車保険等との関係）
（１）当社は、普通保険約款第２５条（他の保険契約等がある場合の支払保

険金）の規定にかかわらず、第５条（保険金を支払わない場合－その２）
②に規定する自動車の所有、使用または管理に伴う貨物の積込みまた
は積卸し作業に起因して当社が保険金を支払うべき損害が発生した場
合において、その自動車について自動車損害賠償責任保険（注１）の
契約を締結すべきもしくは締結されているときまたは自動車保険（注
２）契約が締結されているときは、その損害の額がその自動車損害賠
償責任保険（注１）契約および自動車保険（注２）契約により支払わ
れるべき保険金（注３）の額とその免責金額の合算額を超過する場合
に限り、その超過額のみに対して、保険金を支払います。

（２）本条（１）の場合は、当社は、自動車損害賠償責任保険（注１）契約お
よび自動車保険（注２）契約により支払われるべき保険金（注３）の
額の合算額とその免責金額の合算額または保険証券に記載された免責
金額のいずれか大きい金額を免責金額として、普通保険約款第３条（損
害の範囲および支払保険金）（２）の規定を適用します。

（注１） 自動車損害賠償責任保険とは、自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）に基づく責

任保険をいい、責任共済を含みます。

（注２） 自動車保険には、自動車共済を含みます。

（注３） 保険金には、共済金を含みます。
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第１１条（保険期間の延長）
保険証券記載の保険期間内に仕事が終了しない場合は、保険契約者また

は被保険者は仕事が終了しない理由および終了予定日を遅滞なく書面を
もって当社に通知するものとし、保険期間は、仕事の終了または放棄の時
まで自動的に延長されるものとします。ただし、正当な理由がなくて、そ
の通知が行われずもしくは遅滞した場合または当社が別段の意思表示をし
た場合を除きます。

第１２条（普通保険約款の適用除外）
この特別約款においては、普通保険約款第６条（保険責任のおよぶ地域）

のただし書の規定は適用しません。

第１３条（準用規定）
この特別約款に規定しない事項については、この特別約款の趣旨に反し

ない限り、普通保険約款の規定を準用します。

第１条（保険金を支払う場合）
保険契約者は、記名被保険者（注）の行う保険証券に記載された仕事（以

下「仕事」といいます。）のすべてを当社の賠償責任保険に付すものとし、
当社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）、
請負業者特別約款（以下「特別約款」といいます。）およびこの保険契約に
付帯される特約の規定に従い、被保険者の被る損害（以下「損害」といい
ます。）に対して保険金を支払います。

（注）　記名被保険者とは、保険証券の記名被保険者欄に記載された被保険者をいいます。

第２条（保険責任の始期および終期）
当社の保険責任は、仕事の着手時に始まり、仕事の終了時に終わります。

ただし、当社は、保険証券に記載された保険期間の開始前および終了後に
生じた事故による損害に対しては、保険金を支払いません。

第３条（保険料算出の基礎）
賠償責任保険追加特約第５条（保険料の精算）（２）①の規定にかかわら

ず、この保険契約において保険料を定めるために用いる完成工事高（注）と
は、次のいずれかをいいます。

 ① 　保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（１年間）において、被
保険者が行った保険証券記載のすべての仕事に対する対価の総額の保険
期間に対する日割の額

 ② 　保険契約締結時に上記①に規定する「完成工事高」が存在しない場合
には、被保険者の事業計画書等に計画された保険証券記載のすべての仕
事に対する１年間の対価の総額

（注）　完成工事高には、売上高を含みます。

第４条（保険期間延長の取扱い）
当社は、特別約款第１１条（保険期間の延長）の規定は適用しません。

第５条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、

普通保険約款および特別約款の規定を準用します。

用語の説明
この特約において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険約款

および請負業者特別約款の「用語の説明」による場合のほか、次のとおり
とします。

（５０音順）
用語 説明

う 請負業者
グループ

発注者グループから仕事を請け負う請負業者特別
約款第２条（被保険者）（１）①に定める記名被保
険者および同⑥に定める下請負人をいいます。

は
発注者グループ

この保険契約において対象とする仕事の発注者
（注）をいい、下請業者にとっての元請業者を含み
ません。

（注）発注者とは、建築主等の発注者をいいます。

第１条（被保険者）
この保険契約においては、請負業者特別約款（以下「特別約款」といい

ます。）第２条（被保険者）（１）に定める被保険者のほか、発注者グルー
プの構成員を被保険者に含みます。

第２条（他の被保険者との関係）
賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）、特別

約款およびこの保険契約に付帯される他の特約の規定は、賠償責任保険追
加特約第２条（被保険者相互の関係）の規定にかかわらず、発注者グルー
プに属する被保険者および特別約款第２条（被保険者）（１）に定める被保
険者については別個にこれを適用し、たがいに普通保険約款第１条（保険
金を支払う場合）にいう他人とみなします。

第３条（保険金を支払わない場合）
当社は、普通保険約款第２条（保険金を支払わない場合）および特別約

款の保険金を支払わない場合の規定のほか、被保険者が同一グループに属
する被保険者間の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して
は、保険金を支払いません。

第４条（保険金を支払わない場合の適用除外）
当社は、請負業者グループに属する被保険者の使用人がこの保険契約の

対象とする業務に従事中に被った身体の障害に起因する損害賠償責任につ
いて、発注者グループに属する被保険者が負担する損害賠償責任について
は、特別約款第５条（保険金を支払わない場合－その２）①および特別約
款第７条（保険金を支払わない場合－その４）（２）の規定を適用しません。

第５条（支払限度額）
当社が支払うべき保険金の額は、被保険者の数にかかわらず、いかなる

場合においても保険証券に記載された支払限度額をもって限度とします。

第６条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、

普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特約の規定
を準用します。

用語の説明
この特約において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険約款

および請負業者特別約款の「用語の説明」による場合のほか、次のとおり
とします。

用語 説明
ほ 補償管理財物 請負業者特別約款第３条（管理財物の範囲）⑤に規

定する財物をいいます。

第１条（保険金を支払う場合）
当社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）

第２条（保険金を支払わない場合）③の規定にかかわらず、補償管理財物
の損壊について、その財物につき正当な権利を有する者に対して、被保険
者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（以下「補償
管理財物損害」といいます。）に対して、この特約に従い、保険金を支払い
ます。

第２条（保険金を支払わない場合）
当社は、普通保険約款第２条（保険金を支払わない場合）および請負業

者特別約款（以下「特別約款」といいます。）の保険金を支払わない場合の
規定のほか、補償管理財物損害のうち、次のいずれかに該当する事由に起
因する損害に対しては、保険金を支払いません。

 ① 　被保険者の代理人またはそれらの者の使用人が行いまたは加担した補
償管理財物の盗取

 ② 　被保険者の使用人、代理人または下請負人が所有しまたは私用に供す
る補償管理財物の損壊

 ③ 　補償管理財物の自然の消耗または性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、
さび、汗ぬれ、その他これらに類似の事由またはねずみ食いもしくは虫
食い

 ④ 　補償管理財物の目減り、原因不明の数量不足または自然発火もしくは
自然爆発

包括契約特約⑦（T7）
（事故発生ベース・仕事通知不要・確定保険料方式）

交差責任補償特約Ｂ（請負用・Both-Way）（21）

管理財物損壊補償特約（W1）



5151

 ⑤ 　補償管理財物が寄託者または貸主に返還された日から３０日を経過し
た後に発見された補償管理財物の損壊

 ⑥ 　被保険者が補償管理財物に対して行う通常の作業工程上生じた修理、
点検もしくは加工（注）の拙劣または仕上不良等

（注）　修理、点検もしくは加工には、動物または植物に対する治療、美容、飼育、育成等を含みます。

第３条（支払限度額）
（１） 当社が、補償管理財物損害に対して支払うべき普通保険約款第３条（損

害の範囲および支払保険金）（１）①に定める損害賠償金は、補償管理
財物が被害を受ける直前の状態に復旧するのに要する修理費のみとし、
補償管理財物が事故の生じた地および時において、もし損害を受けて
いなければ有するであろう価額を超えないものとします。

（２） 当社は、いかなる場合も、補償管理財物の使用不能（注）に起因して
被保険者が負担する法律上の損害賠償責任に対しては、保険金を支払
いません。

（３） 当社が、補償管理財物損害について１回の事故につき支払うべき保険
金の額は、別表に記載する金額を限度とします。

（４） 本条（３）に規定する限度額は、保険証券に記載された特別約款の財
物損壊の支払限度額に含まれるものとします。

（注）　使用不能には、得べかりし利益の喪失を含みます。

第４条（免責金額）
（１） 当社がこの特約により保険金を支払う場合には、１回の事故について、

保険証券に記載された特別約款の財物損壊の免責金額を適用します。
（２） 本条（１）の免責金額は、補償管理財物損害のほかに当社が保険金を

支払うべき損害がある場合であっても、それぞれの損害に対して別個
にこれを適用せず、１回の事故につき１回のみ適用するものとします。

第５条（適用除外）
この特約は、次のいずれかに該当する業務には適用しません。

 ① 　この保険契約にビルメンテナンス業者特約が付帯されている場合、ビ
ルメンテナンス業者特約第１条（対象とする仕事）に規定するビルメン
テナンス業務

 ② 　この保険契約に運送業者特約が付帯されている場合、運送業者特約第
１条（保険金を支払う場合）（１）に規定される引越業務または運送業務

第６条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、

普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特約の規定
を準用します。

別表　支払限度額

保険証券に記載された特別約款の財物損壊の支払限度額のとおりとしま
す。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として異なる金額が記載さ
れている場合には、その額を適用します。

被害者対応費用補償特約（88）

この特約において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険約款
およびこの保険契約に付帯される特別約款の「用語の説明」による場合の
ほか、次のとおりとします。

第１条（保険金を支払う場合）

当社は、この保険契約に付帯される特別約款（以下「特別約款」といい
ます。）第１条（保険金を支払う場合）に損害の原因と規定されている事由

に起因して、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいま
す。）第１条（保険金を支払う場合）に規定する事故が発生し、身体の障害
を被った者（以下「被害者」といいます。）がその身体の障害を直接の原因
としてその事故の日からその日を含めて１８０日以内に医師による治療が
必要となった場合において、被保険者が被害者対応費用を当社の同意を得
て負担したことによって被る損害に対して、この特約に従って、被害者対
応費用保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合）
当社は、直接であると間接であるとを問わず、次のいずれかに該当する事

由によって生じた被害者対応費用に対しては、被害者対応費用保険金を支払
いません。

 ①　被害者対応費用を受け取るべき者（注）の故意
 ②　保険契約者、被保険者または被害者対応費用を受け取るべき者（注）の

闘争行為、自殺行為または犯罪行為
 ③　被害者対応費用を受け取るべき者（注）と生計を共にする同居の親族

または生計を共にする別居の未婚の子の行為
 ④　被害者の心神喪失
 ⑤　被保険者または被保険者の指図による暴行または殴打

（注）被害者対応費用を受け取るべき者には、被害者を含みます。

第３条（損害賠償金との関係）
この特約により被害者対応費用保険金が支払われた後に、被保険者が法

律上の損害賠償責任を負担する場合には、この特約により支払われた被害
者対応費用保険金のうち、被保険者が負担すべき法律上の損害賠償責任部
分に相当する額は、普通保険約款第３条（損害の範囲および支払保険金）

（１）①に規定する損害賠償金として支払われるべき保険金に充当します。

第４条（支払限度額）
（１）この特約により当社が支払う被害者対応費用保険金の額は、被保険者の

数にかかわらず、１回の事故につき被害者１名について、別表１に記
載する金額を限度とします。

（２）この特約により当社が支払う被害者対応費用保険金の額は、１事故およ
び保険期間中通算で別表２に記載する金額を限度とします。ただし、既
に支払われた被害者対応費用保険金が第３条（損害賠償金との関係）の
規定により損害賠償金として支払われるべき保険金に充当される場合、
その充当される金額は、既に支払われた被害者対応費用保険金の額か
ら除くものとします。

第５条（他の保険契約等がある場合の支払保険金）
（１）被害者対応費用について他の保険契約等（注１）がある場合において、

それぞれの支払責任額（注２）の合計額が被害者対応費用の額（注３）
以下のときは、当社は、この保険契約の支払責任額（注２）を被害者
対応費用保険金の額とします。

（２）被害者対応費用について他の保険契約等（注１）がある場合において、
それぞれの支払責任額（注２）の合計額が、被害者対応費用の額（注
３）を超えるときは、当社は、次に定める額を被害者対応費用保険金
の額とします。

区分 被害者対応費用保険金の額
①  他の保険契約等（注１）から保

険金または共済金が支払われて
いない場合

この特約の支払責任額（注２）

②  他の保険契約等（注１）から保
険金または共済金が支払われた
場合

被害者対応費用の額（注３）から、他
の保険契約等（注１）から支払われ
た保険金または共済金の合計額を差
し引いた残額。ただし、この特約の
支払責任額（注２）を限度とします。

（注１）他の保険契約等とは、この保険契約の全部または一部に対して支払責任が同じである他の保険

契約または共済契約をいいます。

（注２）支払責任額とは、それぞれの保険契約または共済契約について、他の保険契約または共済契約

がないものとして算出した被害者対応費用に関して支払うべき保険金または共済金の額をいいま

す。

（注３）被害者対応費用の額とは、それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の適用がある場合は、

そのうち最も低い免責金額を差し引いた額とします。

第６条（被害者対応費用保険金の請求）

（１）当社に対する被害者対応費用保険金の請求権は、被保険者が被害者対応
費用を負担した時から発生し、これを行使することができるものとし
ます。

（２）被保険者が被害者対応費用保険金の支払を請求する場合は、普通保険約
款第２６条（保険金の請求）（３）の規定による書類または証拠のほか、

用語の説明

用語 説明
し

身体の障害 傷害または疾病をいい、これらに起因する後遺障害お
よび死亡を含みます。

ひ

被害者対応
費用

原因となった事故の発生の日からその日を含めて１年
以内に被保険者が負担した見舞品の購入、見舞金また
は弔慰金に要した費用（注１）をいいます。
ただし、社会通念上妥当な額を限度とし、被害者が損
害賠償請求を行う意思を有していないにもかかわら
ず、被保険者の社会的地位、取引上の政策、個人的同
情等を理由としてなされる給付（注２）を除きます

（注１）費用とは、現実に支出した通常要する費用に限ります。

（注２）社会的地位、取引上の政策、個人的同情等を理由としてなされる

給付は、名目を問いません。
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共
通

次の書類または証拠のうち、当社が求めるものを提出しなければなり
ません。

保険金請求に必要な書類または証拠
①  公の機関（注）の事故証明書
②  被害者対応費用の請求書または見積書等被害者対応費用の発生を証

明する書類
③  被害者以外の医師の診断書
④  被害者またはその法定相続人の受領証等被害者対応費用の支払を証

明する書類

（３）被害者対応費用保険金の請求権は、本条（１）に定める時の翌日から
起算して３年を経過した場合は、時効によって消滅します。

（注）公の機関とは、やむを得ない場合には、第三者とします。

第７条（普通保険約款の読み替え）
この特約については、普通保険約款を次のとおり読み替えて適用します。

①　第５条（保険料の払込方法）（２）、第６条（保険責任のおよぶ地域）、第
７条（告知義務）（６）、第８条（通知義務）（４）および（５）、第１５条

（重大事由がある場合の当社による保険契約の解除）（３）ならびに第２２
条（追加保険料領収前の事故）（１）および（２）の規定中「事故による
損害」とあるのは「事故に起因する被害者対応費用」

②　第２条（保険金を支払わない場合）の規定中「損害賠償責任を負担する
ことによって被る損害」とあるのは「事由に起因する被害者対応費用」

③　第２条（保険金を支払わない場合）①、②および④から⑨までの規定中
「損害賠償責任」とあるのは「被害者対応費用」

④　第１５条（重大事由がある場合の当社による保険契約の解除）（１）①、
第２７条（保険金の支払）（１）および（２）ならびに第２８条（代位）

（１）の規定中「損害」とあるのは「被害者対応費用」
⑤　第２７条（保険金の支払）（注１）の規定中「第２６条（保険金の請求）
（３）」とあるのは「第２６条（保険金の請求）（３）および被害者対応費
用補償特約第６条（被害者対応費用保険金の請求）（２）

第８条（特別約款等の読み替え）
この特約については、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特

約における保険金を支払わない場合の規定中、「損害賠償責任」または「賠
償責任」とあるのを、「被害者対応費用」と読み替えて適用します。

第９条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、

普通保険約款および特別約款の規定を準用します。

別表１　１回の事故につき被害者１名についての支払限度額
支払限度額 １万円

別表２　１事故および保険期間中限度額
支払限度額 50 万円

初期対応費用補償特約（88）
用語の説明

この特約において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険約款
およびこの特約が付帯される特別約款の「用語の説明」による場合のほか、
次のとおりとします。

用語 説明
し

初期対応費用

被保険者が緊急的対応のために現実に支出した次の
いずれかに該当する費用（注）であって、損害の発生
もしくは拡大の防止または事故による被保険者の損
害賠償責任に関する争訟の解決について有益かつ必
要と当社が認めた費用をいいます。
①　事故現場の保存に要する費用
②　事故現場の取片付けに要する費用
③　事故状況または原因を調査するために要した費用
④　被保険者の役員または使用人を事故現場に派遣

するために要した交通費または宿泊費
⑤　通信費
⑥　この特約が生産物特別約款に付帯された場合に

おいて、生産物特別約款第１条（保険金を支払う場
合）（１）に規定する損害が発生したとき、その損
害の原因となったその生産物自体の保存、取片付け
または回収に要した費用。ただし、生産物特別約款
第７条（保険金を支払わない場合－その３）および
第８条（保険金を支払わない場合－その４）に規定
する損害が発生した場合を除きます。

（注）　費用は、通常要する費用に限ります。

第１条（保険金を支払う場合）

当社は、この特約が付帯される特別約款（以下「特別約款」といいます。）
の第１条（保険金を支払う場合）に規定される損害の原因となる事由に起
因して、保険期間中に賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」と
いいます。）第１条（保険金を支払う場合）に規定する事故が発生した場合
において、被保険者が初期対応費用を負担することによって被る損害に対
して、この特約に従い、初期対応費用保険金を支払います。

第２条（支払保険金）

当社がこの特約により支払うべき初期対応費用保険金の額は、次の算式
によって算出される額とします。ただし、１回の事故につき別表に記載す
る金額を限度とします。

初期対応費用保険金の額 ＝ 初期対応費用の額

第３条（初期対応費用保険金の請求）

（１）当社に対する初期対応費用保険金の請求権は、被保険者が初期対応費用
を負担した時から発生し、これを行使することができるものとします。

（２）被保険者が初期対応費用保険金の支払を請求する場合は、普通保険約款
第２６条（保険金の請求）（３）の規定による書類または証拠のほか、次
の書類または証拠のうち、当社が求めるものを提出しなければなりま
せん。

保険金請求に必要な書類または証拠
①  初期対応費用の請求書または見積書等、初期対応費用の発生を証明す

る書類
②  初期対応費用に関する領収書等、初期対応費用の支払を証明する書類

（３）初期対応費用保険金の請求権は、本条（１）に定める時の翌日から起算
して３年を経過した場合は、時効によって消滅します。

第４条（普通保険約款等の読み替え）

（１）この特約については、普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付
帯される他の特約における保険金を支払わない場合の規定中、「法律上
の損害賠償責任」、「損害賠償責任」または「賠償責任」とあるのは、「初
期対応費用」と読み替えて適用します。

（２）この特約については、普通保険約款第２７条（保険金の支払）（注１）
の規定中、「第２６条（保険金の請求）（３）」とあるのは、「第２６条

（保険金の請求）（３）および初期対応費用補償特約第３条（初期対応
費用保険金の請求）（２）」と読み替えて適用します。

第５条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、

普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特約の規定
を準用します。
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別表　１事故支払限度額

次のいずれか低い額とします。ただし、保険証券にこの特約の１事故限度
額として異なる金額が記載されている場合は、その額を適用します。
① 特別約款の身体障害の１事故限度額
② 特別約款の財物損壊の１事故限度額
③ １，０００万円

訴訟対応費用補償特約（88）
用語の説明

この特約において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険約款
およびこの特約が付帯される特別約款の「用語の説明」による場合のほか、
次のとおりとします。

用語 説明
そ

訴訟対応費用

日本国の裁判所に訴訟が提起された場合に、被保険
者が現実に支出した次のいずれかに該当する費用

（注）であって、被保険者に対する損害賠償請求訴
訟の解決について必要かつ有益と当社が認めた費
用をいいます。
①　被保険者の使用人の超過勤務手当または臨時

雇用費用
②　被保険者の役員または使用人の交通費または

宿泊費
③　訴訟に関する必要文書作成にかかる費用
④　被保険者または外部の実験機関が事故を再現

するための実験に要する費用。ただし、事故の原
因や状況を調査するために要した額を限度とし、　
事故後の製品開発・改良等を目的とする実験費用
を含みません。

⑤　意見書または鑑定書の作成にかかる費用
⑥　増設したコピー機の賃借費用

（注）　費用は、通常要する費用に限ります。

第１条（保険金を支払う場合）
当社は、この特約が付帯される特別約款（以下「特別約款」といいます。）

および特別約款に付帯される他の特約において当社が保険金を支払うべき
損害に、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）
第３条（損害の範囲および支払保険金）（１）⑥に規定する争訟費用が含ま
れている場合に限り、被保険者がその訴訟に関する訴訟対応費用を負担す
ることによって被る損害に対して、この特約に従い、訴訟対応費用保険金
を支払います。

第２条（支払保険金）

当社がこの特約により支払うべき訴訟対応費用保険金の額は、次の算式
によって算出される額とします。ただし、　１回の事故につき別表に記載す
る金額を限度とします。

初期対応費用保険金の額 ＝ 初期対応費用の額

第３条（訴訟対応費用保険金の請求）
（１）当社に対する訴訟対応費用保険金の請求権は、被保険者が訴訟対応費用

を負担した時から発生し、これを行使することができるものとします。
（２）被保険者が訴訟対応費用保険金の支払を請求する場合は、普通保険約款

第２６条（保険金の請求）（３）の規定による書類または証拠のほか、次
の書類または証拠のうち、当社が求めるものを提出しなければなりま
せん。

保険金請求に必要な書類または証拠
①  訴訟対応費用の請求書または見積書等、訴訟対応費用の発生を証明す

る書類
②  訴訟対応費用に関する領収書等、訴訟対応費用の支払を証明する書類

（３）訴訟対応費用保険金の請求権は、本条（１）に定める時の翌日から起算
して３年を経過した場合は、時効によって消滅します。

第４条（普通保険約款等の読み替え）
（１）この特約については、普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付

帯される他の特約における保険金を支払わない場合の規定中、「法律上
の損害賠償責任」、「損害賠償責任」または「賠償責任」とあるのは、「訴
訟対応費用」と読み替えて適用します。

（２）この特約については、普通保険約款第２７条（保険金の支払）（注１）
の規定中、「第２６条（保険金の請求）（３）」とあるのは、「第２６条

（保険金の請求）（３）および訴訟対応費用補償特約第３条（訴訟対応
費用保険金の請求）（２）」と読み替えて適用します。

第５条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、

普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特約の規定
を準用します。

別表　１事故支払限度額
次の①から③までのいずれか低い額とします。ただし、保険証券にこの特
約の１事故限度額として異なる金額が記載されている場合には、その額を
適用します。
① 特別約款の身体障害の１事故限度額
② 特別約款の財物損壊の１事故限度額
③ １，０００万円

データ損壊復旧費用補償特約 （HC）
用語の説明

この特約において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険約款
および請負業者特別約款の「用語の説明」による場合のほか、次のとおり
とします。

（５０音順）
用語 説明

し

情報システム

コンピュータ・システムを中心とする情報処理お
よび通信にかかるシステムならびにネットワー
ク（注）をいいます。

（注）ネットワークとは、通信のために用いられる装置および回線
をいいます。

て
データ損壊
復旧費用

消失もしくは損壊した電子情報の修復、再製作ま
たは再取得費用をいいます。ただし、被保険者以
外の第三者が作業を行い、それに伴い発生した費
用に限ります。

電子情報

情報システムで取り扱われる電子的・光学的に存
在する情報および磁気ディスクまたは光ディス
ク等の外部記憶装置に電子的・光学的に記録され
たプログラム、データ等の情報をいいます。

第１条（保険金を支払う場合）
当社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）

第１条（保険金を支払う場合）の規定にかかわらず、請負業者特別約款（以
下「特別約款」といいます。）第１条（保険金を支払う場合）（１）に規定
される損害の原因となる事由に起因して、保険期間中に他人が所有または
使用する電子情報を消失または損壊した場合において、被保険者がデータ
損壊復旧費用を負担することによって被る損害に対して、この特約に従い、
データ損壊復旧費用保険金を支払います。

第２条（支払保険金）
（１）当社がこの特約により支払うべきデータ損壊復旧費用保険金の額は、１

回の事故について、次の算式によって算出される額とします。ただし、
１回の事故につき別表に記載する金額を限度とします。

データ損壊復旧
費用保険金の額 ＝ データ損壊復旧

費用の額
ー 保険証券記載の特別約款

の財物損壊の免責金額

（２）本条（１）に規定する限度額は、保険証券に記載された特別約款の財物
損壊の支払限度額に含まれるものとします。

（３）本条（１）の免責金額は、第１条（保険金を支払う場合）の損害のほか
に当社が保険金を支払うべき損害がある場合であっても、それぞれの
損害に対して別個にこれを適用せず、１回の事故につき１回のみ適用
するものとします。

第３条（データ損壊復旧費用保険金の請求）
（１）当社に対するデータ損壊復旧費用保険金の請求権は、被保険者がデータ

損壊復旧費用を負担した時から発生し、これを行使することができる
ものとします。

（２）被保険者がデータ損壊復旧費用保険金の支払を請求する場合は、普通保
険約款第２６条（保険金の請求）（３）の規定による書類または証拠の
ほか、次の書類または証拠のうち、当社が求めるものを提出しなけれ
ばなりません。
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保険金請求に必要な書類または証拠
①　データ損壊復旧費用の請求書または見積書等、データ損壊復旧費用

の発生を証明する書類
②　データ損壊復旧費用に関する領収書等、データ損壊復旧費用の支払

を証明する書類

（３）データ損壊復旧費用保険金の請求権は、本条（１）に定める時の翌日か
ら起算して３年を経過した場合は、時効によって消滅します。

第４条（普通保険約款等の読み替え）
（１）この特約については、普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付

帯される他の特約における保険金を支払わない場合の規定中、「法律上
の損害賠償責任」、「損害賠償責任」または「賠償責任」とあるのは、

「データ損壊復旧費用」と読み替えて適用します。
（２）この特約については、普通保険約款第２７条（保険金の支払）（注１）

の規定中、「第２６条（保険金の請求）（３）」とあるのは、「第２６条
（保険金の請求）（３）およびデータ損壊復旧費用補償特約第３条（デー
タ損壊復旧費用保険金の請求）（２）」と読み替えて適用します。

第５条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、

普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特約の規定
を準用します。

別表　支払限度額
次の①または②のいずれか低い額とします。ただし、保険証券にこの特約
の支払限度額として異なる金額が記載されている場合には、その額を適用
します。
① １，０００万円
② 保険証券に記載された特別約款の財物損壊の支払限度額

人格権侵害補償特約 （Q4）
用語の説明

この特約において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険約款
およびこの特約が付帯される特別約款の「用語の説明」による場合のほか、
次のとおりとします。

用語 説明
ふ

不当行為

次のいずれかに該当する不当な行為をいいます。
①　不当な身体の拘束による自由の侵害または名

誉毀損
②　口頭、文書、図画、映像その他これらに類する

表示行為による名誉毀損またはプライバシーの
侵害

第１条（保険金を支払う場合）
当社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）

第１条（保険金を支払う場合）の規定にかかわらず、この特約が付帯され
る特別約款（以下「特別約款」といいます。）の第１条（保険金を支払う場
合）に規定される損害の原因となる事由に起因して、保険期間中に被保険
者または被保険者以外の者が行った不当行為により、被保険者が法律上の
損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して、この特約に従い、
保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合）
当社は、普通保険約款第２条（保険金を支払わない場合）および特別約

款の保険金を支払わない場合の規定のほか、被保険者が次のいずれかに該
当する損害賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、保険金
を支払いません。
①　被保険者によって、または被保険者の了解もしくは同意に基づいて被

保険者以外の者によって行われた犯罪行為（注）に起因する損害賠償責
任

②　直接であると間接であるとを問わず、被保険者による採用、雇用また
は解雇に関して、被保険者または被保険者以外の者によって行われた不
当行為に起因する損害賠償責任

③　最初の不当行為が保険期間開始前になされ、その継続または反復とし
て、被保険者または被保険者以外の者によって行われた不当行為に起因
する損害賠償責任

④　事実と異なることを知りながら、被保険者によってまたは被保険者の
指図により被保険者以外の者によって行われた不当行為に起因する損害
賠償責任

⑤　被保険者によってまたは被保険者のために被保険者以外の者によって

行われた広告宣伝活動、放送活動または出版活動に起因する損害賠償責
任

（注）  犯罪行為には、過失犯を含みません。

第３条（支払限度額）
当社がこの特約により支払うべき保険金の額は、普通保険約款第３条（損

害の範囲および支払保険金）（１）①から④までに規定する損害賠償金およ
び費用の合計額について、被害者１名および１回の事故につき別表に記載
する金額を限度とします。

第４条（免責金額）
（１）当社がこの特約により保険金を支払う場合には、１回の事故について、

保険証券に記載された特別約款の身体障害の免責金額を適用します。
（２）本条（１）の免責金額は、第１条（保険金を支払う場合）の損害のほか

に当社が保険金を支払うべき損害がある場合であっても、それぞれの
損害に対して別個にこれを適用せず、１回の事故につき１回のみ適用
するものとします。

第５条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、

普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特約の規定
を準用します。

別表　支払限度額
１名限度額は、１００万円とします。ただし、保険証券にこの特約の１名
限度額として異なる金額が記載されている場合には、その額を適用します。
１事故限度額は、次のいずれか低い額とします。ただし、保険証券にこの
特約の１事故限度額として異なる金額が記載されている場合には、その額
を適用します。
① 特別約款の身体障害の１事故限度額
② １，０００万円

第１条（保険金を支払う場合）
（１）当社は、保険証券記載の仕事（以下「仕事」といいます。）の遂行のた

めに、作業場内および保険証券記載の施設内において使用または管理
する請負業者特別約款（以下「特別約款」といいます。）第３条（管理
財物の範囲）①に規定する財物（以下「借用財物」といいます。）また
は仕事の遂行のために被保険者に支給された特別約款第 3 条（管理財
物の範囲）②に規定する財物（以下「支給財物」といいます。）の損壊
または盗取されたことに起因して、被保険者が借用財物または支給財
物について正当な権利を有する者に対して法律上の損害賠償責任を負
担することによって被る損害（以下「借用財物損害」または「支給財
物損害」といいます。）に対して、この特約の規定に従って、保険金を
支払います。

（２）本条（１）に規定する「損壊」には、特別約款第１条（保険金を支払う
場合）（２）にかかわらず、紛失、盗取、詐取または横領を含みません。

（３）本条（１）にいう作業場とは、主たる仕事または工事を行っている場所
で不特定多数の人が出入することを制限されている場所をいいます。

（４）この特約において、借用財物には、仕事の遂行のために被保険者がリー
ス契約またはレンタル契約に基づき他人から借りている財物（注）を
含みます。

（注）  リース契約またはレンタル契約に基づき他人から借りている財物には、自動車を含みます。

第２条（支払限度額）
（１）当社が、借用財物損害または支給財物損害に対して支払う賠償責任保険

普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）第３条（損害の範囲
および支払保険金）（１）①に定める損害賠償金は、借用財物または支給
財物が被害を受ける直前の状態に復旧するのに要する修理費のみとし、
借用財物または支給財物が事故の生じた地および時において、もし損害
を受けていなければ有するであろう価額を超えないものとします。

（２）当社は、いかなる場合も、借用財物または支給財物の使用不能に起因し
て被保険者が負担する法律上の損害賠償責任（注）に対しては、保険
金を支払いません。

（３）当社が、借用財物損害または支給財物損害について１回の事故について
支払うべき保険金の額は、別表１に記載の額を限度とします。

（４）本条（３）に規定する限度額は、特別約款第１条（保険金を支払う場
合）に規定する損害のうち財物の損壊に起因する損害に対する保険金
の支払額について適用されるべき保険証券記載の一事故支払限度額に
含まれるものとします。

借用・支給財物損壊補償特約（オプション（1））（88）
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（注）  借用財物または支給財物の使用不能に起因して被保険者が負担する法律上の損害賠償責任には、

得べかりし利益の喪失に起因する損害賠償責任を含みます。

第３条（免責金額）
借用財物損害または支給財物損害について当社が保険金を支払う場合に

は、１回の事故について別表２に記載の免責金額を適用します。

第４条（保険金を支払わない場合）
当社は、直接であると間接であるとを問わず、次のいずれかに該当する

事由に起因する借用財物損害または支給財物損害に対しては、保険金を支
払いません。
①　借用財物または支給財物について正当な権利を有する者に引き渡され

た後に発見された借用財物の損壊
②　借用財物に対する保守、点検、修理または部品交換等の作業により生

じた借用財物の損壊
③　電気的または機械的な原因により生じた借用財物の損壊
④　傷などの外観上の損壊にとどまり、借用財物の機能に支障のない損壊
⑤　借用財物の潤滑油・燃料等の運転資材、電球等の管球類、キャタピラ・

タイヤ等の移動するための部品その他の消耗品または消耗材に単独に生
じた損壊

⑥　被保険者の使用人、代理人もしくは下請負人が所有しまたは私用に供
する借用財物または支給財物の損壊

⑦　借用財物または支給財物の自然の消耗または性質による蒸れ、かび、腐
敗、変色、さび、汗ぬれ、その他これらに類似の事由またはねずみ食い
もしくは虫食い

⑧　借用財物または支給財物の目減り、原因不明の数量不足または自然発
火もしくは自然爆発

第５条（保険料を支払わない場合の適用除外）
当社は、借用財物損害および支給財物損害については、盗取による損害

を除き、特別約款第５条（保険金を支払わない場合―その２）②の規定を
適用しません。

第６条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、

普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特約の規定
を準用します。

別表１　支払限度額

１事故および期間中につき 2,000 万円
ただし、盗取に起因する損害については、1事故および期間中につき
1,000 万円。

別表２　免責金額

10 万円とします。

施設所有（管理）者特別約款
第１条（保険金を支払う場合）

（１）当社が、保険金を支払う賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約
款」といいます。）第１条（保険金を支払う場合）の損害（以下「損害」
といいます。）は、次のいずれかに該当する損害に限ります。

① 　被保険者による保険証券記載の不動産または動産（以下「施設」とい
います。）の所有、使用または管理に起因する損害

② 　施設の用法に伴う保険証券記載の仕事（以下「仕事」といいます。）の
遂行に起因する損害

（２）普通保険約款、この特別約款およびこの特別約款に付帯される特約（以
下「普通保険約款等」といいます。）に規定する財物の「損壊」には、普
通保険約款「用語の説明」の規定にかかわらず、財物の紛失または盗
取を含み、詐取または横領を除きます。

第２条（被保険者）
（１）この特別約款において、被保険者とは次のいずれかに該当する者をいい

ます。ただし、次の②から⑤までに規定する者については、記名被保
険者の業務を遂行したことにより、法律上の損害賠償責任を負う場合
に限ります。

①　保険証券に記載された被保険者（以下「記名被保険者」といいます。）
②　 記名被保険者が法人である場合には、記名被保険者の理事、取締役ま

たはその法人の業務を執行するその他の機関
③　 記名被保険者が法人以外の社団である場合には、記名被保険者の構成

員
④　記名被保険者の使用人
⑤　記名被保険者が自然人である場合には、記名被保険者の同居の親族

（２）普通保険約款等の規定は、賠償責任保険追加特約第２条（被保険者相互
の関係）にかかわらず、本条（１）の被保険者間においては別個にこ
れを適用し、たがいに普通保険約款第１条（保険金を支払う場合）に
いう他人とみなします。

（３）当社が支払うべき保険金の額は、被保険者の数にかかわらず、いかなる
場合においても保険証券に記載された支払限度額をもって限度としま
す。

第３条（保険金を支払わない場合－その１）
当社は、普通保険約款第２条（保険金を支払わない場合）に規定する損

害のほか、被保険者が次のいずれかに該当する損害賠償責任を負担するこ
とによって被る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　 施設の新築、修理、改造または取壊し等の工事に起因する損害賠償責

任
②　次のいずれかの所有、使用または管理に起因する損害賠償責任

ア．航空機
イ．パラグライダー、ハンググライダー、パラセーリング、熱気球
ウ．昇降機（注１）
エ． 自動車または原動機付自転車（以下「自動車」といいます。）。ただ

し、販売等を目的として展示されている場合を除きます。この場合
であっても、走行している間は自動車とみなします。

オ．施設外における船舶または車両（注２）
③　 給排水管、暖冷房装置、湿度調節装置、消火栓、業務用器具もしくは

家事用器具からの蒸気もしくは水の漏出もしくはいっ出またはスプリン
クラーからの内容物の漏出もしくはいっ出による財物の損壊に起因する
損害賠償責任

④　 被保険者の占有を離れた商品もしくは飲食物または被保険者の占有を
離れ、施設外にあるその他の財物に起因する損害賠償責任

⑤　 仕事の終了（注３）または放棄の後に仕事の結果に起因する損害賠償
責任

（注１）昇降機には、財物のみを積載する昇降機、サービスステーション施設内にあるオートリフト、機

械式の立体駐車場を含みません。

（注２）船舶または車両には、自転車、身体障害者用車いす、歩行補助車および原動力が専ら人力であ

るものを含みません。

（注３）仕事の終了とは、仕事の目的物の引渡しを要する場合は引渡しをいいます。

第４条（保険金を支払わない場合－その２）
（１）当社は、被保険者が行うＬＰガス販売業務の遂行（注１）に起因して生

じた損害に対しては、保険金を支払いません。
（２）本条（１）に規定するＬＰガス販売業務とは、ＬＰガスの供給およびこ

れに伴うＬＰガスの製造、貯蔵、充てん、移動等の業務をいい、器具
（注２）の販売、貸与およびこれらの配管、取付け、取替え、点検、修
理等の作業を含みます。

（注１）ＬＰガス販売業務の遂行には、ＬＰガス販売業務のための事業所施設の所有、使用または管理

を含みます。

（注２）器具とは、ＬＰガス容器その他のガス器具をいいます。

第５条（保険金を支払わない場合－その３）
（１）当社は、石油物質が施設から公共水域（注）へ流出したことに起因して、

被保険者が次のいずれかに該当する法律上の損害賠償責任を負担する
ことによって被る損害に対しては、保険金を支払いません。

①　 水の汚染による他人の財物の損壊に起因する損害賠償責任
②　 水の汚染によって漁獲高が減少しまたは漁獲物の品質が低下したこと

に起因する損害賠償責任
（２）当社は、石油物質が施設から流出し、公共水域（注）の水を汚染しまた

はそのおそれのある場合において、その石油物質の拡散防止、捕収回
収、焼却処理、沈降処理、乳化分散処理等につき支出された費用その
他の損害の防止軽減のために要した費用に対しては、被保険者が支出
したと否とを問わず保険金を支払いません。

（３）本条（１）および（２）に規定する石油物質とは、次のいずれかに該当
するものをいいます。

① 　原油、揮発油、灯油、軽油、重油、潤滑油、ピッチ、タール等の石油
類

② 　上記①の石油類より誘導される化成品類
③ 　上記①または②のいずれかに該当する物質を含む混合物、廃棄物およ

び残さ
（注）公共水域とは、海、河川、湖沼および運河をいいます。
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第６条（保険金を支払わない場合－その４）
当社は、直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用

人その他被保険者の業務の補助者が行う次のいずれかに該当する行為に起
因する損害に対しては、保険金を支払いません。
①　 身体の障害の治療・軽減・予防・矯正、診察、診断、療養の方法の指

導、出産の立会い、検案、診断書・検案書・処方せんの作成・交付等の
医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師ま
たは歯科医師以外の個人が行うことを許されていない行為。ただし、法
令により医師または歯科医師以外の個人が行うことを許されている行為
を除きます。

②　 はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令によ
り、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師または柔道整復師以外
の個人が行うことを許されていない行為を含みます。

③　 上記①または②に規定する行為のほか、理学療法士、作業療法士、臨
床工学技士、診療放射線技師、弁護士、外国法事務弁護士、公認会計士、
建築士、設計士、司法書士、行政書士、弁理士、税理士、社会保険労務
士、土地家屋調査士、技術士、測量士または獣医師がそれらの資格に基
づいて行う行為

第７条（普通保険約款の適用除外）
この特別約款においては、普通保険約款第６条（保険責任のおよぶ地域）

のただし書の規定は適用しません。

第８条（準用規定）
この特別約款に規定しない事項については、この特別約款の趣旨に反し

ない限り、普通保険約款の規定を準用します。

保険料確定特約（A6）
第１条（保険料算出の基礎）
　賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）第１７
条（保険料の精算）（４）および賠償責任保険追加特約第５条（保険料の精
算）（２）の規定にかかわらず、この特約が付帯された保険契約において保
険料を定めるために用いる「賃金」、「入場者」、「領収金」、「売上高」、「完
成工事高」、「延参加人数」または「延動員人数」の説明は、それぞれ次の
とおりとします。

用語 説明

⑤　完成工事高

ア． 保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）
において、被保険者が行った保険証券記載の工事・
仕事に対する対価の総額の保険期間に対する日割
の額をいい、売上高を含みます。

イ． 保険契約締結時にア．に規定する「完成工事高」
が存在しない場合には、被保険者の事業計画書等
に計画された保険証券記載の業務または仕事に対
する１年間の対価の総額とします。

⑥　延参加人数
保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）に
おいて、保険証券記載の業務・行事に参加した参加者
数の延人数の保険期間に対する日割の人数をいいます。

⑦　延動員人数
保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）に
おいて、保険証券記載の業務・行事に被保険者が動員
した延人数の保険期間に対する日割の人数をいいます。

（注）保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度とは、その会計年度の期間が１年間でない場合は、

期間１年間の会計年度で最近のものとします。

第２条（保険料精算の省略）

当社は、普通保険約款第１７条（保険料の精算）（１）および（３）、同
第１８条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）②た
だし書および③ただし書、同第１９条（保険料の返還－無効または失効の
場合）（２）、同第２１条（保険料の返還－解約または解除の場合）（２）な
らびに賠償責任保険追加特約第５条（保険料の精算）（１）および（３）の
規定を適用しません。

第３条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、
普通保険約款ならびにこの保険契約に付帯される特別約款および他の特約
の規定を準用します。

施設限定特約（88）
第１条（施設の定義）

この保険契約において、施設所有（管理）者特別約款（以下「特別約款」
といいます。）第 1 条（保険金を支払う場合）①に規定する施設とは、以下
の施設に限ります。

被保険者の所有、使用または管理する事務用建物、倉庫、駐車場、および
資材置き場。

第２条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、
普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特約の規定
を準用します。

昇降機危険補償特約（AB）
第１条（保険金を支払わない場合の適用除外）

（１）当社は、施設所有（管理）者特別約款（以下「特別約款」といいます。）
第３条（保険金を支払わない場合－その１）②ウ．の規定を適用しま
せん。

（２）当社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいま
す。）第２条（保険金を支払わない場合）③の規定は、昇降機に積載し
た他人の財物については適用しません。

第２条（保険金を支払わない場合）

当社は、普通保険約款第２条（保険金を支払わない場合）および特別約
款の保険金を支払わない場合の規定のほか、被保険者が昇降機の所有、使
用または管理について、故意または重大な過失によって法令に違反したこ
とに起因する損害に対しては、保険金を支払いません。

第３条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、
普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特約の規定
を準用します。

用語 説明

①　賃金

ア． 保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）
において、保険証券記載の業務に従事する被保険
者の使用人に対して労働の対価として被保険者が
支払った金銭の総額の保険期間に対する日割の額
をいい、その名称を問いません。

イ． 保険契約締結時にア．に規定する「賃金」が存在
しない場合には、被保険者の事業計画書等に計画
された保険証券記載の業務に従事する被保険者の
使用人に対して労働の対価として１年間に支払う
金銭の総額とします。

②　入場者

保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）に
おいて、有料、無料を問わず保険証券記載の施設に入
場を許された総人員の保険期間に対する日割の人数を
いいます。ただし、被保険者と生計を共にする同居の
親族および被保険者の業務に従事する使用人を除きま
す。

③　領収金

ア． 保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）
において、保険証券記載の業務によって被保険者
が領収した金額の総額の保険期間に対する日割の
額をいいます。

イ． 保険契約締結時にア．に規定する「領収金」が存
在しない場合には、被保険者の事業計画書等に計
画された保険証券記載の業務に対して１年間に領
収する金額の総額とします。

④　売上高

ア． 保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）
において、被保険者が販売または提供する、保険
証券記載の商品またはサービスの対価の総額の保
険期間に対する日割の額をいいます。

イ． 保険契約締結時にア．に規定する「売上高」が存
在しない場合には、被保険者の事業計画書等に計
画された保険証券記載の商品またはサービスに対
する１年間の対価の総額とします。
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漏水補償特約（施設用）（01）
当社は、施設所有（管理）者特別約款第３条（保険金を支払わない場合

－その１）③の規定にかかわらず、給排水管、暖冷房装置、湿度調節装置、
消火栓、業務用器具もしくは家事用器具からの蒸気もしくは水の漏出もし
くはいっ出またはスプリンクラーからの内容物の漏出もしくはいっ出によ
る財物の損壊に起因する損害に対して、保険金を支払います。

被害者対応費用補償特約（88）
用語の説明

この特約において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険約款
およびこの保険契約に付帯される特別約款の「用語の説明」による場合の
ほか、次のとおりとします。

用語 説明
し

身体の障害 傷害または疾病をいい、これらに起因する後遺障害お
よび死亡を含みます。

ひ

被害者対応
費用

原因となった事故の発生の日からその日を含めて１年
以内に被保険者が負担した見舞品の購入、見舞金また
は弔慰金に要した費用（注１）をいいます。
ただし、社会通念上妥当な額を限度とし、被害者が損
害賠償請求を行う意思を有していないにもかかわら
ず、被保険者の社会的地位、取引上の政策、個人的同
情等を理由としてなされる給付（注２）を除きます

（注１）費用とは、現実に支出した通常要する費用に限ります。

（注２）社会的地位、取引上の政策、個人的同情等を理由としてなされる

給付は、名目を問いません。

第１条（保険金を支払う場合）

当社は、この保険契約に付帯される特別約款（以下「特別約款」といい
ます。）第１条（保険金を支払う場合）に損害の原因と規定されている事由
に起因して、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいま
す。）第１条（保険金を支払う場合）に規定する事故が発生し、身体の障害
を被った者（以下「被害者」といいます。）がその身体の障害を直接の原因
としてその事故の日からその日を含めて１８０日以内に医師による治療が
必要となった場合において、被保険者が被害者対応費用を当社の同意を得
て負担したことによって被る損害に対して、この特約に従って、被害者対
応費用保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合）
当社は、直接であると間接であるとを問わず、次のいずれかに該当する事

由によって生じた被害者対応費用に対しては、被害者対応費用保険金を支払
いません。
 ①　被害者対応費用を受け取るべき者（注）の故意
 ②　保険契約者、被保険者または被害者対応費用を受け取るべき者（注）

の闘争行為、自殺行為または犯罪行為
 ③　被害者対応費用を受け取るべき者（注）と生計を共にする同居の親族

または生計を共にする別居の未婚の子の行為
 ④　被害者の心神喪失
 ⑤　被保険者または被保険者の指図による暴行または殴打

（注）被害者対応費用を受け取るべき者には、被害者を含みます。

第３条（損害賠償金との関係）
この特約により被害者対応費用保険金が支払われた後に、被保険者が法

律上の損害賠償責任を負担する場合には、この特約により支払われた被害
者対応費用保険金のうち、被保険者が負担すべき法律上の損害賠償責任部
分に相当する額は、普通保険約款第３条（損害の範囲および支払保険金）

（１）①に規定する損害賠償金として支払われるべき保険金に充当します。

第４条（支払限度額）
（１）この特約により当社が支払う被害者対応費用保険金の額は、被保険者の

数にかかわらず、１回の事故につき被害者１名について、別表１に記
載する金額を限度とします。

（２）この特約により当社が支払う被害者対応費用保険金の額は、１事故およ
び保険期間中通算で別表２に記載する金額を限度とします。ただし、既
に支払われた被害者対応費用保険金が第３条（損害賠償金との関係）の
規定により損害賠償金として支払われるべき保険金に充当される場合、
その充当される金額は、既に支払われた被害者対応費用保険金の額か
ら除くものとします。

第５条（他の保険契約等がある場合の支払保険金）
（１）被害者対応費用について他の保険契約等（注１）がある場合において、

それぞれの支払責任額（注２）の合計額が被害者対応費用の額（注３）
以下のときは、当社は、この保険契約の支払責任額（注２）を被害者
対応費用保険金の額とします。

（２）被害者対応費用について他の保険契約等（注１）がある場合において、
それぞれの支払責任額（注２）の合計額が、被害者対応費用の額（注
３）を超えるときは、当社は、次に定める額を被害者対応費用保険金
の額とします。

区分 被害者対応費用保険金の額
①  他の保険契約等（注１）から保

険金または共済金が支払われて
いない場合

この特約の支払責任額（注２）

②  他の保険契約等（注１）から保
険金または共済金が支払われた
場合

被害者対応費用の額（注３）から、他
の保険契約等（注１）から支払われ
た保険金または共済金の合計額を差
し引いた残額。ただし、この特約の
支払責任額（注２）を限度とします。

（注１）他の保険契約等とは、この保険契約の全部または一部に対して支払責任が同じである他の保険

契約または共済契約をいいます。

（注２）支払責任額とは、それぞれの保険契約または共済契約について、他の保険契約または共済契約

がないものとして算出した被害者対応費用に関して支払うべき保険金または共済金の額をいいま

す。

（注３）被害者対応費用の額とは、それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の適用がある場合は、

そのうち最も低い免責金額を差し引いた額とします。

第６条（被害者対応費用保険金の請求）
（１）当社に対する被害者対応費用保険金の請求権は、被保険者が被害者対応

費用を負担した時から発生し、これを行使することができるものとし
ます。

（２）被保険者が被害者対応費用保険金の支払を請求する場合は、普通保険約
款第２６条（保険金の請求）（３）の規定による書類または証拠のほか、
次の書類または証拠のうち、当社が求めるものを提出しなければなり
ません。

保険金請求に必要な書類または証拠
①  公の機関（注）の事故証明書
②  被害者対応費用の請求書または見積書等被害者対応費用の発生を証

明する書類
③  被害者以外の医師の診断書
④  被害者またはその法定相続人の受領証等被害者対応費用の支払を証

明する書類

（３）被害者対応費用保険金の請求権は、本条（１）に定める時の翌日から
起算して３年を経過した場合は、時効によって消滅します。

（注）公の機関とは、やむを得ない場合には、第三者とします。

第７条（普通保険約款の読み替え）
この特約については、普通保険約款を次のとおり読み替えて適用します。

①　第５条（保険料の払込方法）（２）、第６条（保険責任のおよぶ地域）、第
７条（告知義務）（６）、第８条（通知義務）（４）および（５）、第１５条

（重大事由がある場合の当社による保険契約の解除）（３）ならびに第２２
条（追加保険料領収前の事故）（１）および（２）の規定中「事故による損
害」とあるのは「事故に起因する被害者対応費用」

②　第２条（保険金を支払わない場合）の規定中「損害賠償責任を負担する
ことによって被る損害」とあるのは「事由に起因する被害者対応費用」

③　第２条（保険金を支払わない場合）①、②および④から⑨までの規定中
「損害賠償責任」とあるのは「被害者対応費用」

④　第１５条（重大事由がある場合の当社による保険契約の解除）（１）①、
第２７条（保険金の支払）（１）および（２）ならびに第２８条（代位）

（１）の規定中「損害」とあるのは「被害者対応費用」
⑤　第２７条（保険金の支払）（注１）の規定中「第２６条（保険金の請求）

（３）」とあるのは「第２６条（保険金の請求）（３）および被害者対応費用
補償特約第６条（被害者対応費用保険金の請求）（２）

第８条（特別約款等の読み替え）
この特約については、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特

約における保険金を支払わない場合の規定中、「損害賠償責任」または「賠
償責任」とあるのを、「被害者対応費用」と読み替えて適用します。

第９条（準用規定）
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共
通

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、
普通保険約款および特別約款の規定を準用します。

別表１　１回の事故につき被害者１名についての支払限度額
支払限度額 １万円

別表２　１事故および保険期間中限度額
支払限度額 50 万円

初期対応費用補償特約（88）
用語の説明

この特約において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険約款
およびこの特約が付帯される特別約款の「用語の説明」による場合のほか、
次のとおりとします。 

用語 説明
し

初期対応費用

被保険者が緊急的対応のために現実に支出した次の
いずれかに該当する費用（注）であって、損害の発生
もしくは拡大の防止または事故による被保険者の損
害賠償責任に関する争訟の解決について有益かつ必
要と当社が認めた費用をいいます。
①　事故現場の保存に要する費用
②　事故現場の取片付けに要する費用
③　事故状況または原因を調査するために要した費

用
④　被保険者の役員または使用人を事故現場に派遣

するために要した交通費または宿泊費
⑤　通信費
⑥　この特約が生産物特別約款に付帯された場合に

おいて、生産物特別約款第１条（保険金を支払う場
合）（１）に規定する損害が発生したとき、その損
害の原因となったその生産物自体の保存、取片付け
または回収に要した費用。ただし、生産物特別約款
第７条（保険金を支払わない場合－その３）および
第８条（保険金を支払わない場合－その４）に規定
する損害が発生した場合を除きます。

（注）　費用は、通常要する費用に限ります。

第１条（保険金を支払う場合）

当社は、この特約が付帯される特別約款（以下「特別約款」といいます。）
の第１条（保険金を支払う場合）に規定される損害の原因となる事由に起
因して、保険期間中に賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」と
いいます。）第１条（保険金を支払う場合）に規定する事故が発生した場合
において、被保険者が初期対応費用を負担することによって被る損害に対
して、この特約に従い、初期対応費用保険金を支払います。

第２条（支払保険金）

当社がこの特約により支払うべき初期対応費用保険金の額は、次の算式
によって算出される額とします。ただし、１回の事故につき別表に記載す
る金額を限度とします。

初期対応費用保険金の額 ＝ 初期対応費用の額

第３条（初期対応費用保険金の請求）

（１）当社に対する初期対応費用保険金の請求権は、被保険者が初期対応費用
を負担した時から発生し、これを行使することができるものとします。

（２）被保険者が初期対応費用保険金の支払を請求する場合は、普通保険約款
第２６条（保険金の請求）（３）の規定による書類または証拠のほか、次
の書類または証拠のうち、当社が求めるものを提出しなければなりま
せん。

保険金請求に必要な書類または証拠
①  初期対応費用の請求書または見積書等、初期対応費用の発生を証明す

る書類
②  初期対応費用に関する領収書等、初期対応費用の支払を証明する書類

（３）初期対応費用保険金の請求権は、本条（１）に定める時の翌日から起算
して３年を経過した場合は、時効によって消滅します。

第４条（普通保険約款等の読み替え）

（１）この特約については、普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付
帯される他の特約における保険金を支払わない場合の規定中、「法律上
の損害賠償責任」、「損害賠償責任」または「賠償責任」とあるのは、「初
期対応費用」と読み替えて適用します。

（２）この特約については、普通保険約款第２７条（保険金の支払）（注１）
の規定中、「第２６条（保険金の請求）（３）」とあるのは、「第２６条

（保険金の請求）（３）および初期対応費用補償特約第３条（初期対応
費用保険金の請求）（２）」と読み替えて適用します。

第５条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、

普通保険約款および特別約款の規定を準用します。

別表　１事故支払限度額

次のいずれか低い額とします。ただし、保険証券にこの特約の１事故限度
額として異なる金額が記載されている場合は、その額を適用します。
① 特別約款の身体障害の１事故限度額
② 特別約款の財物損壊の１事故限度額
③ １，０００万円

訴訟対応費用補償特約（88）
用語の説明

この特約において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険約款
およびこの特約が付帯される特別約款の「用語の説明」による場合のほか、
次のとおりとします。

用語 説明
そ

訴訟対応費用

日本国の裁判所に訴訟が提起された場合に、被保険
者が現実に支出した次のいずれかに該当する費用

（注）であって、被保険者に対する損害賠償請求訴
訟の解決について必要かつ有益と当社が認めた費
用をいいます。
①　被保険者の使用人の超過勤務手当または臨時

雇用費用
②　被保険者の役員または使用人の交通費または

宿泊費
③　訴訟に関する必要文書作成にかかる費用
④　被保険者または外部の実験機関が事故を再現

するための実験に要する費用。ただし、事故の原　
因や状況を調査するために要した額を限度とし、
事故後の製品開発・改良等を目的とする実験費用
を含みません。

⑤　意見書または鑑定書の作成にかかる費用
⑥　増設したコピー機の賃借費用

（注）　費用は、通常要する費用に限ります。

第１条（保険金を支払う場合）

当社は、この特約が付帯される特別約款（以下「特別約款」といいます。）
および特別約款に付帯される他の特約において当社が保険金を支払うべき
損害に、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）
第３条（損害の範囲および支払保険金）（１）⑥に規定する争訟費用が含ま
れている場合に限り、被保険者がその訴訟に関する訴訟対応費用を負担す
ることによって被る損害に対して、この特約に従い、訴訟対応費用保険金
を支払います。

第２条（支払保険金）

当社がこの特約により支払うべき訴訟対応費用保険金の額は、次の算式
によって算出される額とします。ただし、１回の事故につき別表に記載す
る金額を限度とします。

初期対応費用保険金の額 ＝ 初期対応費用の額

第３条（訴訟対応費用保険金の請求）
（１）当社に対する訴訟対応費用保険金の請求権は、被保険者が訴訟対応費用

を負担した時から発生し、これを行使することができるものとします。
（２）被保険者が訴訟対応費用保険金の支払を請求する場合は、普通保険約款

第２６条（保険金の請求）（３）の規定による書類または証拠のほか、次
の書類または証拠のうち、当社が求めるものを提出しなければなりま
せん。

保険金請求に必要な書類または証拠
①  訴訟対応費用の請求書または見積書等、訴訟対応費用の発生を証明す

る書類
②  訴訟対応費用に関する領収書等、訴訟対応費用の支払を証明する書類

（３）訴訟対応費用保険金の請求権は、本条（１）に定める時の翌日から起算
して３年を経過した場合は、時効によって消滅します。
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第４条（普通保険約款等の読み替え）
（１）この特約については、普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付

帯される他の特約における保険金を支払わない場合の規定中、「法律上
の損害賠償責任」、「損害賠償責任」または「賠償責任」とあるのは、「訴
訟対応費用」と読み替えて適用します。

（２）この特約については、普通保険約款第２７条（保険金の支払）（注１）
の規定中、「第２６条（保険金の請求）（３）」とあるのは、「第２６条

（保険金の請求）（３）および訴訟対応費用補償特約第３条（訴訟対応
費用保険金の請求）（２）」と読み替えて適用します。

第５条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、

普通保険約款および特別約款の規定を準用します。

別表　１事故支払限度額

次の①から③までのいずれか低い額とします。ただし、保険証券にこの特
約の１事故限度額として異なる金額が記載されている場合には、その額を
適用します。
① 特別約款の身体障害の１事故限度額
② 特別約款の財物損壊の１事故限度額
③ １，０００万円

人格権侵害補償特約（Q4）
用語の説明

この特約において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険約款
およびこの特約が付帯される特別約款の「用語の説明」による場合のほか、
次のとおりとします。

用語 説明
ふ

不当行為

次のいずれかに該当する不当な行為をいいます。
①　不当な身体の拘束による自由の侵害または名

誉毀損
②　口頭、文書、図画、映像その他これらに類する

表示行為による名誉毀損またはプライバシーの
侵害

第１条（保険金を支払う場合）
当社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）

第１条（保険金を支払う場合）の規定にかかわらず、この特約が付帯され
る特別約款（以下「特別約款」といいます。）の第１条（保険金を支払う場
合）に規定される損害の原因となる事由に起因して、保険期間中に被保険
者または被保険者以外の者が行った不当行為により、被保険者が法律上の
損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して、この特約に従い、
保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合）
当社は、普通保険約款第２条（保険金を支払わない場合）および特別約

款の保険金を支払わない場合の規定のほか、被保険者が次のいずれかに該
当する損害賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、保険金
を支払いません。

①　被保険者によって、または被保険者の了解もしくは同意に基づいて被保
険者以外の者によって行われた犯罪行為（注）に起因する損害賠償責任

②　直接であると間接であるとを問わず、被保険者による採用、雇用または
解雇に関して、被保険者または被保険者以外の者によって行われた不当行
為に起因する損害賠償責任

③　最初の不当行為が保険期間開始前になされ、その継続または反復とし
て、被保険者または被保険者以外の者によって行われた不当行為に起因す
る損害賠償責任

④　事実と異なることを知りながら、被保険者によってまたは被保険者の指
図により被保険者以外の者によって行われた不当行為に起因する損害賠
償責任

⑤　被保険者によってまたは被保険者のために被保険者以外の者によって
行われた広告宣伝活動、放送活動または出版活動に起因する損害賠償責任

（注）犯罪行為には、過失犯を含みません。

第３条（支払限度額）
当社がこの特約により支払うべき保険金の額は、普通保険約款第３条（損

害の範囲および支払保険金）（１）①から④までに規定する損害賠償金およ
び費用の合計額について、被害者１名および１回の事故につき別表に記載
する金額を限度とします。

第４条（免責金額）
（１）当社がこの特約により保険金を支払う場合には、１回の事故について、

保険証券に記載された特別約款の身体障害の免責金額を適用します。
（２）本条（１）の免責金額は、第１条（保険金を支払う場合）の損害のほか

に当社が保険金を支払うべき損害がある場合であっても、それぞれの
損害に対して別個にこれを適用せず、１回の事故につき１回のみ適用
するものとします。

第５条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、

普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特約の規定
を準用します。

別表　支払限度額
１名限度額は、１００万円とします。ただし、保険証券にこの特約の１名
限度額として異なる金額が記載されている場合には、その額を適用します。
１事故限度額は、次のいずれか低い額とします。ただし、保険証券にこの
特約の１事故限度額として異なる金額が記載されている場合には、その額
を適用します。
① 特別約款の身体障害の１事故限度額
② １，０００万円

生産物特別約款
（オプション⑵及び汚染地盤修復工事

賠償補償制度）
用語の説明

この特別約款において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険
約款「用語の説明」による場合のほか、次のとおりとします。

（５０音順）
用語 説明

い

医薬品等

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確
保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５号。以
下「医薬品医療機器等法」といいます。）第２条（定
義）に規定する医薬品、医薬部外品、医療機器（注）
もしくは再生医療等製品、または臨床試験に供され
る物をいい、人のために使用するものであると、動
物のために使用するものであるとを問いません。

（注）医療機器とは、医薬品医療機器等法の規定に基づき指定される

特定医療機器、およびその他の人体に植え込まれまたは埋め込まれる

ものに限ります。

か
回収措置 回収、廃棄、検査、修理、交換またはその他の適切

な措置をいいます

完成品

生産物が成分、原材料または部品等として使用され
た財物をいいます。生産物が、特定の製品の梱包ま
たはコーティングを目的として製造または販売され
た場合であって、その目的のとおりに使用されたと
きを含みます。

け

継続契約

第１条（保険金を支払う場合）に規定する損害を補
償する当社との保険契約の保険期間の終了日（注）
を保険期間の開始日とし、記名被保険者を同一とす
る保険契約をいいます。

（注）保険期間の終了日とは、その保険契約が終了日前に解約または

解除されていた場合にはその解約または解除の日とします。

し
初年度契約

第１条（保険金を支払う場合）に規定する損害を補
償する当社との保険契約であって、継続契約以外の
保険契約をいいます。

せ

製造機械等

他の財物を製造、生産、選別、検査、修理、包装ま
たは加工するものをいい、工作機械、製造機械、加
工機械、生産ラインその他これらに類似のものを含
みます。

製造品・加工品
製造機械等により製造、生産、選別、検査、修理、包
装または加工された財物をいいます。

り 臨床試験 医薬品医療機器等法の規定による承認を受けるため
に行う臨床試験をいいます。

第１条（保険金を支払う場合）
（１）当社が保険金を支払う賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約

款」といいます。）第１条（保険金を支払う場合）の損害（以下「損害」
といいます。）は、次のいずれかに該当する損害に限ります。

 ①　被保険者の占有を離れた保険証券記載の財物（以下「生産物」といい
ます。）に起因して生じた事故による損害

 ② 　被保険者が行った保険証券記載の仕事（注１）（以下「仕事」といいま
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す。）の結果に起因して、仕事の終了（注２）または放棄の後、生じた事
故による損害

（２）普通保険約款、この特別約款およびこの特別約款に付帯される特約（以
下「普通保険約款等」といいます。）に規定する財物の「損壊」には、普
通保険約款「用語の説明」の規定にかかわらず、財物の紛失または盗
取を含み、詐取または横領を除きます。

（注１）仕事には、設計のみを行う業務を含みません。

（注２）仕事の終了とは、仕事の目的物の引渡しを要する場合は引渡しをいいます。

第２条（被保険者）
（１）この特別約款において、被保険者とは次のいずれかに該当する者をいい

ます。ただし、次の②から⑤までに規定する者については、記名被保
険者の業務を遂行したことにより、法律上の損害賠償責任を負う場合
に限ります。

 ① 　保険証券に記載された被保険者（以下「記名被保険者」といいます。）
 ② 　記名被保険者が法人である場合には、記名被保険者の理事、取締役ま

たはその法人の業務を執行するその他の機関
 ③ 　記名被保険者が法人以外の社団である場合には、記名被保険者の構成

員
 ④ 　記名被保険者の使用人
 ⑤ 　記名被保険者が自然人である場合には、記名被保険者の同居の親族

（２）普通保険約款等の規定は、賠償責任保険追加特約第２条（被保険者相互
の関係）にかかわらず、本条（１）の被保険者間においては別個にこ
れを適用し、たがいに普通保険約款第１条（保険金を支払う場合）に
いう他人とみなします。

（３）当社が支払うべき保険金の額は、被保険者の数にかかわらず、いかなる
場合においても保険証券に記載された支払限度額をもって限度としま
す。

第３条（「１回の事故」の定義）
（１）普通保険約款第３条（損害の範囲および支払保険金）（２）および（３）

にいう「１回の事故」とは、発生の時、発生場所および損害賠償請求
者の数にかかわらず、同一の原因に起因して生じた一連の事故をいい、
一連の事故は最初の事故が発生した時にすべて発生したものとみなし
ます。

（２）普通保険約款第１条（保険金を支払う場合）に規定する他人の身体の
障害の発生の時を客観的に把握できない場合には、損害賠償請求者が
被保険者に対して損害賠償請求をなす事由とした症状について、最初
に医師の診断を受けた時をもって、事故の発生の時とみなします。

（３）本条（１）、第４条（保険期間開始前に発生した事故等）（１）、第６条
（保険金を支払わない場合－その２）および第１３条（事故の発生の防
止義務）にいう「同一の原因」とは、生産物の製造または販売におい
て、計画、組成、製法、製造工程、貯蔵、包装、説明、表示等を同一
とする原因をいいます。

第４条（保険期間開始前に発生した事故）
（１）当社は、保険期間開始前に既に発生していた事故と同一の原因により、

保険期間開始後に生じた事故に基づく損害に対しては、保険金を支払
いません。

（２）当社は、次のいずれかに該当する場合には保険金を支払いません。
 ① 　この保険契約が初年度契約の場合において、保険契約者、被保険者ま

たはその代理人が、この保険契約の開始時より前に、保険期間中に事故
が発生するおそれがある、その原因または事由が生じていることを知っ
ていた（注）とき

 ② 　この保険契約が継続契約の場合において、保険契約者、被保険者また
はその代理人が、初年度契約の保険期間の開始時より前に、保険期間中
に事故が発生するおそれがある、その原因または事由が生じていること
を知っていた（注）とき

（３）この保険契約が継続契約の場合において、保険契約者、被保険者または
その代理人が、この保険契約の開始時より前に、保険期間中に事故が
発生するおそれがある、その原因または事由が生じていることを知っ
ていた（注）ときは、当社は、この保険契約の支払条件により算出さ
れた保険金の支払責任額と、原因または事由が生じていることを知っ
た時の保険契約の支払条件により算出された保険金の支払責任額のう
ち、いずれか低い金額をこの保険契約の保険金として支払います。

（注）知っていたと合理的に判断できる理由があるときを含みます。

第５条（保険金を支払わない場合－その１）
当社は、普通保険約款第２条（保険金を支払わない場合）に規定する損害

のほか、被保険者が次のいずれかに該当する損害賠償責任を負担することに
よって被る損害に対しては、保険金を支払いません。

 ① 　次の財物の損壊（注１）に対する損害賠償責任。なお、これらの財物

の一部の欠陥によるその財物の他の部分の損壊（注１）に対する損害賠
償責任を含みます。
ア．生産物
イ．仕事の目的物のうち、事故の原因となった作業が加えられた財物（注

２）
 ② 　被保険者が故意または重大な過失により法令に違反して製造、販売も

しくは提供した生産物または行った仕事の結果に起因する損害賠償責任
 ③ 　被保険者が仕事の行われた場所に放置または遺棄した機械、装置もし

くは資材に起因する損害賠償責任
（注１）損壊に起因する使用不能または修補を含みます。

（注２）作業が加えられた財物には、作業が加えられるべきであった場合を含みます。

第６条（保険金を支払わない場合－その２）
当社は、第１条（保険金を支払う場合）に規定する事故が発生しまたは

発生が予想される場合に、事故の拡大または同一の原因による他の事故の
発生を防止するために行った生産物または仕事の目的物（注１）の回収措
置に要する費用（注２）およびそれらの回収措置に起因する損害に対して
は、保険金を支払いません。

（注１） 生産物または仕事の目的物には、生産物または仕事の目的物が他の財物の一部を構成している

場合には、その財物全体を含みます。

（注２） 回収措置に要する費用は、被保険者が支出したと否とにかかわらず、また損害賠償金として請

求されたと否とを問いません。

第７条（保険金を支払わない場合－その３）
（１）当社は、直接であると間接であるとを問わず、完成品の損壊に起因する

損害に対しては、保険金を支払いません。
（２）当社は、完成品の損壊に起因して発生した、完成品以外の財物の損壊お

よび身体の障害に対しては、本条（１）の規定は適用しません。

第８条（保険金を支払わない場合－その４）
（１）当社は、直接であると間接であるとを問わず、生産物が製造機械等また

は製造機械等の部品である場合、次のいずれかに該当する損害に対し
ては、保険金を支払いません。

　① 　製造品・加工品の損壊に起因する損害
　② 　製造品・加工品の色、形状等が本来意図したものと違うことに起因

する損害
（２）当社は、製造品・加工品の損壊に起因して発生した、製造品・加工品以

外の財物の損壊および身体の障害に対しては、本条（１）の規定は適
用しません。

第９条（保険金を支払わない場合－その５）
当社は、直接であると間接であるとを問わず、次のいずれかに該当する

生産物がその意図または期待された効能または性能を発揮しなかったこと
に起因する損害に対しては、保険金を支払いません。
①　医薬品等
② 　農薬取締法（昭和２３年法律第８２号）第２条（定義）に規定する農

薬
③　食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第４条に規定する食品

第１０条（保険金を支払わない場合－その６）
当社は、直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用

人その他被保険者の業務の補助者が行う次のいずれかに該当する行為に起
因する損害に対しては、保険金を支払いません。

 ① 　身体の障害の治療・軽減・予防・矯正、診察、診断、療養の方法の指
導、出産の立会い、検案、診断書・検案書・処方せんの作成・交付等の
医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師ま
たは歯科医師以外の個人が行うことを許されていない行為。ただし、法
令により医師または歯科医師以外の個人が行うことを許されている行為
を除きます。

 ② 　はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令によ
り、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師または柔道整復師以外
の個人が行うことを許されていない行為を含みます。

第１１条（保険金を支払わない場合－その７）
（１）本条（２）および（３）の規定は、生産物が医薬品等（注１）を含む場

合、または仕事が、医薬品等（注１）の製造もしくは販売（注２）ま
たは臨床試験を含む場合に適用されます。

（２）当社は、直接であると間接であるとを問わず、次のいずれかに該当する
医薬品等（注１）または仕事に起因する損害に対しては、保険金を支
払いません。
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　① 　医薬品等（注１）のうち、臨床試験に供される物
　② 　臨床試験
　③ 　避妊薬、流産防止剤、陣痛促進剤、妊娠促進剤等、人または動物の

妊娠に関係する医薬品等（注１）
　④ 　ＤＥＳ（ジエチルスチルベストロール系製剤）
　⑤ 　トリアゾラム
　⑥ 　Ｌトリプトファン

（３）当社は、直接であると間接であるとを問わず、次の症状または事由に起
因する損害に対しては、保険金を支払いません。

　① 　後天性免疫不全症候群またはヒト免疫不全ウイルスに感染している
ことにより生じた身体の障害（注３）

　② 　クロラムフェニコール系製剤によるとする血液障害
　③ 　アミノグリコサイド系製剤によるとする聴力障害
　④ 　筋肉注射によるとする筋拘縮症
　⑤ 　キノホルムによるとするスモン
　⑥ 　血糖降下剤によるとする低血糖障害
　⑦ 　体内移植用シリコーンによるとする身体の障害
　⑧ 　妊娠の異常、卵子の異常もしくは損傷、胎児の身体の障害、異常も

しくは損傷、または生まれた子の先天的な異常もしくは身体の障害
（注１） 医薬品等には、この特別約款の「用語の説明」に規定する医薬品等のほか、本条（２）のいず

れかの物質が医薬品等の原材料、成分等医薬品等の一部を構成する物質として使用された場合を

含みます。

（注２） 販売には、小分けを含みます。

（注３） ヒト免疫不全ウイルスに感染していることにより生じた身体の障害には、ヒト免疫不全ウイル

スに感染していることが、その身体の障害の発生の一因となっている場合を含みます。

第１２条（保険金を支払わない場合－その８）
（１）当社は、被保険者が行うＬＰガス販売業務の結果に起因して生じた損害

に対しては、保険金を支払いません。
（２）本条（１）に規定するＬＰガス販売業務とは、ＬＰガスの供給およびこ

れに伴うＬＰガスの製造、貯蔵、充てん、移動等の業務をいい、器具
（注）の販売、貸与およびこれらの配管、取付け、取替え、点検、修理
等の作業を含みます。

（注）  器具とは、ＬＰガス容器その他のガス器具をいいます。

第１３条（事故の発生の防止義務）
（１） 第１条（保険金を支払う場合）に規定する事故が発生しまたは発生が

予想される場合には、事故の拡大または同一の原因による他の事故の
発生を防止するため、被保険者は、遅滞なく生産物または仕事の目的
物について、回収措置を講じなければなりません。

（２）当社は、被保険者が正当な理由なく本条（１）の回収措置を怠った場合
は、以後発生する同一の原因に基づく損害に対しては、保険金を支払
いません。

第１４条（普通保険約款の適用除外）
この特別約款においては、普通保険約款第６条（保険責任のおよぶ地域）

のただし書の規定は適用しません。

第１５条（準用規定）
この特別約款に規定しない事項については、この特別約款の趣旨に反し

ない限り、普通保険約款の規定を準用します。

保険料確定特約（A6）
第１条（保険料算出の基礎）

賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）第１７
条（保険料の精算）（４）および賠償責任保険追加特約第５条（保険料の精
算）（２）の規定にかかわらず、この特約が付帯された保険契約において保
険料を定めるために用いる「賃金」、「入場者」、「領収金」、「売上高」、「完
成工事高」、「延参加人数」または「延動員人数」の説明は、それぞれ次の
とおりとします。

用語 説明

①　賃金

ア． 保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）
において、保険証券記載の業務に従事する被保険
者の使用人に対して労働の対価として被保険者が
支払った金銭の総額の保険期間に対する日割の額
をいい、その名称を問いません。

イ． 保険契約締結時にア．に規定する「賃金」が存在
しない場合には、被保険者の事業計画書等に計画
された保険証券記載の業務に従事する被保険者の
使用人に対して労働の対価として１年間に支払う
金銭の総額とします。

②　入場者

保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）に
おいて、有料、無料を問わず保険証券記載の施設に入
場を許された総人員の保険期間に対する日割の人数を
いいます。ただし、被保険者と生計を共にする同居の
親族および被保険者の業務に従事する使用人を除きま
す。

③　領収金

ア． 保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）
において、保険証券記載の業務によって被保険者
が領収した金額の総額の保険期間に対する日割の
額をいいます。

イ． 保険契約締結時にア．に規定する「領収金」が存
在しない場合には、被保険者の事業計画書等に計
画された保険証券記載の業務に対して１年間に領
収する金額の総額とします。

④　売上高

ア． 保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）
において、被保険者が販売または提供する、保険
証券記載の商品またはサービスの対価の総額の保
険期間に対する日割の額をいいます。

イ． 保険契約締結時にア．に規定する「売上高」が存
在しない場合には、被保険者の事業計画書等に計
画された保険証券記載の商品またはサービスに対
する１年間の対価の総額とします。

⑤　完成工事高

ア． 保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）
において、被保険者が行った保険証券記載の工事・
仕事に対する対価の総額の保険期間に対する日割
の額をいい、売上高を含みます。

イ． 保険契約締結時にア．に規定する「完成工事高」
が存在しない場合には、被保険者の事業計画書等
に計画された保険証券記載の業務または仕事に対
する１年間の対価の総額とします。

⑥　延参加人数
保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）に
おいて、保険証券記載の業務・行事に参加した参加者
数の延人数の保険期間に対する日割の人数をいいます。

⑦　延動員人数
保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度（注）に
おいて、保険証券記載の業務・行事に被保険者が動員
した延人数の保険期間に対する日割の人数をいいます。

（注）保険契約締結時に把握可能な最近の会計年度とは、その会計年度の期間が１年間でない場合は、

期間１年間の会計年度で最近のものとします。

第２条（保険料精算の省略）

当社は、普通保険約款第１７条（保険料の精算）（１）および（３）、同
第１８条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）②た
だし書および③ただし書、同第１９条（保険料の返還－無効または失効の
場合）（２）、同第２１条（保険料の返還－解約または解除の場合）（２）な
らびに賠償責任保険追加特約第５条（保険料の精算）（１）および（３）の
規定を適用しません。

第３条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、
普通保険約款ならびにこの保険契約に付帯される特別約款および他の特約
の規定を準用します。

損害賠償請求ベース特約（35）
（汚染地盤修復工事賠償補償制度のみ）

用語の説明

この特約において使用される用語の説明は、賠償責任保険普通保険約款
および生産物特別約款の「用語の説明」による場合のほか、次のとおりと
します。
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（５０音順）
用語 説明

き 機構 独立行政法人医薬品医療機器総合機構をいいます。

救済給付

医薬品の副作用による疾病、障害または死亡につき、
独立行政法人医薬品医療機器総合機構法（平成１４
年法律第１９２号）の規定に基づき給付される医療
費、医療手当、障害年金、障害児養育年金、遺族年
金、遺族一時金および葬祭料の給付をいいます。

救済給付の
受給権者

被害者その他の救済給付を受ける権利を有する者を
いいます。

よ
予防接種法の
規定による給付

予防接種法（昭和２３年法律第６８号）の規定によ
る医療費、医療手当、障害児養育年金、障害年金、
死亡一時金、遺族年金、遺族一時金および葬祭料の
給付をいいます。

第１章 損害賠償請求ベースに関する条項

第１条（保険金を支払う場合）
（１）賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）第１

条（保険金を支払う場合）および生産物特別約款（以下「特別約款」と
いいます。）第１条（保険金を支払う場合）（１）の規定にかかわらず、
当社が保険金を支払うべき損害は、被保険者の占有を離れた保険証券
記載の財物に起因して、または被保険者が行った保険証券記載の仕事

（以下「仕事」といいます。）の結果に起因して仕事の終了（注）もし
くは放棄の後、保険証券記載の遡及日以降に発生した他人の身体の障
害または財物の損壊（以下「事故」といいます。）につき、保険期間中
に被保険者に対し提起された損害賠償請求について、被保険者が法律
上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に限ります。

（２）同一の事故または原因もしくは事由に起因して提起されたすべての損
害賠償請求は、損害賠償請求が提起された時もしくは場所または損害
賠償請求者の数等にかかわらず、最初の損害賠償請求が提起された時
にすべてなされたものとみなします。

（注） 仕事の終了とは、仕事の目的物の引渡しを要する場合は引渡しをいいます。

第２条（保険金を支払わない場合）
保険契約締結の当時、保険契約者、被保険者またはその代理人が、保険

期間中に第１条（保険金を支払う場合）の損害賠償請求を提起されるおそ
れのある事故または原因もしくは事由が発生していることを知っていた

（注）場合は、当社は一切の損害に対して保険金を支払いません。
（注）知っていたと判断できる合理的な理由がある場合を含みます。

第３条（通知）
（１）保険契約者または被保険者は、保険期間中に、第１条（保険金を支払う

場合）の損害賠償請求が提起されるおそれのある事故または原因もし
くは事由が発生したことを知った場合は、知った日から６０日以内に、
その事故または原因もしくは事由の具体的状況を、当社に通知しなけ
ればなりません。

（２）当社は、保険契約者または被保険者が、本条（１）の通知を行った場合
において、その事故または原因もしくは事由に起因して、保険期間終
了後５年以内に被保険者に対して損害賠償請求が提起されたときは、
第１条（保険金を支払う場合）（２）の規定が適用される場合を除き、そ
の損害賠償請求は、保険期間の終了日に提起されたものとみなします。

（３）保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく本条（１）の通知を
怠った場合は、当社は、それによって当社が被った損害の額を差し引
いて保険金を支払います。

第４条（普通保険約款の読み替え）
当社は、この保険契約については、普通保険約款の規定を次表のとおり

読み替えて適用します

普通保険約款の規定 用語 説明
① 　第３条（損害の範

囲 お よ び 支 払 保 険
金）（２）および（３）

１回の事故 一連の損害賠償請求

② 　第５条（保険料の
払込方法）（２）

始期日から保険料領
収までの間に生じた
事故

始期日から保険料領収ま
での間になされた損害賠
償請求または始期日から
保険料領収までの間に生
じた事故

③ 　第７条（告知義務）
（３）③ 事故が発生する前に

事故またはその原因もし
くは事由を知る（知ってい
たと判断できる合理的な
理由がある場合を含みま
す。）前または損害賠償請
求がなされる前に

④ 　第７条（５） 事故の発生した後に 損害賠償請求がなされた
後に

⑤ 　第７条（６）

本条（２）に規定す
る事実に基づかずに
発生した事故による
損害

本条（２）に規定する事実
に基づかずに発生した事
故に対して本条（２）に規
定する事実に基づかずに
なされた損害賠償請求に
よる損害

⑥ 　第８条（通知義務）
（４）

変更届出書を受領す
るまでの間に発生し
た事故

変更届出書を受領するま
での間になされた損害賠
償請求または変更届出書
を受領するまでの間に発
生した事故

⑦ 　第８条（５）
本条（１）の事実に
基づかずに発生した
事故による損害

本条（１）の事実に基づか
ずに発生した事故に対し
て本条（１）に規定する事
実に基づかずになされた
損害賠償請求による損害

⑧ 　第１５条（重大事
由がある場合の当社
による保険契約の解
除）（３）

事故の発生した後に 損害賠償請求がなされた
後に

⑨ 　第１５条（３）

本条（１）①から④
までの事由または本
条（２）の解除の原
因となる事由が生じ
た時以後に発生した
事故による損害

本条（１）①から④までの
事由または本条（２）の解
除の原因となる事由が生
じた時以後になされた損
害賠償請求による損害

⑩ 　第２２条（追加保
険料領収前の事故）

（１）および（２）

追加保険料領収まで
の間に生じた事故

追加保険料領収までの間
に保険契約者、被保険者も
しくはその代理人が知っ
た（知っていたと判断でき
る合理的な理由がある場
合を含みます。）事故もし
くはその原因もしくは事
由によってなされた損害
賠償請求または追加保険
料領収までの間になされ
た損害賠償請求

第２章 医薬品に関する条項

第１条（適用の範囲）
この条項は、保険証券記載の生産物が特別約款「用語の説明」に規定す

る医薬品等（以下「医薬品等」といいます。）を含む場合、または保険証券
記載の仕事が、医薬品等の製造もしくは販売（注）または臨床試験を含む
場合に適用されます。

（注）  販売には、小分けを含みます。

第２条（損害賠償請求提起時のみなし）
（１）救済給付の受給権者に対して救済給付を行った機構が、救済給付を受け

た者が被保険者に対して有する損害賠償請求権を取得し、被保険者に
対して損害賠償請求を提起した場合において、次のいずれかに該当す
るときは、損害賠償請求ベースに関する条項第１条（保険金を支払う
場合）（１）の損害賠償請求がそれぞれ次に掲げる時に提起されたもの
とみなします。
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区分 損害賠償請求の時
①  救済給付の受給権者またはそ

の他の者が被保険者に対して損
害賠償請求を提起していなかっ
たとき

救済給付の受給権者が機構に対して
救済給付の請求を最初に行った時

②  救済給付の受給権者が機構に
対して救済給付の請求を行った
ほか、救済給付の受給権者または
その他の者が被保険者に対して
損害賠償請求を提起したとき

それらの救済給付の請求または損害
賠償請求のうち、最初の請求が行わ
れた時

（２）予防接種を受けた者の疾病、障害または死亡につき、被保険者に対して
損害賠償請求が提起された場合において、その損害賠償請求が提起さ
れる前に、予防接種法の規定による給付の請求が行われ、給付がなさ
れたときは、損害賠償請求ベースに関する条項第１条（保険金を支払
う場合）（１）の損害賠償請求は、予防接種法の規定による給付を受け
る権利を有する者がそれらの給付の請求を最初に行った時に提起され
たものとみなします。

第３条（保険金を支払わない場合）
当社は、普通保険約款第２条（保険金を支払わない場合）および特別約

款の保険金を支払わない場合の規定のほか、直接であると間接であるとを
問わず、保険証券記載の遡及日において、医薬品等を製造または販売（注
１）する者であって被保険者以外の者に対して、既に、医薬品等によって
生じた身体の障害または財物の損壊について損害賠償を求める訴訟が提起
されていたときは、被保険者がその事実を知っていたと否とを問わず、そ
の訴訟において原因であるとされたものと同一（注２）の原因または事由
による損害賠償請求によって生じた損害に対しては、保険金を支払いませ
ん。

（注１）販売には、輸入販売を含みます。

（注２） 同一であると実質的に判断できる合理的な理由がある場合には、同一とみなします。

第３章 基本条項

第１条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、
普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特約の規定
を準用します。

汚染地盤修復工事に起因する
土地工作物使用不能損害等補償特約（88）

（汚染地盤修復工事賠償補償制度のみ）

第１条（保険金を支払う場合）
（１）当社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通保険約款」といいま

す。）第２条（保険金を支払わない場合）⑧の規定にかかわらず、被保
険者の行った汚染地盤修復工事（以下「修復工事」といいます。）の欠
陥による汚染物質の発生または拡大に起因して他人の財物を滅失、破
損または汚損（以下「損壊」といいます。）した場合（注）に、被保険
者が次のいずれかに該当する損害賠償責任を負担することによって被
る損害に対して、保険金を支払います。

　①　不測かつ突発的な事故に伴う汚染物質の発生または拡大により修復
工事の再施工を要する場合の、修復工事区域内の土地工作物（以下「区
域内土地工作物」といいます。）の取壊し、再構築および再施工時追加
費用ならびに区域内土地工作物の使用不能に対する損害賠償責任

　②　不測かつ突発的な事故によらない汚染物質の発生または拡大に起因
する次の損害

　ア．修復工事の再施工を要する場合の、修復工事区域内の区域内土地工
作物の取壊し、再構築および再施工時追加費用ならびに区域内土地工
作物の使用不能に対する損害賠償責任

　イ．修復工事の再施工を要する場合であって、区域内土地工作物の取壊
し、再構築または移設を要しない場合において、修復工事の遂行のた
めに生じたその区域内土地工作物の使用不能に対する損害賠償責任

（２）（1）にいう「修復工事の再施工を要する場合」とは、次のいずれかに
該当する事由により修復工事の再施工が求められた場合に限ります。

　①　土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）、都道府県条例その他の
法令に基づく行政命令

　②　確定判決、裁判上の和解またはこれらに準ずるものとして当社が事
前に承認した内容での和解

　③　公害等調整委員会または都道府県の公害審査会による斡旋、調停、仲
裁または裁定

（注）  他人の財物を滅失、破損または汚損した場合には、汚染物質を放置すれば今後、損壊の恐れが

あると判断される状態を含みます。

第２条（支払限度額）
（１）この特約により当社が支払う保険金の額は、１事故および保険期間中に

つき下欄記載の額を限度とします。
＜下欄＞

第１条（1）①に対する支払限
度額

（基本支払限度額）

１事故および保険期間中につき保険証券
記載の身体障害・財物損壊共通支払限度
額の１００％

第１条（1）②ア．に対する支
払限度額

（特約支払限度額１）

１事故および保険期間中につき保険証券
記載の身体障害・財物損壊共通支払限度
額の５０％。ただし５，０００万円限度

第１条（1）②イ．に対する支
払限度額

（特約支払限度額２）

１事故につき　　１００万円
保険期間中　　　５００万円

（２）（1）に規定する限度額は、保険証券に記載された保険期間中総支払限
度額に含まれるものとします。

第３条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、

普通保険約款、特別約款およびこの保険契約に付帯される他の特約の規定
を準用します。
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企 業 名 	 （加入者番号）

企 業 住 所
事 故 担 当 者 お名前 部門
連 絡 先 TEL	 （　　　　）	 FAX	 （　　　　）
業 務 発 注 者
請 負 業 務 内 容

事 故 発 生 日 　　年　　月　　日　　時　　分頃│賠　償　請　求　日│　　年　　月　　日
事 故 発 生 場 所
事 故 状 況

事故原因（推定）

賠 償 請 求 内 容

対応内容／経緯

被 害 者 名 	 │住所／連絡先│
病院／修理工場

備 考

三井住友海上火災保険株式会社
火災新種損害サポート部　第一保険金お支払センター　行
（FAX03-3259-5594　TEL03-3259-5824）
株式会社ジオ・ビジネスサービス　行
（FAX03-3518-4901　TEL03-3518-4900）

年 月 日

全地連　第三者賠償補償制度　事故報告書 （初報、第　報）
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企 業 名 	 （加入者番号）	 〈TEL〉

企 業 住 所 	 	 〈FAX〉

事 故 担 当 者 お名前 部門

発 注 者
工 事 名
事 故 発 生 日 　　年　　月　　日　　時　　分頃│賠　償　請　求　日│　　年　　月　　日
事 故 発 生 場 所
事 故 状 況

事故原因（推定）

賠 償 請 求 内 容

対応内容／経緯

被 害 者 名 	 │住所／連絡先│
病院／修理工場
備 考

三井住友海上火災保険株式会社
火災新種損害サポート部　第一保険金お支払センター　行
（FAX03-3259-5594　TEL03-3259-5824）
株式会社ジオ・ビジネスサービス　行
（FAX03-3518-4901　TEL03-3518-4900）

年 月 日

事 故 報 告 書 （初報、第　報）
汚染地盤修復工事賠償保険制度（生産物賠償責任保険）





〒101-0047　東京都千代田区内神田1－5－13（内神田ＴＫビル3Ｆ）

〒101-8011　東京都千代田区神田駿河台3－11－1

☎03－3518－4900
ＦＡＸ03－3518－4901

☎03－3259－6681
ＦＡＸ03－3259－7213

公務第一部　営業第三課

〒101-0047　東京都千代田区内神田1－5－13（内神田ＴＫビル3Ｆ） ☎03－3518－8873
ＦＡＸ03－3518－8876

A20-101415　使用期限2022年2月1日

一般社団法人全国地質調査業協会連合会

株式会社ジオ・ビジネスサービス

三井住友海上火災保険株式会社

（全地連直属代理店）

本制度のお問合わせ先

損害保険ジャパン株式会社　　あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

制　度　提　供

分担保険会社

保険取扱代理店

引受保険会社
幹　事　会　社
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